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令和元年11月 

人事労務ご担当者様 

厚生労働省委託事業「令和元年度職場におけるダイバーシティ推進事業」 

多様な人材が活躍できる職場環境に関する調査 

このたびの台風や続く大雨などで被災された方々には心からお見舞い申しあげます。一日も早く通常営業

ができますことを切にお祈りいたします。 

本アンケートは、厚生労働省の委託事業として、弊社（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社）

が企画し実施するものです。本アンケートは、企業において多様な人材が活躍できる環境整備を進めるため

の方針や取組（ダイバーシティ推進）、特に性的マイノリティに関する取組状況について把握することを目

的としています。誠に恐縮ではございますが、アンケートにご回答のうえ令和元年11 月25 日（月）まで

に、同封の返信用封筒にてご返送賜りますようお願い申し上げます。 

ご多忙中とは存じますが、調査の趣旨をご理解頂き、回答にご協力賜りますようお願い申し上げます。 

敬具 

◆利用目的 

ご回答頂いた内容は、施策検討や関連分野研究の基礎資料としてのみ利用致します。又、全て統計的に処

理されますので、個々の調査票のご回答や結果が、調査実施者以外に知られることはございません。 

◆発送先情報（団体名・住所）の収集方法 

民間信用調査会社のデータベースより無作為に抽出致しました。

◆回答方法等について 

・本調査は、企業としてのお立場で、人事部門のご担当者様がご記入ください。人事ご担当者様がお答えに

なれない場合は、回答できる他の部門の方にお答えいただいてもけっこうです。

・特段の指定がない限り、ご回答は令和元年10 月１日現在の状況でお答え下さい。

・お答えは、あてはまる番号を○印でかこんで下さい。「○は１つ」「○はいくつでも」など回答数が指定

されています。あてはまる項目にその数だけ○印をおつけ下さい。

・回答後、同封の返信用封筒にてご返送ください。

◆用語について 

・「性的指向」：恋愛や性愛がどのような対象に向かうのかを示す概念

・「性自認」：自身の性をどのように認識しているのかを示す概念

・「性的マイノリティ」：同性愛者や両性愛者、トランスジェンダー（心と身体の性別が一致しない人や身

体の性別に違和感を感じる人）やその他の多様な性自認や性的指向を持つ人。

「LGBT」と呼ばれることがある。 

・「ダイバーシティ推進」：多様な人材の受け入れや活躍促進が可能となる環境整備を行う方針・取組

・「管理職」:課長相当職以上で、労働基準法上の労働時間等の規定が適用されない管理・監督者

・「正社員」：有期契約労働者が無期契約へ移行し、処遇が通常の正社員とは異なる者は除く。また、役員

や他企業からの出向者は除く。 

◆電子ファイルでの調査票記入・返送を希望される方へ 

・電子ファイルでの回答をご希望の方は、下記問い合わせ先メールアドレスまでご連絡ください。

・その他、本調査に関するご質問等はメールでも受け付けております。

◆問い合わせ先 

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 共生社会部 横幕、尾島、服部

〒105-8501 東京都港区虎ノ門5-11-2 オランダヒルズ森タワー20F

E ﾒｰﾙ：diversity-survey@murc.jp

TEL：03-6733—1664 ※お問い合わせ電話の受付時間は、月曜日～金曜日の10：00～17：00です。

参考資料１　企業アンケート調査票
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Ⅰ．貴社の概要について 

問1. 本社が所在する都道府県名をご記入ください。 

問2. 貴社の主な業種をお答えください。（○は１つ。複数該当する場合、もっとも売上高の大きいもの１

つ） 

1.農業, 林業, 漁業 

2.鉱業，採石業，砂利採取業 

3.建設業 

4.製造業 

5.電気・ガス・熱供給・水道業 

6.情報通信業 

7.運輸業，郵便業 

8.卸売業，小売業 

9.金融業，保険業 

10.不動産業，物品賃貸業 

11.宿泊業，飲食サービス業 

12.教育，学習支援業 

13.医療，福祉 

14.その他サービス業 

15.その他（   ） 

問3. 貴社の正社員数をお答えください。（国内支社・支店を含めた単体の正社員数。）（○は１つ） 

1. 49人以下

2. 50～99人

3. 100～299人

4. 300～499人

5. 500～999人

6. 1,000人～2,999人

7. 3,000人以上

問4. 正社員の状況についてお聞きします。以下（１）～（３）について、あてはまるものをお答えくださ

い。 

(1) 正社員の年齢構成の特徴（①②それぞれ、もっとも近いものに○）

1.

20～30歳代の 

割合が高い 

2. 

40歳代の 

割合が高い 

3. 

50歳代の 

割合が高い 

4. 

各年齢層 

同程度である 

5. 

その他 

①男性 1 2 3 4 5 

②女性 1 2 3 4 5 

(2) 正社員に占める女性の割合（○は１つ）

1. 0％（いない）

2. 0％超～10％未満

3. 10％～25％未満

4. 25％～50％未満

5. 50％～75％未満

6. 75％以上

(3) 管理職（課長職相当以上）に占める女性比率（○は１つ）

1. 0％（いない）

2. 0％超～5％未満

3. 5％～10％未満

4. 10％～30％未満

5. 30％～50％未満

6. 50％以上

  都・道・府・県 
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問5. 職場環境や制度の状況として、下記の状況があてはまるかどうかお答えください。なお、事業所によ

って異なる場合は、本社の状況についてお答えください。（〇はそれぞれ１つずつ。「②-1」「⑦-1」

「⑧-1」は、それぞれ前問となる「②」「⑦」「⑧」で「１」と回答した場合のみ回答ください。） 

1. 
あてはまる 

2. 
あてはまらない 

① 職場で旧姓など通称名の使用が認められている 1 2 

② 制服又は服装規定がある 1 2 

②-1 （②が「1」の場合） 制服又は服装規定が男女で分かれている 1 2 

③ 職場に多目的トイレなど男女とも利用可能なトイレがある 1 2 

④ トイレは入居しているビルや施設のものを利用している 1 2 

⑤ 職場には従業員が使う更衣室を設置している 1 2 

⑥ 集団受診による健康診断を実施している 1 2 

⑦ 家族手当がある 1 2 

⑦-1 （⑦が「1」の場合） 事実婚のカップルに対しても家族手当がある 1 2 

⑧ 慶弔休暇制度がある 1 2 

⑧-1 （⑧が「1」の場合） 事実婚のカップルも慶弔休暇を利用できる 1 2 

Ⅱ．多様な人材の活躍（ダイバーシティ推進）に関する取組について 

問6. 貴社における、多様な人材の活躍（ダイバーシティの推進）に関する認定の取得状況をお答えくださ

い。（〇はいくつでも） 

1. えるぼし認定を受けている

2. くるみん認定を受けている

3. その他、企業の人材活用に関する国の認定を受けている（健康経営優良法人認定など）

4. その他、企業の人材活用に関する自治体の認定を受けている（ワークライフバランス認定など） 

5. 上記のいずれの認定も受けていない

問7. 以下のような多様性を推進することについて、貴社ではどの程度重視していますか。（①～⑤それぞ

れ○は１つずつ） 

1. 

重視している 

2. 

やや重視している 

3. 

重視していない 

①属性の多様性 
（年齢、性別、国籍、障がいの有無 等）

1 2 3 

②働き方の多様性 
（時短勤務、フレックスタイム、リモートワー
ク、雇用形態 等）

1 2 3 

③ライフスタイルの多様性
（子育て中、介護中など）

1 2 3 

④個人の価値観や考え方の多様性 1 2 3 

⑤能力や経験、専門性の多様性 1 2 3 
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問8. 多様な人材の活躍（ダイバーシティの推進）に関わる経営方針についてお聞きします。 

(1) 経営方針、行動宣言等（これらの解説や解釈を含む）に「多様な人材の活躍（ダイバーシティ

の推進）」を掲げていますか。（○は１つ）

1. 経営方針等に掲げている

2. 経営方針等には掲げていないが、経営課題として位置付けている

3. 経営方針や経営課題として位置付けていない

4. わからない

(2) 「多様な人材の活躍（ダイバーシティの推進）」を経営方針に掲げたり、あるいは、経営課題

として位置付け始めたのは、回答時現在からみていつごろですか。（○は１つ）

1. １年以内

2. ２～３年前

3. ４～５年前

4. ６～７年前

5. ８～10年前

6. 11年以上前

7. わからない

問9. 以下のような人材の活躍について、貴社ではどの程度重視していますか。（①～④それぞれ○は１つ

ずつ） 

1. 

重視している 

2. 

やや重視している 

3. 

重視していない 

①女性の活躍 1 2 3 

②高齢人材の活躍 1 2 3 

③障がい者の活躍 1 2 3 

④外国人材の活躍 1 2 3 

問10. 多様な人材の活躍（ダイバーシティ推進）に係る担当者や担当部署の状況として、あてはまるものを

お答えください。（○はいくつでも） 

1. 独立した専任組織がある

2. 担当者が兼務で取り組んでいる

3. 現場社員を集めた推進プロジェクトを組織して取り組んでいる

4. 特に設置していない

問11. ハラスメントに関する取組状況としてあてはまるものを選んでください。（○はいくつでも） 

1. セクシュアル・ハラスメント防止のための取組を実施している

2. パワー・ハラスメント防止のための取組を実施している

3. いずれも実施していない

4. わからない

問8(2)へ 

問9へ 
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Ⅲ． 性的マイノリティに関する取組ついて 

問12. 同性愛者や両性愛者、トランスジェンダーなど、性的マイノリティやいわゆる LGBT と呼ばれる人が

社会にいることをご存知ですか。（○は１つ） 

1. 多少は知っている、聞いたことはある → 問13 へ

2. 全く知らない、聞いたことがない → お答えいただきたい設問は以上です。同封の返信用封筒に

て、回答いただいた調査票をご返送ください。 

ご協力ありがとうございました。

問13. 貴社をとりまくここ数年の環境の変化についてお聞きします。次の①～④の変化があると思うかどう

かお答えください。（①～④それぞれ、もっとも近いものに○を１つずつ） 

1. 
そう思う 

2. 
どちらかとい
えばそう思う 

3. 
どちらかとい
えばそう思わ
ない 

4. 
そう思わない 

① 同業他社において、性的マイノリティに関する取組
を行う企業が増加している 

1 2 3 4 

② 自社において、性的マイノリティについて関心を持
つ求職者（就職活動中の学生等）が増加している 

1 2 3 4 

③ 自社において、性的マイノリティについて関心を持
つ社員が増加している 

1 2 3 4 

④ 自社において、性的マイノリティについて関心を持
つ顧客や取引先が増加している 

1 2 3 4 

問14. 性的マイノリティをとりまく社会環境に対して、貴社としてどのように関わるべきだと思いますか。

次の①～③について、そうすべきと思うかどうかお答えください。（①～③それぞれ、もっとも近い

ものに○を１つずつ） 

1.
そう思う 

2. 
どちらかとい
えばそう思う 

3. 
どちらかとい
えばそう思わ
ない 

4. 
そう思わない 

① 企業として、性的マイノリティをとりまく社会課題
の解決に貢献すべきである 

1 2 3 4 

② 社内において、性的マイノリティが働きやすい職
場環境をつくるべきである 

1 2 3 4 

③ ビジネスチャンスとして活用するべきである 1 2 3 4 

問15. 貴社では、社内に性的マイノリティ当事者がいることを認知していますか。次の中から、あてはまる

ものを選んでください（○は１つ）。なお、人事労務管理として当事者がいることを把握していない

場合でも、各部門において管理職などが当事者の存在を認知している場合は「１」をお選びください。 

1. 性的マイノリティ当事者である社員がいる（いた）ことを認知している

2. 性的マイノリティ当事者である社員がいることは認知していないが、いる可能

性を想定している

3. 性的マイノリティ当事者はいないと思う

4. わからない

問16へ 

問19へ 
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 問16～問18は、問15で「１」または「２」を選んだ企業にお聞きします。それ以外の方は問19に

お進みください。

問16. 人事労務担当者として、性的マイノリティ当事者の存在を認知するようになったきっかけとしてあて

はまるものをお答えください。（○はいくつでも） 

1. 性的マイノリティ当事者から困りごとについて相談を受けた

2. 性的マイノリティ当事者の上司や同僚から相談を受けた

3. 性的マイノリティ当事者からカミングアウト※があった

4. 社内制度利用時の申請内容等によって当事者であることを認知した

5. 戸籍上の性別とは別の性にもとづいた服装や言葉遣いをする社員がいた

6. 人事労務担当者が直接相談を受けたわけではないが、各部門の管理職などから当事者がいるこ

とを聞いた（社内のうわさ等も含む）

7. その他（   ） 

8. 上記のいずれもあてはまらない

9. わからない

※カミングアウトとは、本人が自身の性的指向や性自認を他者に打ち明けることをいいます。 

問17. これまでに性的マイノリティ当事者、または、当事者の上司や同僚から受けた相談の内容として、あ

てはまるものをお答えください。（○はいくつでも） 

1. 異動における配慮に関する相談

2. 昇進や昇格における差別に関する相談

3. 退職強要や解雇に関する相談

4. 福利厚生など社内制度の利用に関する相談

5. 勤務時の服装や通称名の使用に関する相談

6. トイレや更衣室の使用に関する相談

7. 上司や同僚からの性的指向・性自認に関わる

ハラスメントに関する相談

8. 取引先からの性的指向・性自認に関わるハラ

スメントに関する相談

9. 当事者であることを会社や人事労務担当者

に知ってもらいたいという相談

10. その他

（   ） 

11. 具体的な相談はなかった

12. わからない

問18. これまでにあった当事者、または、当事者の上司や同僚からの相談に対して、どのように対応しまし

たか。これまでにとった対応方法として、あてはまるものをお答えください。（○はいくつでも） 

1. 既存の制度や規定を変更せず、個別の対応を行った

2. 既存の制度や規定を改定して対応を行った

3. 新しい制度を導入して対応を行った

4. その他（   ） 

5. これまでに相談を受けたことはない

6. 特にない

 全ての企業にお聞きします。

問19. 貴社には、性的マイノリティ当事者のコミュニティや、理解者・支援者（アライ）のコミュニティが

ありますか。（○は１つ） 

1. 性的マイノリティ当事者のコミュニティがある

2. 理解者・支援者（アライ）のコミュニティがある

3. 左記１および２の両方がある

4. 左記１および２のいずれもない

5. わからない
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問20. 貴社では、次のような性的マイノリティに対する配慮や対応を意図した取組を実施していますか。実

施している取組がある場合は、実施している取組をすべてお答えください。いずれも実施していない

場合は、「1.特に実施していない」に〇をつけてください。 

1. 特に実施していない → 問28（p. 10）へ

方
針
・
体
制 

2. 性的指向・性自認に関する倫理規定や行動規範の策定

3. 性的指向・性自認にかかわるハラスメントに関する社内規定の策定

4. 性的マイノリティに対する施策の担当者・担当部署がある

5. 社内アンケートなどによる実態把握

相
談
対
応 

6. 社内に、性的指向・性自認に関して相談できる窓口がある

7. 社外に、性的指向・性自認に関して相談できる窓口がある

8. 性的マイノリティに関する相談対応ガイドラインの策定

社
内
の 

理
解
促
進 

9. 経営層や管理職に向けた研修や勉強会の開催

10. 人事労務担当者に向けた研修や勉強会の開催

11. 社員に向けた研修や勉強会等の開催

12. ポスター・リーフレット等の配布や掲示

採
用
・
人
事
管
理 

13. 性的マイノリティに関する採用に係る配慮方針の策定

14. 採用担当者への教育や研修

15. 性的マイノリティ向けの採用説明会の開催や採用セミナーへの参加

16. 配置における配慮（性的マイノリティが極めて働きにくい国への転勤などへの配慮等）

17. 配置、昇進、昇格に関する公正な評価の徹底

ト
ラ
ン
ス
ジ
ェ
ン
ダ
ー
へ
の
対
応 

18. 性表現に関する倫理規定や行動規範の策定

（※性表現とは、「自分がありたい性をどのように表現するか」を表す概念です。）

19. 採用時の応募書類における性別欄への配慮（性別欄の廃止や任意項目化や「その他」の設定等）

20. 社内書類における性別欄への配慮（性別欄の廃止や任意項目化や「その他」の設定等）

21. 制服や服装規定におけるトランスジェンダーへの配慮

（性自認に合わせた服装を選べる、性別にもとづいた服装規定を廃止した等）

22. トランスジェンダーへの配慮を意図した通称名の使用を認める

23. トランスジェンダーへの配慮を意図した誰でも利用できるトイレの設置

24. 自認する性別（自分が思う性別）のトイレの利用を認める

25. トランスジェンダーへの配慮を意図した更衣室の環境整備

26. 健康診断時のトランスジェンダー当事者への配慮

27. 性別移行のための治療や手術に関する休暇制度

28. 柔軟な労働時間を可能にする制度や傷病休暇制度等を、性別移行のための治療や手術に利用できるこ

とを明示している

福
利

厚
生 

29. 慶弔休暇の同性パートナーへの適用

30. 家族手当の同性パートナーへの適用

コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
支
援 

31. 社内の当事者コミュニティを支援する取組

32. 社内の理解者・支援者（アライ）を増やす取組

33. 社外の性的マイノリティに関する活動やイベントへの協賛・出展
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 問21～問25は、問20の選択肢2～33について○を１つ以上つけた企業にお聞きします。問20にて

「1.特に実施していない」を選んだ場合は問28にお進みください。

問21. 問20でお答えいただいた取組に着手したきっかけをお答えください。（○はいくつでも） 

【社内からの要望などを受けて】 

1. 性的マイノリティ当事者である社員から要望や対応を求める声があったため

2. 経営層や管理職から要望や対応を求める声があったため

3. 採用活動時に性的マイノリティ当事者から要望や対応を求める声があったため

4. 労働組合から要望や対応を求める声があったため

5. グループ会社や海外事業所から対応を求められたため

【社外に向けた対応として】 

6. 顧客や取引先にいる性的マイノリティ当事者に配慮するため

7. 性的マイノリティ向けの商品やサービスを展開するため

8. 表彰制度に応募するため

【社会変化の影響を受けて】 

9. 社会的な認知度の高まりをみて、取り組むべきと判断したため

10. 同業種や周囲の企業の取組をみて、取り組むべきと判断したため

11. パートナーシップ証明書など自治体の施策に対応するため

【ほか】 

12. その他（   ） 

13. 特にない／わからない

問22. 問 20 でお答えいただいた性的マイノリティに関する取組について、一番初めに着手した取組は、問

20の選択肢2～33のうちどれですか。該当する番号を下欄にご記入ください。一番初めに着手した取

組が複数ある場合は、全てお書きください。 

問23. 問 20 でお答えいただいた、一番初めに着手した取組について、着手した時期をお聞きします。回答

時現在からみて、一番初めに着手した取組に着手した時期（検討期間を含む）としてあてはまるもの

をお答えください。（○は１つ） 

1. １年以内

2. ２～３年前

3. ４～５年前

4. ６～７年前

5. ８～10年前

6. 11年以上前

7. わからない
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問24. 性的マイノリティに関する取組を実施している目的や期待する効果として、あてはまるものをお答え

ください。（○はいくつでも） 

1. 社会的責任（CSR）のため

2. コンプライアンスへの対応のため

3. いわゆる LGBT 向けの商品やサービスを展開

するため

4. 経営の国際化に対応するため

5. イノベーション創出のため

6. 社会における自社イメージ向上のため

7. 人材を確保するため

8. 性的マイノリティ当事者が働きやすい職場

にするため

9. 性的マイノリティ当事者を含めた多様な人

材が働きやすい職場にするため

10. 社員間のトラブルを防ぐため

11. その他（  ） 

12. 特に明確にされていない／わからない

問25. 性的マイノリティに関する取組全体について、どのような反応がありましたか。（①～⑤それぞれ○

はいくつでも） 

1. 

肯定的な反応が 

あった 

2. 

否定的な反応が 

あった 

3. 

反応がなかった／ 

わからない 

①社内の性的マイノリティ当事者から 1 2 3 

②経営層・管理職から 1 2 3 

③一般職社員から 1 2 3 

④顧客や取引先から 1 2 3 

⑤その他社外から 1 2 3 

 問26は、研修や勉強会の開催あるいはポスターやリーフレットによる周知を行っている（問20の選

択肢9～12について〇を1つ以上つけた）企業にお聞きします。

問26. 実施した研修や勉強会で扱った内容や、ポスターやリーフレットで周知した内容として、あてはまる

ものをすべて選んでください。（〇はいくつでも） 

1. 性的マイノリティに関する基礎知識

2. 性的マイノリティが抱える職場での困難、リスクについて

3. 性的指向や性自認に関する差別やハラスメントの防止について

4. アウティングに関する解説やアウティング防止について

5. サービス提供における性的マイノリティへの対応について（顧客対応、マーケティング等）

6. その他（   ） 

7. わからない

※アウティングとは、本人の同意なく性的指向や性自認に関することを第三者に暴露することをいいます。 

-参-9-



- 10 -

 問27は、問20の選択肢27～30について〇を1つ以上つけた企業にお聞きします。

問27. 性的マイノリティ当事者が休暇制度や福利厚生制度の利用を申請する際、または、実際に利用する際

に、「当事者であること」を含めたプライバシーの保護として、特段の配慮をしていますか。あては

まるものを選んでください。配慮している場合は、具体的な配慮の方法や工夫をご記入ください。 

1. 本人が希望しない相手には制度の利用を知られないように配慮している

【１の場合、具体的な配慮の方法や工夫について下記にご記入ください。】

2. 特に配慮していない

 全ての企業にお聞きします。

問28. 性的マイノリティに関する取組について、今後の意向をお答えください。（○は１つ） 

1. 既存の取組の拡大や新たな取組を実施していく予定

2. 既存の取組を継続する予定

3. 既存の取組を縮小・廃止していく予定

4. 現在取組を行っていないが、今後検討する予定

5. 現在取組を行っておらず、今後も実施する予定はない

6. わからない

 問29は、問28で選択肢1～4を選んだ企業にお聞きします。

問29. 性的マイノリティに関する取組を進める上で課題となっていることとして、あてはまるものをお答え

ください。（○はいくつでも） 

1. 取組を推進することについて、経営層の理解や協力が得られない

2. 性的マイノリティに関する知識や当事者の困りごとについて社員の理解が足りない

3. 性的マイノリティに関する知識や当事者の困りごとについて顧客や取引先の理解が得られない

4. 性的マイノリティ当事者のニーズや意見を把握することが難しい

5. 施策の効果の把握が難しい

6. どのような取組を実施すればよいのかわからない

7. 取組を行うための知見を持った人材がいない

8. 取組を行うための予算が確保できない

9. その他（  ） 

10. 特に課題となっていることはない

11. わからない

問29へ 

問30へ 
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 問30は、問28で選択肢5～6を選んだ企業にお聞きします。

問30. 性的マイノリティに関する取組を「現在行っておらず、今後も実施する予定はない」、または、今後

の取組の実施について「わからない」と回答した理由として、あてはまるものをお答えください。（○

はいくつでも） 

1. 社内に性的マイノリティ当事者がいないため

2. 経営層の理解が得られないため

3. 他に優先して対応すべき人事労務の課題があるため

4. 何をすべきかわからないため

5. 取組の必要性を感じていないため

6. その他（   ） 

7. 特にない／わからない

 全ての企業にお聞きします。

問31. 企業で性的マイノリティに関する取組を進めるにあたって、国や自治体に期待することとして、あて

はまるものをお答えください。（○はいくつでも） 

1. 職場における性的マイノリティに関する取組に対する情報提供（事例の紹介等）

2. 職場における性的マイノリティに関するルールの明確化（ガイドライン等）

3. 職場における性的マイノリティに関する積極的な取組を行う企業に対する表彰や認定

4. 性的マイノリティに対する社会全体の理解促進に向けた啓発活動

5. 性的マイノリティに関する企業からの相談への対応

6. 性的マイノリティに関する労働者からの相談への対応

7. 職場環境整備のための助成制度

8. その他（   ） 

9. 特にない

ただいま、本事業の一環で、性的マイノリティに関する取組を実施している企業へのヒアリング調査を実

施しております。ヒアリング調査にご協力をいただけるようでしたら、企業名、電話番号、ご担当者様のメ

ールアドレスをご記入ください。弊社担当よりご連絡をさせていただく場合がございます。 

なお、記載いただいた情報は、ヒアリング調査の際の連絡先としてのみ用います。本調査の集計や結果の

公表にあたり、個別の企業名を用いることはいたしません。 

企業名 

電話番号 

メールアドレス

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。
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参考資料２．労働者アンケート調査票 



 

 



参考資料２　労働者アンケート調査票
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参考資料３．団体ヒアリングメモ・団体提出資料 
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※本事業にて行った関係団体へのヒアリングのうち、本報告書への掲載許可をいただいたヒア

リングメモおよび資料を掲載している。

※なお、掲載可能な内容のみ掲載しており、掲載できない内容については黒塗りや削除を行っ

ているため、ヒアリング時の資料と同一の内容ではない。





3-1. GID（性同一性障害）学会 ヒアリングメモ

１. 主なヒアリング内容

① 団体の活動について

 （報告者である岡山大学・中塚教授は）岡山大学ジェンダークリニックにて性別適合手術（SRS）

を行っている。性別適合手術を行うクリニックとしては、日本で一番大きな拠点である。診

療の流れとしては、精神科医・産婦人科医・泌尿器科医による診察の後に、「ジェンダークリ

ニック適応判定会議」を行い、性同一性障害であることが「間違いない」という判断を複数

医師によって行った上でホルモン療法や手術療法が行われる流れとなる。 

 GID 学会の活動としては、学会誌の発行や臨床雑誌への投稿等によって、医療者に向けた性的

マイノリティや SOGI に関する基礎知識を医療者にも普及させている。

 2015年に性同一性障害の専門医認定制度を創設し、2016年には認定医を９名認定した。2019

年時点では全国で 27 人の専門医がいる。合わせて、認定施設について基準を設けた。

 こうした取組を背景に 2018年４月から性別適合手術が保険適用となった。ただし、ホルモン

療法については自費となっており、日本では「混合診療」が認められていないことから、ホ

ルモン療法の後に性別適合手術を行う場合は全て自費での治療となってしまう。そのため、

保険適用で行われる手術は、ホルモン療法の前に胸を先にとるという場合が多い。 

 学校での子どもへの対応を支援する取組としては、文部科学省の通知（2015 年）、教職員向け

の手引きの作成（2016 年）に協力を行っている。具体的には、2014 年に行った調査への協力

や、学校における支援の事例を提示するなどしている。当事者にとっては、就職する段階で

いきなりキャリアを考えるのことは困難な場合が多い。学校教育の過程のうちからキャリア

支援を行う必要がある。子どもへの医療的対応としては、2012 年性同一性障害に関する診断

治療のガイドライン第４版改定の際に、二次性徴を抑える薬を投与した後、ホルモン療法を

行うという内容を含めた。このことは、学校や企業への望む性での受け入れ促進につながる。

② 職場における当事者の困りごとや企業で実施すべき施策について

 性同一性障害における問題としては、今までの社会の中での種々の摩擦から自殺念慮、自傷・

自殺未遂、不登校、精神科合併症等の割合が高いことがある。

 トランスジェンダーにおいては就労環境についても困難を抱えている割合が高く、それにつ

いて「相談しなかった」という割合も高いことが分かっている。カミングアウトすることで

偏見の目でみられたり昇進できなくなったりという声も上がっている。

 収入に関しては、非当事者と比べてトランスジェンダーは低所得が多い（資料２）。MtFにつ

いては、身体の性で働いている場合は高所得者も出てくるが、心の性に合わせて働いている

場合は低所得層に集中してしまう。FtMに関しては身体の性・心の性どちらに合わせて働いて

いる場合でも低所得に集中している。

 企業で必要となる支援も学校での対応と同様の配慮は重要であり、服装や髪型の規定緩和、

更衣室やトイレの配慮、呼称の工夫等が必要になる。また、就労特有の課題もある（資料３）。

 トランスジェンダーの中には自認する性のトイレを使いたいという方も多くおり、「誰でもト

イレ」をつくることが全ての解決策になるとは限らない。
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 例えば、「性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関する法律」（以下、特例法）で定められ

ている条件と問題なども企業側にしっかり知らせるべきではないか。そのためには企業にお

ける適切な研修が必要である（資料３）。

③ 職場と性的指向・性自認に関して、行政に望むこと

 行政についても企業同様に、庁内研修や条例やダイバーシティ宣言の策定等の取組を進める

ことが必要であるが、特に市民への働きかけや企業への働きかけ、市民・企業両方に向けた

相談窓口の設置が行うべき取組として考えられる。

２. Ｑ＆Ａ

（事務局）治療と就労の両立について、一般的な費用や治療期間等の概略を教示いただきたい。 

（GID 学会）トランスジェンダーも多様であり、あくまで岡山大学病院ジェンダークリニックに

来訪する性同一性障害と診断される方に限定した話になるが、女性ホルモンに関しては、飲

み薬の一度に３ヶ月分までの処方、あるいは２週間～４週間に１回の注射のために来院が必

要になる。男性ホルモンの場合は、注射が多い。ホルモンの投与は患者の居住地近隣の病院

を紹介することができるが、半年～１年に１回程度は岡山大学病院ジェンダークリニックま

で来ていただき、副作用の有無等を確認する必要がある。遠方からくる方もおり、その場合

は仕事を休まなければいけない。手術については、数日～１週間程度の入院が必要になる。

しかしすぐに復帰できるわけではなく、身体を使う仕事の場合は退院後数週間の回復期間が

必要になる。ホルモン療法は毎月数千円の出費となる。手術については、乳房切除は 60～80

万円、子宮卵巣切除は 80～100万円、ペニスをつくる場合は 100万円程度かかる。 

（事務局）来院する年齢層を教えていただきたい。 

（GID学会）現在は未就学児や小学生が増えてきているが、今までのデータでは、未成年が２割程

度である。初診の方の年齢については、FtM当事者で多いのは 20代前半で、40代・50代の方

はほとんどいない。MtF当事者については、若い世代が増えているが、20代後半～30代が中

心。一番高齢だったのは 87歳の方であった。 

（事務局）企業では健康診断や産業医が設置されているものの、性別違和を抱えている社員はそ

れらを利用できないという実態を伺っている。 

（GID 学会）学校での健康診断を受ける時に配慮が必要であるのと同様である。産業医に知識が

ない方が多く、配慮を指示することができない場合が多く、ホルモン療法を受けている社員

が健康上どのような点に配慮しなければいけないのかについて知識もない。また、ストレス

チェックの基準値を男性とするか女性とするか、問い合わせがくることがある。その場合は

ストレスのある社員が広く見つけられる方の基準の方に設定して気にかけていただいた方が

よいと考えている。 

（委員）ホルモン療法にともなって仕事を休まなければいけないという話が出たが、投与後に身

体の不調によって、通院する必要は出てくるか。 

（GID 学会）治療を始めた当初は体調に気を付けなければいけないが、通常は近隣の病院で投与

を受けた後に短時間ですぐに仕事に戻るという両立の仕方を取っている方が多い。あくまで
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遠方から岡山大学病院ジェンダークリニックに来る場合に仕事を休む必要が出てくるという

話である。ただし血栓が起きやすくなるため、例えば、長時間暑い中で水を飲まずに身体を

使う仕事を行うような職場に勤務していた人に職場を変えていただいたケースはある。 

（委員）性同一性障害であることが「間違いない」と判断された後にホルモン療法や手術療法を

行うというのは、手術をすると「後戻りができないから」という意味合いか。 

（GID学会）そうである。手術後はその性別で生きていくということであり、また、生殖機能をな

くすことでもあるため、今後子どもが欲しいかどうかという点においても当事者が後悔のな

いようにするという意味である。 

（委員）その判断には基準を設けているのか。 

（GID学会）岡山大学ジェンダークリニックでは、岡山大学病院と、別の施設に所属する精神科医

２名が心の性を判断した後、身体の性を産婦人科医と泌尿器科医が判断する。それが一時的

なものではないかを確認するが、揺れている場合は診断を付けないケースもある。ただし、

揺れているからといって当事者が困難を抱えていないとは限らないため、会社に対して要望

書・意見書を出すことはある。当事者が子どもの場合は家庭環境等のヒアリングを行う。性

別変更後に悩みを抱える人もいるため、それをできるだけ少なくしたいという思いがある。 

（委員）性別欄廃止によって、シスジェンダー間の格差等の統計が取れなくなる等の弊害がある

とされるが、どのように折り合いをつければよいと考えているか。 

（GID 学会）例えば見た目は心の性に合わせているが戸籍は心の性に一致していない場合、当事

者が心の性と戸籍の性のどちらで回答するのかという問題はあり、性別欄の有無よりもさら

に深いレベルで考えていく必要がある。ただ企業の方には、企業として「性別欄を取る」と

いう態度を見せることがダイバーシティに配慮ができている企業であるというアピールにな

るということは伝えている。 

（委員）性別欄廃止よりは自由に書けるようにするということか。 

（GID学会）学問的な調査を行う場合には、廃止することばかりがよいとは考えていない。当事者

に相談したところ、性別欄に「その他」があるとよいという声を聞いたことはある。 

（委員）若い世代では、医療的処置を望まない X ジェンダー、ジェンダーフルイドなどが増えて

いると聞く。そうした人々に対して対応できることはあるか。合わせて、学校や教職員に向

けたガイドラインを発行したのと同様に、企業に対して同様のガイドラインを発行する予定

はあるか。 

（GID学会）１点目については、学校の中にも Xジェンダー等はいる。Xジェンダー自体が多様で

あるため、「このように対応すべき」という一律の指針を作ることができない。本人がどのよ

うな対応を望むかにあわせた対応をすべきということになるのではないか。 

（GID学会）２点目について、学校に向けたガイドラインは文部科学省の事業であり、GID学会は

委員として参画した形であるが、意見はかなり反映していただいた。企業に向けたガイドラ

インについては、GID 学会独自で作成するよりも政府が作成した方が企業の方の目に触れる

機会が多いだろう。GID 学会の役割としては、ガイドライン作成に協力することはもちろん

のこと、産業医や産業看護師・保健師への啓発であると考えている。 
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（委員）企業や学校で必要な支援を受ける際に診断書を求められるケースは多いか。 

（GID学会）以前は多かったが、文部科学省の 2015 年の通知以降、未成年については診断書は必

要ないと伝えることも増えてきた。 

（委員）企業の場合は必要になることもあるだろう。その場合、近くの病院等で申し出があれば

診断書を出してくれるものなのか。 

（GID学会）簡単に診断書を出す診療所については問題視している。１，２回の受診で判断するこ

とはできないため、診断書をもらう場合は総合的・長期的に判断いただける病院の方が望ま

しい。ただ、例えば見た目が女性で女子トイレも使用している MtF 当事者が、万が一痴漢等

と間違えられたときに備えて診断書を持っておきたいという場合もある。診断書発行の基準

は、医師の判断による。 

（事務局）企業で取組を進めていく上で、トランスジェンダー当事者の中での多様性をどのよう

に取り扱えばよいか。企業に標準的な対応を示していく際に、診断の有無やパス度（望む性

別の見た目に近いかどうか）によって対応を分けた方がよいのか。 

（GID学会）LGB（性的指向）と T（性自認）の問題はかなり違うことは確かで、「性的指向に関

する対応」「性自認に関する対応」を分けることは重要である。しかし、トランスジェンダー

でゲイの方もいるなど単純ではない。また、診断やパス度で一律に対応すればよいということ

ではない。文章に示すと抽象的になってしまうため、個別事例を示し、「こういう場合はこう

した対応がある」という形でも示せるとよい。 

以上 
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岡山大学ジェンダークリニック
岡山大学大学院保健学研究科

中塚幹也

GID(性同一性障害）学会の活動
トランスジェンダーと就労の課題

自治体・企業のできること

2019年度 厚生労働省委託事業
職場におけるダイバーシティ推進事業 ヒアリング
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原　　　著
性同一性障害当事者の就労の現状と課題

久井礼子a），日阪奈生a），富岡美佳b，C），中塚幹也もC）
a）岡山大学医学部保健学科，b）山陽学園大学，C）岡山大学大学院保健学研究科

要旨

2010年6～9月に，岡山大学病院ジェンダークリニックを受診したGID当事者65名（MTF34名，FTM31名）

に無記名の自記式質問紙調査を施行した．70．4％が就労中であり，身体の性での就労が238％，心の性での就

労は66．7％であったが，初めての就労時は，身休の性での就労が81．5％，心の性での就労は11．1％であった．

902％が，職場でGIDと関連した困難な経験をしていたが，相談できた者は350％であった．71．2％が辞

職を経験（GIDと関連した理由が556％），23．5％が解雇を経験（GIDと関連した理由が54・5％）していた・78，4％

が職場でカミングアウトをし，22．5％が「良くなった」，5．0％が「悪くなった」，35．0％が「どちらも起こっ

た」とした．MTF，FTM当事者とも身体の性で就労している方が高収入の範囲に分布，男性として働いてい

る場合，MTF当事者の方がFTM当事者よりも高収入の範臥こ分布していた，依然として，GID当事者の就

労環境改善のためには職場での啓発が必要である，

キーワード：解雇，カミングアウト，就労，収入，性同一性障害

緒言

2003年には「性同一性障害の性別の取り扱いの特例に関する法律（平成15年7月16日法律第111号）」（特

例法）が成立し，2004年より性同一性障害（Genderldentitydisorder・GTD）当事者の戸籍上の性別変更が可能と

なったt・2）．2010年末までに2，238名のGID当事者の戸籍の性別変更が認められており3），性別の取り扱いな

ど社会生活における支障の一部は改善されてきているが，現実の生活の基礎となる就労に関しては依然とし

て多くの課題が残されている．実際に，性同一性障害当事者の解雇叫例4），内定取り消し事例5）なども報道さ

れているが，このような個別の事例は知られているものの日本におけるGID当事者の就労に関しての調査は

少ない6，7），私達は，GID当事者の就労の状況を調査するとともにその課題を検討した．

方法

2010年6～9月に，岡山大学病院ジェンダークリニック産婦人科を受診し，同音を得られたGID当事者65

名を対象とし，無記名の自己記入式質問紙調査を行った・GIDとの判定が困難な当事者，就学中の学生の当

事者は対象から除外して解析した．統計学的解析にはⅩ2検定，t検定を用い，p値が0．05未満を有鼠0．1未

満を傾向とした．項日ごとに無回答の項目については除外して解析した・尚，本研究は，岡山大学大学院保

健学研究科倫理委員会の承認のもと施行した．

結果

対象の背景

年齢は325±126（mean±S．D．）【20－63］歳であり，MTF当事者では37・7±14・0［20－63］歳，FTM当事者では269

±7．8【20－43］歳で，MTF当事者の方が有意に高年齢であった（P＜0・05）（表1）・調査時の既往治療や望む性での

生活（RealLlfeExperience・RLE）などの状況を見てみると，全体の8割以上がホルモン療法を行っていた・プラ

ー6－
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イベートでのRLEは約65％，公的場面でのR⊥Eは約45％が施行していた．

現在の就労

現在，「就労中」と回答した当事者は704％であった（表2）．雇用形態では，全体の約6割が正規雇用であ

った．正規雇用の比率は，FTM当事者の方がMTF当事者に比較して高率であったが有意差は見られなかっ

表1．対象の背景

全体　　　　　　MTF FTM

（n＝65）　　　（n＝34）　　（n＝31）

年齢

性別違和感の発生年齢

性同一性障害と思った年齢

医療施設初診時の年齢

岡山大学病院初診時の年齢

既往治療

ホルモン療法

乳房手術

性器手術

脱毛

美容整形

調査の状況

戸籍上の改名

戸籍上の性別変更

プライベートでの望む性での生活

公的な場での望む性での生青首

32．5±126　　　　377±140

90±63　　　　　98±74

20．9±102　　　　239±128

28．4±10．7　　　　32．1±12．2

293±10．8　　　　33．5±12．2

82．8％（48／58）

259％（15／58）

190％（11／58）

224％（13／58）

1．7％（1／58）

552％（32／58）

138％（8／58）

65．5％（38／58）

448％（26／58）

96．8％（30／31）

32％（1／31）

194％（6／31）

419％（13／31）

3．2％（1／31）

54．8％（17／31）

194％（6／31）

64．5％（20／31）

38．7％（12／31）

283±71

82±47

17．6±4．4

241±6．8

24．7±6．7

667％（18／27）

519％（14／27）

18．5％（5／27）

0％（0／27）

0％（0／27）

55．6％（15／27）

7．4％（2／27）

667％（18／27）

519％（14／27）

表2．現在の就労

全体　　　　　　　MTF FTM

n＝55　　　　　　m＝30　　　　　n＝25　　　　p値

333％（10／30）　25．0％（6／24）

66．7％（20／30）　75．0％（18／24）

30．0％（9／30）　　500％（12／24）

10．0％（3／30）　125％（3／24）

33％（l／30）　　　0％（0／24）

233％（7／30）　125％（3／24）

500％（8／16）　733％（11／15）

500％（8／16）　　26・7％（4／15）

18．8％（3／16）　　　0％（0／15）

250％（4／16）　　26．7％（4／15）

63％（1／16）　　　0％（0／15）

36．4％（4／11）　100％（1／10）

545％（6／11）　　800％（8／10）

91％（l／11）　　10．0％（1／10）

無職

就労中
民間社員・職員

自営業

公務員

その他

雇用形憶

正規雇用

非正規雇用

派遣社員

アルバイト

その他

就労の性別

身体の性での就労

心の性での就労

その他

ms・有意差なし

296％（16／54）

704％（38／54）

38．9％（21／54）

111％（6／54）

19％（l／54）

18．5％（10／54）

613％（19／31）

387％（12／31）

97％（3／31）

258％（8／31）

3．2％（1／31）

238％（5／21）

667％（14／21）

95％（2／21）

ー7一
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た　就労時の性別については，「身体の性での就労」が全体で約2割であり，「心の性での就労」と比較して

低率であった　身体の性で就労している当事者における正規雇用の比率は800％であったが，心の性で就労

している当事者では57．1％と低率であったが有意差は見られなかった

初めての就労

雇用形態では，正規雇用は全体の約45％であった（表3）就労の性別は身体の性での就労が約8割を占めて

おり，現在の就労と比較して，心の性での就労は有意に低率であった．自由記述には「家族が外に働きに出

ることに反対したため，家業の手伝いをしていた」という回答もみられた．

表3．初めての就労

全体　　　　　　MTIT FTM

n＝55　　　　　m＝30　　　　　m＝25　　　p値

就労開始年齢

職種

雇用形態

就労の性別

195±32　　　　20．1±36　　　187±26　　　　ms．

民間社員・職員　57．9％（11／19）　66．7％（8／12）　429％（3／7）

公務員　　　　158％（3／19）　　8．3％（1／12）　286％（2／7）

自営業　　　　15．8％（3／19）　16．7％（2／12）　143％（1／7）

その他　　　　　105％（2／19）　　8．3％（1／12）　14．3％（1／7） ］

正規雇用　　　　452％（19月2）　455％（10／22）　45．0％（9／20）　ns

非正規雇用

派遣社員

アルバイト

その他

身体の性で就

心の性で就労

その他

54．8％（23／42）　545％（12／22）　550％（11／20）

9．5％（4／42）　　9．1％（2／22）

42．9％（18／42）　40．9％（9／22）

2．4％（1／42）　　4．5％（1／22）

815％（22／27）　846％（11／13）　78．6％（11／14）

111％（3／27）　　77％（1／13）　143％（2ノ14）

74％（2／27）　　77％（1／13）　　7．1％（1／14）

ms有意差なし

辞職・解雇の経験

約7割の当事者に辞職の経験があり，そのうち約半数が「GIDと関連がある」辞職であったと回答した（表

4）理由としては「希望する性で生活したいため」という回答も見られたが，「会社でのいじめ」「うつ状態

になり，就労できなくなった」「GIDを隠すことに疲れた」「ホルモン治療による変化を周囲に気づかれたく

なかった」「手術のために，長期休暇が必要となり辞職した」などの回答が見られた．

235％の当事者に解雇の経験があり，そのうち約半数が「GIDと関連がある」解雇であったと回答した．理

由としては「『Glt）のような変な人を雇った覚えはない』と言われた」など差別や偏見によるもの，「手術に

より長期欠勤となったため」などの回答が見られた．

職場での困難

約8割が職場で困難なことを経験したことがあり，そのうち，「GIDと関連がある」困難であったとの回答

－8－
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は約9割であった（表5），「困難なことについて誰かに相談したか」という問いについて，6割以上は相談しな

かったと回答した

表4．辞職と解雇の経験

全体　　　　　　　　MTF FTM

n＝55　　　　　　　m＝30　　　　　　m＝25　　　　　p値

辞職の経験あり　　　　　　　　　712％（37／52）　　　62・1％（18／29）　　82・6％（19／23）　　mS・

辞職とGIDの関連あり　　　　55．6％（20／36）　　　55．6％（9／18）　　　611％（11／18）　　ns

解雇された経験あり　　　　　　　235％（12／51）　　　250％（7／28）　　　21・7％（5／23）　　　n・S・

解雇とGIDの関連あり　　　　　545％（6／11）　　　　571％（4／7）　　　　50．0％（2／4）　　　n．S．

経験した職場数　　　　　　　　　45±35　　　　　　45±40　　　　　4．4±3・O n．S．

n．S∴有意差なし

表5　職場での困難

全体　　　　　　　MTF FTM

n＝55　　　　　　m＝30　　　　　n＝25　　　　p値

困難あり　　　　　　　　　　　82．0％（41／50）　　79．3％（23／29）　857％（18／21）　　n．S

困難とGIDの関連あり　　　90．2％（37／41）　　87．0％（20／23）　944％（17／18）

困難について相談した　　　35．0％（14／40）　　26．1％（6／23）　　47．1％（8／17）

n．S∴有意差なし

職場での配慮

職場においてGIDへの配慮があったと回答した当事者は全休の半数強であった（蓑6）．配慮の内容は多い

ものから「缶IJ服」「トイレ」「通勤の服装」「更衣室」「通称名の使用」「保険証の性別」の順であった　通勤時

の服装についての配慮はMTF当事者では約7割であり，FTM当事者の約2割に比較して有意に高率であっ

た．反対に，更衣室についてはFTM当事者では約6割であり，MTF当事者の約2割に比較して有意に高率

であった．制服に関する配慮はいずれも5－6割であった．その他の記述には，「ジェンダークリニックへの通

院を考慮してもらっている」などがあった・

表6．職場での配慮

全体　　　　　　　MTF FTM

n＝55　　　　　　　　　m＝30　　　　　　　　m＝25

配慮なし

配慮あり

制服

トイレ

通勤時の服装

更衣室

通称名の使用

保険証の性別

その他

44．9％（22／49）

55．1％（27／49）

57．7％（11／26）

53．8％（11／26）

46．2％（11／26）

42．3％（11／26）

308％（11／26）

7．7％（11／26）

192％（11／26）

481％（13／27）

51．9％（14／27）

538％（7／13）

46．2％（6／13）

69．2％（9／13）

23．1％（3／13）

231％（3／13）

77％（1／13）

154％（2／13）

409％（9／22）

59．1％（13／22）

615％（8／13）

61．5％（8／13）

23．1％（3／13）

61．5％（8／13）

38．5％（5／13）

77％（1／13）

231％（3／13）

ms．有意差なし
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職場でのカミングアウト

約8割の当事者が職場でのカミングアウトをしており，MTF当事者では7乱FTM当事者では9割と，FTM

当事者の方が高率の傾向があった（表7）．カミングアウトの対象は，上司や職場の親しい友人のみの場合が多

く，職場全体にカミングアウトしていた当事者はMTF当事者では2割，FTM当事者で3割であった

調査時点で，職場でカミングアウトしていない当事者のうち，カミングアウトの希望を持つ当事者は朋4％

であった．カミングアウトの必要はないと考えていた当事者は55．6％であり，理由としては「周囲の目を気

にしなくてもよい環境である」という回答が見られた　また，希望しているがカミングアウトできていない

当事者の中には「カミングアウトするのが怖い」「周囲も困ると思う」という回答が見られた．

表7　職場でのカミングアウト

全体　　　　　　　MTF FTM

n＝55　　　　　　m＝30　　　　　　m＝25　　　　　p値

あり　　　　　　　　　78．4％（40／51）　　690％（20／29）　　909％（20／22）　　＜01

上司　　　　　　　　37．3％（19／51）　　345％（10／29）　　40．9％（9／22）　　ns

職場の親しい友人　　27．5％（14／51）　　241％（7／29）　　31．8％（7／22）

職場全休　　　　　　23．5％（12／51）　17．2％（5／29）　　31．8％（7／22）

その他　　　　　　　　5．9％（3／51）　　　3．4％（1／29）　　　91％（2／22）

ns　有意差なし

「カミングアウトの影響」としては，「良くなった」との回答は225％，「悪くなった」との回答は50％，

「どちらもある」が35．0％であった（表8）．良くなったこととしては，「性別を超えて個人として接してもら

える」「GIDであると知っている人が職場にいることで安心」「相談ができる」「GIDを理由に解雇されない」

「『変な人』という認識が変化した」「長髪を認めてもらえた」「心の性と同性の友達が増えた」「支援者との

絆が深まった」「仕事がしやすくなった」などの回答であった．

悪くなったこととしては，「逆に身体の性での就労を求められた」「周囲に過剰に気をつかわれ，逆に距離

を感じる」「カミングアウトした上司に秘密を押しつけてしまった」「かえって偏見の目で見られる」「いじめ」

「陰での中傷」「周囲の関心が自分の家族やパートナーにまで及んだ」「面接でカミングアウトしたため，面

接官の態度や言葉遣いがかわった」「昇進できなくなった」という回答があった．

表8．職場でのカミングアウトの影響（カミングアウト例のみ）

全体　　　　　　MTF FTM

n＝40　　　　　　m＝20　　　　　m＝20　　　　　p値

変化なし　　　　　37．5％（15／40）　　45．0％（9／20）　　250％（4／16）

良くなった　　　　22．5％（9／40）　　20．0％（4／20）　　250％（4／16）

悪くなった　　　　5．0％（2／40）　　100％（2／20）　　0％（0／16）

どちらもある　　　35．0％（14／40）　　250％（5／20）　　50．0％（8／16）

n．S　有意差なし
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収入

世帯の主な収入源が「自分自身」との回答は約6割であり，「親などの家族」との回答は約2害桐こ見られた

（表9）．その他には生活保護，失業給付などがあった

表9．収入

全体　　　　　　MTF FTM

n＝55　　　　　n＝30　　　　　n＝25　　　　p値

世帯の主な収入源

自身

親などの家族

パートナー

その他

年収

100万円未満

100～200万円未満

200～300万円未満

300～400万円未満

400～500万円未満

500～700万円未満

700～1000万円未満

】000～1200万円未満

1200万円以上

59．2％（29／49）　55．6％（15／27）

20．4％（10／49）　　222％（6／27）

6．1％（3／49）　　　74％（2／27）

143％（7／49）　14．8％（4／27）

191％（9／47）　　269％（7／26）

255％（12／47）　19．2％（5／26）

255％（12／47）　154％（4／26）

128％（6／47）　154％（4／26）

6．4％（3／47）　　　38％（1／26）

6．4％（3／47）　115％（3／26）

21％（1／47）　　38％（l／26）

2．1％（1／47）　　38％（1／26）

0．0％（0／47）　　00％（0／26）

63．6％（14／22）

18．2％（4／22）

4．5％（1／22）

13．6％（3／22）

9．5％（2／21）

33．3％（7／21）

38．1％（8／21）

95％（2／21）

95％（2／21）

00％（0／21）

0．0％（0／21）

0．0％（0／21）

0．0％（0／21）

収入は十分であると思う　　244％（10／41）　　21．7％（5／23）　　278％（5／18）　　ns

n．S：有意差なし

1000万円・－

700万円－

508万円～

400万円′、一

300万円■－

200万円■Y

lOO万円”

100万円未満

8％　　つ0％　20％　30％　40％　50％　0％　10％　　20％　　30％　　40％　　弘％

図1．就労している性別と年収

一11－
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MTf当事者では年収100万円未満が最も高率であったが，年収1000～1200万円との回答もみられ，広く

分布していた．FTM当事者では年収200～300万円が最も高率であり，500万円未満に分布していた．自身の

収入が十分であるとの回答は約1／4であった．

就労している性別と年収との関連をみてみると，MTF当事者，FTM当事者ともに，身体の性で就労してい

る当事者の方が心の性で就労している当事者より高い収入の範囲に分布していた（図1）．

就労に関しての不安

就労に関して将来への不安は約9割に見られた（表10）．現在の就職難にGIDであることが影響すると思っ

ている当事者は約8割，自分自身の就労にGIDであることが影響すると心配している当事者も約8割であっ

た．MTF当事者の方が，FTM当事者よりも，就職難などの問題にGIDであることが影響すると考えている

率が有意に高く，心配している率も高い傾向が見られた．

表10．就労に関しての不安

全体　　　　　　　MTF FTM

n＝65　　　　　　m＝34　　　　　　m＝31　　　p値

就労に関して将来が不安である　　　86．7％（52／60）　87．1％（27／31）　86．2％（25／29）　　ns

現在の就職難にGIDであることが影響すると思うか

全く影響ない　　　　　　　　　　67％（4／60）　　6．1％（2／33）　　7．4％（2／27）

あまり影響しない　　　　　　　133％（8／60）　　91％（3／33）　　18．5％（5／27）

少し影響がある　　　　　　　　　46．7％（28／60）　364％（12／33）　59．3％（16／27）

非常に影響がある　　　　　　　　333％（20／60）　48．5％（16／33）　14．8％（4／27）

自分自身の就労にGIDであることが影響するのではと心配か

全く心配していない　　　　　　　42％（2／48）　　3．7％（1／27）　　48％（1／21）

あまり心配していない　　　　　188％（9／48）　148％（4／27）　　23．8％（5／21）

少し心配している　　　　　　　　500％（24／48）　444％（12／27）　　57．1％（12／21）

非常に心配している　　　　　　　271％（13／48）　370％（10／27）　143％（3／21）

n．S・有意差なし

就労に関しての要望

当事者の自由記述を見てみると，就労の実態について，「世間にもGIDが広く知られ，以前よりいじめが

減少した」「就労状況には地域，職種などによって温度差がある」「不安定な非常勤でしか就労できず，困っ

ている人が多い」「保育士を目指していたが，子どもを教育する場のため自分で断念した」「GIDのため就け

ない職種があると思う」「セクハラが多い」「『男なのでセクハラにはならない』と言って触ってくる（FTM当

事者）」「カミングアウトした上での就職試験のため不採用だったと思われる」「不採用の理由を教えてくれな

い」等の記述があった．

就労に関する要望としては，「履歴書上の性別欄の撤廃」「企業に対しGIDのセミナーを開いてほしい」「学

校でのGIDに関する教育を充実してほしい」「正式に診断を受けた当事者は希望の性で就労させてほしい」

「GID当事者向けの就職説明会を行ってほしい」「職場におけるカミングアウトの工夫を知りたい」「GID当

－12－
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事者への起業を支援してほしい」「資格取得の支援をしてほしい」などがあった．

考察

今回の調査では，医療施設を受診しGIDと診断された当事者に対象を限定したが，就労中が約7乱　その

うち正規雇用が約6割であり，正規雇用の比率は全体の約4割となり，松嶋らによるGID診療へつながって

いない性別違和感をもつ方々も含めた対象への調査7）に比較して大きな差異は見られなかった．

今回の結果から，就労環境について困難を感じている当事者は高率であったが，約6割は相談できていな

いことが明らかになった・職場においては，GIDに開通した困難を経験しても，言い出しにくい環境や人間

関係があると考えられ，実際，約4割が職場でのカミングアウトをすることで就労環境がかえって悪くなっ

た経験をしていた．

カミングアウトをしていないことにより職場で困難な事態が生じ，辞職や解雇につながる可能性があるが，

カミングアウトによっても期待したような周囲の配慮や受け入れが得られないことも多く，カミングアウト

の有無に関わらず，GIDを理由とした辞職や解雇の経験が高率であった．治療と就労の両立も困難な現状も

あると考えられ，特に，治療のための通院や手術のための入院での欠勤などは，自ら辞職したり，解雇され

たりする原因となると考えられる・治療と就労の両立が困難なための辞職も見られ，また，性別適合手術を

行い戸籍の性別変更した後に，希望する性別での就労の場を求めてという理由の，言わば「発展的」な辞職

も見られたが，必ずしも発展的な展開とはならない場合も多く存在していると考えられる．

職場環境の整備としては，更衣室やトイレなどに関して，FTM当事者の方が男性用の設備を使用するよう

な配慮がなされる傾向にあった．これに対して，MTF当事者では女性としての配慮がされている場合は少な

かった，これは，MTF当事者を男性として扱った方が他の職員との間に問題が起こりにくいと考える職場も

多いためかもしれない．

今回の調査から，初めての就労において心の性で就労した者は約1割と低率であり，ほとんどが身体の性

で就労していることが明らかになった・学生時代に専門機関での支援につながらないまま就職に至ることは，

初めから心の性で就労することを困難にしていると考えられる．特例法による戸籍上の性別変更の条件では，

当事者の年齢が20歳になるまで待たなくてはならず，就労を始める時点では，戸籍上の性別は心の性に変更

されていない場合が多い．今回の結果を考慮すると，GIDの子どもからのアラームサインを発見し，適切に

対応して各種のネットワークにつなげるという，総合的支援における学校の役割は重要である8，9，10）．また，

ガイドラインの改正とともに，法的にも性別変更の可能な年齢を一般的な高等学校卒業年齢である18歳頃に

緩和することも検討されるべきであろう．

年収を見てみると，全体では，身体の性で就労している当事者の方が心の性で就労している当事者より，

高年収であった　心の性で就労するための過程で，治療を進めるために一度退職し再就職をすることや，心

の性での就労を望むことで辞職や解雇を経験することで，収入の良い職場への就職が困難となっていること

も関連していると考えられる．

MTF当事者では男性として就業している場合は，職種によっては高収入の当事者も見られたが，反対にう

つや引きこもりなどにより就労が困難な場合も多く，低収入からit■Ji収入まで広い範囲に分布していた　しか

し，心の性である女性として就労している場合は，高収入の当事者は少なかった．これに比較して，FTM当

事者では，女性として就労している場合も，男性として就労している場合も比較的高収入の当事者は少なか

った．

特にFTM当事者が心の性，すなわち，男性として就労する場合は，MTF当事者が公的なRLEなしで身体

の性である男性として就労する場合と比較して低収入であった．MTF当事者の方が高年齢であることなど

－13－
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種々の要因が考えられるが，就労している職種の影響が大きいことが推測される　MTF当事者とFTM当事

者とでは学歴に差があることが報告されており6），同じ男性として働いている場合のこの収入格差に，学歴

の差も影響している可能性がある　不登校などによる学業の中断は学歴に関連していると考えられ，不登校

や進学放棄を予防し学歴を確保することは，就労などの社会への適応を向上させることにつながる・今回の

調査では，対象からは除外したが，まだ就労経験のない学生の感想として，「スーツはどちらを弟たらよいか

分からない」「職場における人間関係の中にうまく受け入れてもらえるか心配」「教育者や医療者になるにあ

たり，仕事の対象になる人に与える影響が心配」などが見られた．資格取得も含めて，希望する職業に就く

ためのキャリア支援は必要であろう

現時点では，身体の性で働いている当事者の方が，安定した収入が得られる可能性の高い正職員の比率が

高かった．収入を優先するため，身体の性で正職員として安定した雇用形態で就労することを希望する当事

者も存在している可能性もあるが，経済的な余裕ができ，ホルモン療法や手術を行い，性別を変更したとし

ても，そのままの職場で心の性での就労に移行できる職場は多くはないと考えられる・

職場での配慮に関する自由記述の・ロには，咽療系の職場なので通院を考慮した出勤シフトにしてもらって

いる」などの回答が見られており，医療関係の職場では，GIDに関する比較的正確な情報が得られているこ

とで理解や配慮が進んでいる可能性がある　設備の使用や治療と就労の両立などの．探題に対する配慮にも，

職種や職場により差異があると考えられ，広く種々の職場での正しい理解に向けた啓発が必要である・

結論

当事者にとっては，依然として就労環境は良好とは言えず，治療と就労との両立も困難である場合も多い

と考えられる．就労の場において，GIDへの正しい情報を広め，職場での偏見や誤解を郁消することはG旧

当弾着への快適な職場環境の提供につながる．そのためにも専門施．投のスタッフなどによる企業への啓発が

必要である．

また，GID当事者の学歴確保や資格取得のためにも，学校における啓発も重要であると考えられ，学校と

専門施設の連携が必要である　また，当事者の現状の把握と医療界や教育界などからの正確な情報の発信，

行政などとも連携した継続的な体制づくりが必要であろう．
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3-1. GID（性同一性障害）学会 資料３
産業医学振興財団発行「産業医学ジャーナル」42(4),77-82,2019より転載
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3-2. 日本労働組合総連合会 ヒアリングメモ

１. 主なヒアリング内容

① 団体の方針について

 国際労働組合総連合（ITUC）が 2010 年の世界大会で性的少数者に対するあらゆる形態の差

別・暴力を否定する決議を採択した。その他、オリンピック憲章において性的指向を理由と

する差別の禁止が明文化されたこと、2015 年３月に超党派の「LGBTに関する議題を考える議

員連盟」が発足したこと等を受けて、2016年３月に対応方針を定めた。

 基本的な考え方としては、すべての人が性的指向や性自認に関する不当な暴力・差別を受け

ることのないよう、就業環境の改善や法整備に向けた取組を行うことを主としている。

② 企業現場の実態等について把握していること（労働者の困りごとや要望について）

 2016年８月に「LGBT に関する職場の意識調査」を公表した。本調査では、職場の上司・同僚・

部下が L・G・Bであった場合に「嫌だ」と感じる割合は３割半ば、LGBT関連のハラスメント

を受けたり見聞きしたりした人は２割強であった。「職場にあるとよいと思う LGBT 関連の施

策」で１番多かったのは「ハラスメント防止対策」であった。

③ 団体の活動について

 上記の調査を踏まえて『性的指向及び性自認（SOGI）に関する差別禁止に向けた取り組み

ガイドライン』（以下、『取り組みガイドライン』）を 2017 年に作成した。また、「『LGBT』

『SOGI』ってなに？」というチラシを作成し、職場や学習会等で配布している。   

 労働組合内にとどまらず、様々な団体との連携を進めている。

④ 対応を行う背景、きっかけ

 日本労働組合総連合会（以下、連合）としては、ILO第 190号条約「仕事の世界における暴

力とハラスメントの根絶」に関する条約の採択を受けて、特にハラスメントを受けやすい労

働者等に関しては、現行法の改正も含め、対策を強化していく必要があると考えている。

⑤ 加盟組合の取組状況について

 性的指向・性自認に関する施策に取り組んでいる加盟組合がある。各企業では、当事者であ

る顧客向けのサービス提供、従業員に向けたメッセージの発信、相談窓口の設置や、コンプ

ライアンスガイドラインへの性的指向・性自認に関する差別禁止の明記、などの取組が行わ

れている。

⑥ 今後の展望について

 性的指向・性自認に関する差別禁止法の制定を目指し、継続して政策提言等を行っている。

2020～2021年度の運動方針にも、重点分野として「男女平等をはじめとして、一人ひとりが

尊重された『真の多様性』が根付く職場・社会の実現」と掲げ、性的指向・性自認も含めて

様々な属性にもとづく多様性の尊重を推進している。
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２. Ｑ＆Ａ

（事務局）LGBT と SOGIの用語の使い分けや、取組のきっかけを教えていただきたい。 

（連合）最初は「LGBT」の取組から始めたが、すべての人たちの課題として広げる形で「SOGI」

の概念を前面に出すようにした。『取り組みガイドライン』の３ページに記載の通り、LGBT だ

けではなく、性的指向・性自認として広く対応する必要があるという趣旨である。現在は、

「性的指向・性自認（SOGI）」という用語を広く使用している。 

（事務局）『取り組みガイドライン』内の相談体制の整備という記載があるが、個別の労働組合の

ものということか。 

（連合）個別の労働組合に対して取り組みを求めている。なお、連合本部としては SOGIに関する

個別の相談窓口を設けているわけではないが、「労働相談ダイヤル」という電話相談窓口を設

けており、SOGIに関する相談を受けることが増えてきた。地方連合会でもハラスメントに関

する相談窓口を整備しなければならないと考えている。2019春季生活闘争方針の中に性的指

向・性自認に関する取組を入れており、その方針に基づいて各構成組織・単組がそれぞれ労

使交渉に取り組んでいる。 

（事務局）全国でどの程度の労働組合が取り組んでいるか。 

（連合）正確な割合は把握できていない。ただ、春季生活闘争の際に、各取組がどの程度の割合

で行われているか登録組合等を対象に調査しており、それを見ると年々性的指向・性自認に

関する取組は広がっている。 

（事務局）同様に、『取り組みガイドライン』内の「支援グループ等の体制整備」についても、労

働組合によって取組の有無に差があるということか。 

（連合）そうである。例えば、女性委員会の枠を広げて LGBT当事者に委員会に参画してもらうよ

うにしているところもあれば、支援のシンボルマークやグッズを作成して職場で配るという

ような取組を行っているところもある。 

（事務局）ハラスメント対策や特にアウティング対策について具体的な取組はあるか。 

（連合）連合としてもアウティング対策が一番の課題だと認識している。アウティングについて

も、『取り組みガイドライン』の中に説明資料を入れている。職場の中で良かれと思ってアウ

ティングしてしまうケースが多くある。アウティングがどれほど影響を及ぼすものであるか

周知啓発しているが、理解がまだ足りない状況にある。法律にもとづく防止措置によって制

限をかけられるようになると良いが、現時点では労働協約の範囲で制度を整備していくこと

が必要であろう。 

（委員）社員が、海外駐在期間内に現地で同性婚をし、日本に戻るタイミングで「日本に戻れな

い」と申し出る場合や、駐在先の国が性的マイノリティに差別的であるために人事異動が難

しい場合がある。こうした人事配置について、外資系企業では異動に際して事由を問わず本

人の希望が確認されるが、日系企業の場合は人事異動を断るハードルが高いために問題が生

じる場合が多いと認識している。こうした事例は連合の中で挙がってきているか。 
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（連合）そこまでの事例はまだ挙がってきていない。連合傘下の労働組合はドメスティックな企

業が多い。 

（連合）連合としては、研修の中で、当事者がいるという意識を持たせる取組を行っている。日

系企業の中にはカミングアウトを受けて初めて取組を考えるという企業もあるが、労働組合

としては「カミングアウトしている人がいなくても当事者がいる」ことを前提にしなければ

いけないことを伝えている。 

（委員）連合の取組について、傘下の組合の受け止め方はどのような状況か。 

（連合）LGBTに関する課題を方針の中に入れた当初は、「なぜ取り組む必要があるのか」という反

応があった。自分の周りには当事者がいないと考えている場合が多く、依然としてネガティ

ブな印象を持っている組合は一部に存在する。とはいえ、取組事例が出てきたり、国際的な

流れから労働組合が取り組む必要性等は理解されるようになってきた。 

（事務局）産業別組合の中で取組が進んでいる状況はあるか。 

（連合）フード連合、航空連合、情報労連、全国ユニオン等は先進的に取組を行っている。 

（事務局）『取り組みガイドライン』に対する反応はどうか。 

（連合）『取り組みガイドライン』は実際に活用されている。また、ガイドラインに関する学習会

の依頼は地方連合会からも含めて多くなっている。 

（事務局）男女間の格差解消に取り組む中で性的マイノリティに関しても取り組むべきことはあ

るか。 

（連合）女性と性的マイノリティに関しては、「マイノリティ」という点で共通点があると考えて

いる。ハラスメントや賃金格差の課題について、男女平等に関する取組と性的指向・性自認

に関する取組は同様に重要だと考えている。そうした観点からも部局名の変更を予定してい

る。 

（事務局）職場の制度を利用する際に、実質的にカミングアウトを伴うものについて対策は考え

られるか。 

（連合）カミングアウトを伴う場合であっても情報管理をしっかりと行うように『取り組みガイ

ドライン』で定めているが、良かれと思ってアウティングしてしまう事例が生じている。そ

の点は、改めて防止対策に努めていかなければいけない。 

（事務局）社宅利用等で他の居住者等との間で軋轢が生じた事例はあるか。 

（連合）現時点で相談は上がってきていない。同性パートナーに対する就業規則を変更する企業

も増えてきたため、その点は今後も着目していかなければいけない。 

（事務局）男女平等の話と SOGI の話を合わせて、「ジェンダーの問題」として考えていくという

方向性は、ILO等国際的にも同様の方向性か。 
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（連合）ITUCでも「男女平等局」ではなく、「ジェンダー平等局」という名称になっている。 

（事務局）連合内において、性別欄や性別情報の把握についてはどのようにしているか。 

（連合）労働組合の場合は女性の参画が少ないため、男女の参加割合の算出が必要になってくる。

その場合は、注意書きで「方針上、男女の割合の把握が必要です」と断った上で聞いている。

その上で、例えば、集会の参加者を把握する際は、男性／女性／その他を項目として設けて

いる。また、実態調査の際は、必要に応じて出生時の性別と性自認を把握するようにしてい

る。性別欄をなくすべきだという議論もあるが、男女別のデータを見る必要もあるため、こ

のような対応を行っている。 

（事務局）今後の展望を教えていただきたい。 

（連合）連合として、大学と提携して寄付講座を実施している。学校教育の中ではまだ人権や SOGI

が十分に取り扱われていないため、寄付講座の中で取り上げていきたい。中高生への出前講

座でも盛り込めるのではないかと考えている。合わせて、労働相談を受ける側が性的指向・

性自認に関する課題を認識できていないため、研修を行う必要性を感じている。 

（事務局）人事配置上の問題（配置、昇進、降格）について、LGBTであることを理由にした差別

の事例はあるか。 

（連合）連合の中では挙がってきていない。関係団体の方からは話を聞くことはあるが、連合の

中で事例が出ているわけではない。 

以上 
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3-3. LGBT法連合会 ヒアリングメモ

１. 主なヒアリング内容

① 国際的・国内的な動向

・ 長期にわたる当事者団体等の活動があったことは背景にありつつも、日本では 2020年の東京

オリンピック・パラリンピックが契機となり、性的指向・性自認に関する取組が進展しつつあ

る。また、SOGIは当事者だけでなく誰もが持つものであるため、SOGIに由来する差別がある

ことは多くの人にとっての不利益につながる、という気付きが生じつつある。 

・ 差別禁止法の整備や同性婚の法制化を行っている国がある。日本では法制化が進んではいな

いが、法制化の前であっても、関連調査を行っていくことは重要である。

② 職場における性的指向・性自認に関する、団体の活動内容

・ 当会は複数の団体が参加し、代表団体が幹事を務めている。事務局の専従者以外は、他の仕事

に従事しながら活動にあたっている。

・ 『日本と世界の LGBT の現状と課題』を 2019 年５月に出版した。2018 年に、明治大学・国際

基督教大学・津田塾大学の学長が、大学やアカデミアにおいて性的指向・性自認に関する取組

を行うという共同宣言や、シンポジウムを行った。その内容を集約したものである。

・ 『性的指向および性自認を理由とするわたしたちが社会で直面する困難リスト』（以下、『困難

リスト』）や『性自認および性的指向の困難解決に向けた支援マニュアルガイドライン』（以下、

『支援マニュアルガイドライン』）を発表している。『支援マニュアルガイドライン』は、近年

焦点化しているカミングアウトやアウティング、施設利用関係の内容についても整理して掲

載している。 

・ LGBT法連合会の活動として、医療・福祉、民間・雇用、公務・教育の委員会を設けている。民

間・雇用労働委員会は３カ月に１回開催している。『困難リスト』や『支援マニュアルガイド

ライン』は、同委員会での議論を踏まえたものである。また、事務局に対する予算要望も、委

員会の議論を踏まえている。 

・ 「なくそう！SOGIハラ」キャンペーンを 2017 年から実施している。アウティングは悪意によ

るものもあり、実際には当事者ではない人が対象になる場合もある。また、アウティングに悪

意が伴うとは限らず、善意で、人事担当者等に情報共有してしまうような場合もある。

③ 職場における性的指向・性自認に関して、企業や行政に望むこと

・ 人的支援の核となる出生家族を頼れない当事者が多い。人種や国籍と異なり、親が同様にセク

シュアル・マイノリティであるというケースでなければカミング・アウトするまで親からも理

解されず、葛藤が生じるなどし関係が良好に保たれずに、親を頼れないという現状がある。 

・ 職場での人間関係を築いていく際に、プライベートの話をする場合も多いが、職場でカミ

ング・アウトしていない当事者は「非当事者として」会話をしなければならない緊張感を強

いられるため、ストレスを感じやすい。また、プライベートの話をできないことで人間関係を

築きにくくなり、職場での孤立や転職につながりやすい。

・ セクシュアル・マイノリティであることが異動や退職勧奨につながった事例があること、ま
た
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はそうしたことにつながるのではないかと考えることで、職場ではカミングアウトできない

当事者が多いというのが現状である。 

・ 『支援マニュアルガイドライン』では、職場における取組メニューとして、「労務管理上の各

種制度・規則」「ハラスメント」「採用」「人事」「服務規律」「福利厚生・休暇等・手当」「安

全衛生」「影響調査」について記載している。この「労務管理上の各種制度・規則」の取組に

は、就業規則や倫理綱領に差別禁止の規定を作る、といったことも含まれる。差別禁止の方針

を明文化する企業は増えている。

・ 例えば、トイレの利用については、「誰でもトイレ」があっても、施設を利用することで当

事者だと思われてしまうというケースもあり、「誰でもトイレ」だけ利用するよう強制するこ

とは問題である。施設は原則として性自認に基づく利用とするとことも考えられる。他に、

労働基準法施行規則に則りながら性別の限定がある施設の一部でも性別を限定しない施設

とする対応などがあれば、当事者にとり利用利便性は向上するのではないか。

・ 「同性パートナー関連休暇」や、ホルモン療法の通院や性別適当手術のための休暇などに用

いることが可能な「トランスジェンダーの治療休暇」に関して、使途が明確な休暇制度を整備

してしまうと、仮に申請フローでは上長を介さなくても、休暇取得の目的が分かってしまう

ことがあると考えられる。そこで、一つの方法として複数の取得目的を想定した失効年次有

給休暇の積立制度などの適用対象にするのも良いのではないか。

④ その他、性的指向・性自認に関する調査について

・ 性的指向・性自認についての取り組みを行っている中小企業は大企業に比べて少ないため、中

小企業の取組は重点的に把握していただきたい。中小企業が取組を進めるにあたって、同規

模・同業種の他社の好事例を参照できるようになると良い。

・ 国際労働機関（ILO）なども指摘している、セクシュアリティと賃金格差の関係を把握してい

ただきたい。また、管理職の嫌悪感が強い要因を把握していただきたい。先行調査では、管理

職の性別役割意識が保守的であることや、社内の当事者に関する情報が管理職に集まってく

ることなどが挙げられているが、断片的であって直接的な要因と限らない。また、雇用保険や

社会保険の加入手続きの中で戸籍や住民票の性別を雇用主に開示する必要が生じてしまう。

それが壁となり、社会保険に加入するような働き方をしたくないという声が、トランスジェン

ダーなどから聞かれる。

・ 内心を変えることは難しいが、行動を変えることはできるという観点から、LGBT 差別禁止法

の制定を目指している。

２. Ｑ＆Ａ

（事務局）2015 年の団体設立以前の経緯についてご説明いただきたい。 

（LGBT 法連合会）前身となる運動時代は 30年以上にわたる。かつては L・G・B・Tそれぞれの当

事者団体が個別に活動していたが、性的マイノリティに関する事項について、国勢調査に反

映するよう総務省に対して申し入れを行ったことを契機に、政府・各省庁から窓口を一本化

するよう要請があり、政策提言を目的として LGBT法連合会を設立した。 

-参-94-



（事務局）現在、L・G・B・Tそれぞれを代表する当事者団体が存在するのか。あるいはそれぞれ

の当事者団体ではなく、「LGBTの団体」という趣旨の団体が増えているのか。 

（LGBT 法連合会）いずれも存在し、プライドパレードを実施するような団体など、後者にあたる

ものが徐々に増えてきている。「ジェンダー規範」を共通の壁として捉えており、近い目的を

持つ団体が LGBT 法連合会を形成している。 

（LGBT 法連合会）LGBT 法連合会の顧問が 1970 年代から活動を行っている。社会的な経緯として

は、1980年代に HIVの問題が発生したことで、ゲイの存在が可視化された。当時は「医療の

問題」としての可視化であったが、その後は運動の成果もあり、2000 年代、2010 年代以降、

徐々に「生活の問題」と変化していった。また、1990 年代以降には、L・G・B・T横断的、ま

たはそうしたカテゴリ化が困難な当事者による団体も多くなってきている。 

（事務局）LGBT法連合会として、相談窓口を設けているか。また、自治体の相談窓口（ホットラ

イン、ハローワーク等）との連携はあるか。

（LGBT 法連合会）LGBT 法連合会としては、個別の相談対応は行っていない。ただし、自治体の相

談窓口の委託を受けている団体はある。各地のハローワークについては、講演や研修等で、

LGBT法連合会の関係団体や事務局が関わっている場合もある。 

（事務局）『支援マニュアルガイドライン』における職場での取組メニューの中で、優先的に取り

組むべき事項や、最低限取り組むべき事項はあるか。 

（LGBT 法連合会）優先的に取り組むべきは、企業としてこの問題に取り組むという姿勢を示すこ

とではないか。担当者レベルでの取組の場合、人事異動などによって、継続的な取組ができ

なくなる場合があるため、制度・規則を制定することが優先と考える。次いで、ハラスメン

ト・アウティング対策を行うべきである。制度などを整備しても、ハラスメントやアウティ

ングがある限り、利用されないと想定されるためである。

（委員）LGBT法連合会におけるトランスジェンダーの定義について、性別情報を「戸籍」を基準

としているのはなぜか。 

（LGBT 法連合会）団体内での議論を重ねたうえで要件を示している。経緯としては、性分化疾患

の団体からの意見を受けて、戸籍の性という表現にした。しかし、外国籍の人が定義から漏

れてしまうという問題があると認識している。今後の対応は検討している。 

（事務局）当事者の中での、年代などによる意識の差について、考慮すべき点はあるか。 

（LGBT 法連合会）世代間での意識の差もあるが、世代間の差を表しているというよりは労働の課

題に関して分析的に取り組めるようになってきたのは近年であり、それ以前は理念的な問題

として取り扱われてきた側面もある。なお、政策的な観点では、当事者であることと各政策

に明るいかは別問題と考えている。 

（LGBT 法連合会）そのほか、男性としての生き方、女性としての生き方によって経験する困難が

違うなど、他のマイノリティ要素との関連も考慮する必要がある。 

（LGBT 法連合会）総じて、現在は過渡期にある。年代によって性的指向・性自認に関する事項で
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も表現の方法が異なることはあるが、考え方で共通項を見出していただけると良い。ただし、

その共通項は最大公約数的であるべきであると考えている。 

（LGBT 法連合会）なお、近年の特徴として、男女協同参画において女性の社会進出やリーダーシ

ップが重要なのと同様に、LGBTの中でレズビアンからの発信が増えてきたが、このことは当

事者コミュニティが一丸となるうえで不可欠なものであったと考えている。 

（事務局）Xジェンダーや性分化疾患についてはどのように考えるか。 

（LGBT 法連合会）X ジェンダーについては、ジェンダー規範によって困難を抱えているという点

では、他の当事者と同じであると考えられる。「SOGI＋男女間格差」という観点で対応してい

くことが最初のステップになるのではないか。 

（LGBT 法連合会）性分化疾患は、「性同一性障害者特例法」によって、トランスジェンダーと性分

化疾患のコミュニティが分断されたとの指摘もある。相談件数も増えてきているため、対応

していく必要があると考えている。 

（LGBT 法連合会）調査にあたって、アイデンティティは個人のライフステージ上で変化すること

がありえるため、調査する際にはどの時点でのことかがわかるような問い方が良いのではな

いか。 

（委員）労働組合との協働は検討しているか。 

（LGBT 法連合会）連合には、連合としてのガイドライン作成にあたって、LGBT 法連合会のガイド

ラインを参照していただいている。また、使用者団体とも適宜、意見交換する機会を持つよ

うにしている。 

以上 
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3-4. 認定特定非営利活動法人 ReBit ヒアリングメモ

１. 主なヒアリング内容

① 団体の活動について

・ 2009年に学生団体として発足、2014年に特定非営利活動法人化、2018年に認定 NPO法人格を

取得した。職員は 10 名である。大学生・20代を中心に 600名ほどが団体の活動に参加してい

る。LGBTの子ども・若者の課題に取り組んでおり、2013 年からキャリア事業を開始。LGBT 就

活生らのキャリア支援、企業啓発、就労支援者育成等を行う。

② 職場における当事者の困りごとや企業で実施すべき施策について

・ ReBitの調査によると、新卒就活時に LGBの 42.5%、トランスジェンダーの 87.5%が SOGIに由来

した困難やハラスメント等を経験している。しかし、LGBTの 96%が就活時に SOGI に関する困り

ごとを就労支援機関（学校の就活課やキャリアセンター、新卒ハローワーク等公共の相談窓

口、等）に相談していないという。その背景には「どこに相談したらいいかわからなかった」

（32%）、「相談しても解決してもらえない」（32%）が理由として挙げられた。

・ ReBitの調査によると、入社後 3年で  LGB、トランスジェンダーがともに SOGIに由来した困難

やハラスメント等の経験が 9割を超える。これらの経験により、16%が「心身に不調をきたし

た」、11%が「職場を辞めた」と回答。SOGIハラ防止は心身不調や人財流出を防ぐことにもつな

がると考えられる。

・ ある民間の調査では、「職場において LGBT に理解や配慮があることが、職場選択に重要な要

素」と回答したのは、非当事者でも 7割にのぼる。採用の観点からも、性的指向・性自認に関

する取組を進めていく意義があると考えられる。

・ LGBTの困難のうち、就労に至るまでの困難は、いじめを受けた経験や希死念慮、不登校率の高

さなどが挙げられる。必ずしも直接的に結びつくわけではないかもしれないが、そうした背景

のために、アルバイトや無業が多いといった就業状況の特徴に影響している可能性がある。ま

た、ロールモデルがいないことやキャリア教育の中で見過ごされること 1で、「自分は働けない

のではないか」と考えたり、自分のキャリアを描けなくなったりするといった状況もある。

・ 就職活動の場面は、男女で分かれる機会が多い。したがって、戸籍上の性別に基づく必要があ

るのか、性自認に基づいて行動したら採用にマイナスに影響するか、トランスジェンダーの求

職者は不安に思うことがある。また、相談先がないことで、そうした困難が解消されづらいと

いう面もある。そのほか、LGBTの求職者らは、面接官の対応が差別的であると感じたり、選考

過程での困難を感じたり場合もある。

・ 職場での困難について、アウティングが挙げられる。「カミングアウトしなければいい」とい

う声もあるが、とりわけ戸籍上の性別と性自認が異なるトランスジェンダーについては、カミ

ングアウトをしないことは、性自認と異なる性別で生活をしなければならないことにつなが

り、生きづらさにつながる。トランスジェンダーは、トイレや服装規定に困難を感じてい��

1 本報告書Ⅱ章では、「当事者が職業観を養う機会がないこと」と記載。
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ると考えられがちだが、何よりもの性自認と異なる性別で生活をしなければならないことが

困難ではないか。 

・ 職場の制度に関して抱える困難は、性別適合手術やホルモン療法にあたって休暇を取得しづ

らく、働き方の幅が狭くなったり、手術のタイミングで退職しなければならなくなったりす

ることが挙げられる。仮に休暇を取得して性別適合手術を受けられたとしても、復帰時にそ

れまで働いていた性別とこれから働くことを希望する性別が変わっている場合、職場のサポ

ートが無ければ就業継続が困難である。

・ トランスジェンダーと職場に関する好事例として、トランスジェンダー対応ガイド（トラン

スジェンダーが望む性別で働きたいとの要望があった場合の対応についてまとめた社内ガイ

ドライン）を作成した企業事例がある。トランスジェンダー対応ガイドがあることで、支社

などでも同一の対応がしやすくなる、対応が迅速に進むといった効果がある。 

・ また、医療的な措置等への休暇付与について、制度を作ってもすぐに多くの従業員が利用す

るというわけではないが、トランスジェンダーに配慮しているというメッセージを発するこ

とにつながる点でも意義がある。

・ ハード面について、個室更衣室は、手術痕のある人や、妊娠をまだ周囲に伝えていない人に

も対応したインクルーシブデザインと考えている。誰でもトイレについて、自社ビルだけで

はなくグループ企業も含めて、誰でもトイレがどこにあるかをマッピングしている事例もあ

る。

・ 当事者から相談が来る前から取組を進められているかが非常に重要である。当事者の入社や

相談がある前から、会社として可能な対応を確認しておくと、実際に相談があった段階で速

やかに対応ができるのではないか。

③ 職場と性的指向・性自認に関して、行政に望むこと

・ トランスジェンダーは、性自認が女性であるトランスジェンダー女性・性自認が男性である

トランスジェンダー男性のみでなく、性自認が男女どちらでもない X ジェンダーなど、性自

認はさまざまである。しかしながら、トランスジェンダー女性もしくはトランスジェンダー

男性しか「性同一性障がい」の診断書を受けることはできない。「診断書がないと職場で対応

しない」とすると、必要な対応ができない場合がある。また、性自認が男女どちらかである

と決めつけてしまうと、同様に必要な対応ができない場合がある。本人の要望に沿って柔軟

な対応をすることが働きやすさにつながるのではないか。 

【A 氏（トランスジェンダー男性）の経験談】 

・ 戸籍上女性であるが、性自認に沿い男性スーツで就活をしていたため、トランスジェンダー

であるということを言わざるを得なかった。国内では性別適合手術をしなければ戸籍上の性

別を変えることができないが、健康上の理由等からそれを受けれられない/望まない人もいる。

その場合、戸籍上の性別と生活上の性別が異なることから、カミングアウトせざるを得ない

という状況がある。実際に面接を受けると、「性同一性障害の人は帰ってください」と面接開

始すぐに帰されたり、「子どもは産めるのか」と面接官に尋ねられたりした。面接官の無理解

によりハラスメントが起きたり、性自認による排除が起きたりしていて、公正な選考が行わ
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れないということを感じた。 

・ また、就職後は同期や部署内にはトランスジェンダーであることをカミングアウトしていた。

周囲の人からの理解は得られていたものの、異なる部署の人たちには業務上も必要ないため、

トランスジェンダーであることを伝えておらず男性社員として勤務していた。「女の子みたい

な名前だけどオネエなの？」など、まさかトランスジェンダーが職場にいると思わないから

こそ冗談として言われることがあり、ハラスメントを受けることもあった。そうしたときに、

周囲の人が良かれと思って、トランスジェンダーであることをアウティングするケースもあ

った。取引先からもハラスメントを受けることがあった。しかし、相談窓口もなく、上司に

相談するも特段サポートを受けることはできず、入社半年で自律神経失調症になって休職し

た。就業中のハラスメント、それに伴うストレスは日々蓄積するものであり、対応が必須だ

と考えている。 

【B 氏（トランスジェンダーで、自身を男女のどちらかとは自認していない X ジェンダー）の経

験談】 

・ 小学校のころ、不登校を経験している。当時は理由は分からなかったが、集団になじめない

と認識していた。そうした背景がある中で就職活動に臨んだ際、「自分が組織に所属すること

ができるのか」という不安も感じた。男女で分けられている場面で、自分はどちらを選べば

よいのか分からず、例えば履歴書の写真を撮るための写真の予約すらできないということも

あった。大学のキャリアセンターにも、セクシュアリティを開示できないと感じていたため、

相談することができなかった。実際に入社してみないと安心して働けるかどうかが分からな

い、という不安感もあった。職場の取組が可視化されていると、当事者も入社前の不安を感

じずに済むのではないか。

・ 新卒で就活をしていた際は、メンズのスーツを着て、性別欄を空欄にしていた。入社した企

業は、社員数は 60名程度であり、トランスジェンダーであることを明らかにしていた社員や、

LGBTであることを開示して働いている社員は他にいなかった。人事労務担当者にも知識はな

かったが、働きやすい職場であった。健康診断の受診や業務での更衣、他の社員へのセクシ

ュアリティの伝え方など様々な場面において、自身の希望を確認してくれた。また、顧客か

ら性別について問われたときの対応方法も、社内で対応方針を検討してもらえたため、不安

を感じずに働ける環境につながった。いわゆる大企業で、時間とお金をかけて制度設計しな

ければ当事者の働きやすい職場環境を整備できないと考えられてしまいがちだが、運用でカ

バーできるという、中小企業ならではの良い面もあるのではないか。

・ ただし、当時を振り返ると、人事労務担当者が参照できるマニュアルやガイドラインのよう

なものがあればよかったとは思う。個別対応を求めるにあたって、自分自身で人事労務担当

者に説明をせざるを得なかったためである。もしマニュアルやガイドラインのようなものが

あれば、人事労務担当者にとっても、当事者にとっても、ひとりで対応しなければならない、

ひとりで抱え込まなければならないといった事態を避けられるのではないか。

・ また、顧客への対応方法を検討した際に、社内で「トランスジェンダーであることを社外の

人に伝えることが、会社にとって不利益につながるのではないか」といった議論も出た。し

かし、もし「従業員の人権に配慮し、それぞれの個人を尊重している方が、社会的にもよい
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企業とみなされる」という社会的なコンセンサスがあれば、企業側も経営判断上の不安を抱

えずに、対外的な説明を行えたのではないか。 

２. Ｑ＆Ａ

（事務局）とりわけトランスジェンダーに関して、求職者は、企業の性的指向・性自認に関する

取組をどのように入手しているか。また、企業として可能な対応や、求職者に発信するべき

情報は何か。 

（ReBit）企業対応は、面接官の理解増進が重要である。また、カミングアウトをしていなくても、

LGBTの就活生らがいるという前提を持つ（ハラスメントとなり得る質問をしない）などが求

められる。その他に、エントリーシートや服装などについて柔軟な対応ができるかを、採用

サイトや説明会で伝えることが、ひとつの対応策になるだろう。

（ReBit）求職者の情報入手に関して、当事者に情報が届いていない割合が高い。民間の企業表

　　彰の指標や報告書、ReBit が開催するイベントが一つの手段だが、子育て支援や女性活躍

　　推進の「くるみん」「えるぼし」のような、公的な認定制度があることも重要ではないか。 

（ReBit）そもそも企業に施策があることを想定できない、という課題もある。また、入社した後、

自分にとってどのような施策があると働きやすいかが分からない、という課題もある。解消

のためには、相談支援機関の中で情報が体系化されていると良いのではないか。当事者がキ

ャリアパスを描くことにもつながるであろう。地域に根差した中小企業では、ハローワーク

での情報集約や、適切な支援が行える体制構築も重要だと考えられる。 

（事務局）当事者が求職時に困難を感じた際、相談したことで、良い結果に結びついた例や、か

えって悪い結果に結びついた例はあるか。 

（ReBit）ReBitが行った調査では、96%が新卒就活時に SOGIに関する困りごとを就労支援機関（学

校の就活課やキャリアセンター、新卒ハローワーク等公共の相談窓口、等）に相談してい

ないという。その背景には「どこに相談したらいいかわからなかった」（32%）、「相談して

も解決してもらえない」（32%）が理由として挙げられた。また、相談した結果、就労支援

者の無理解によりハラスメント等二次被害に結びついたケースも少なくない。一方で、相

談支援を受けた後どのような変化があったかという定量調査はないと認識している。 

（ReBit）相談できないという課題の解消には、相談機関が、性的指向・性自認に関する事項の相

談を受けられるという旨を示すことが重要だと考えられる。また、適切な相談支援を提供で

きていないという課題については、支援者の理解促進が必要であり、研修やガイドラインで

周知啓発を図ることが有効だろう。 

（ReBit）良い結果に結びついた例は、やはり、良い支援者に出会えたケースになる。しかし、そ

れは個別事例になってしまうため、支援者の理解度について、全体的な底上げを図ることが

必要である。 

（ReBit）当事者の就労相談は、家族へのカミングアウトや貧困などの問題とも関わってくるため、

包括的な支援体制を整備することが重要だと考えられる。キャリアカウンセラーだけで対応

できないことはあり、支援者が福祉や医療機関とつなぐ必要があることもある。良い結果に

結びついた例は、支援者が多数の連携先を持っていたことがポイントだったのではないか。 
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（ReBit）また、世田谷区のセクシュアル・マイノリティ支援者養成研修も良い例である。研修受

講者が可視化されることも大事であり、地域の相談資源が一覧化されていないことも、相談

するうえでの困難に関わっているかもしれない。 

（委員）中小企業について、性的指向・性自認に関する取組を行うメリットがあると、より取組

が進むと考えられる。B 氏の体験談では、当事者対応が、高齢者や障がい者など他の属性へ

の対応に拡大したか。 

（ReBit）そもそも会社自体が人事制度の可視化や、相談窓口の整備などの取組を積極的に考えて

いこうとしている状態にあったので、LGBT への対応も進んだのではないか。中小企業にとっ

ては、LGBTに特化した取り組みを進めるというよりは、多様な人の働きやすさを実現してい

く中で、「LGBT当事者への対応も進める」という形をとると、取組を進めやすいだろう。 

（ReBit）中小企業の場合、既存の制度を変更せず、運用面で対応できるため、迅速な対応を行え

たという事例もある。ただし、大企業のように事例が可視化していないため、他の企業の取

組を参照しやすいわけではないことは推進のネックになりやすい。特に中小企業については、

労働環境工場の一環として助成金や支援金があると対応を進めやすいと考えうる。 

（事務局）トランスジェンダーの中でも、トランスジェンダー女性は就労上の困難が多いと考え

られるが、支援・対応策はあるか。 

（ReBit）就労だけではなく、「男らしくしなさい」などと言われがちであるなど、学齢期におけ

る困難も多い。また、職場ではハード面での困難もある。「他の女性社員が嫌がるのではない

か」と、人事が懸念する事例もある。 

（ReBit）複合的な困難が見られやすいことも特徴だと考えている。30 代後半、40 代などに性別

違和を認識した場合、いったん仕事を辞めて性別移行したときに、再就職することができな

いこともある。これは、そもそもの男女間格差の問題にも由来するだろう。 

（ReBit）また、ロールモデルの不足からも「働けないのでは」という不安を持っており、エンパ

ワーメントや就労支援におけるサポートが必要なこともある。トランスジェンダー女性や MtX

の場合、「周りの人がどう思うか分からない」と職場担当者の不安から雇用につながらないケ

ースもある。本人が望む性別で働く上でのサポートをまとめたガイドラインがあることは、

トランスジェンダー本人のみでなく、職場担当者の不安を軽減することにもつながりやすい。

また、職場の人や、取引先への啓発もあわせて重要であると考えうる。 

（ReBit）そのほかに、就労場面だけではなく、セーフティネットからこぼれ落ちるケースも多く、

包括的な支援との連携もあるのではないか。当事者の属性などに応じて対応方法を示すので

はなく、人権尊重、ダイバーシティ推進の土台があったうえで、個別対応ができる流れがあ

ると良い。 

以上 
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3-5. 特定非営利活動法人虹色ダイバーシティ ヒアリングメモ

１. 主なヒアリング内容

① 団体の活動について

・ LGBT に関する調査研究、企業・行政向けの研修、居場所づくり・相談など当事者支援を行っ

ている。

・ 淀川区 LGBT支援事業では、個別相談などを実施しているが、とりわけ複合的な課題を抱えた

当事者からの相談が多い。そうした当事者支援の現場を持っているからこそ、当事者の実感に

基づいた調査や研修を行えると考えている。

② 職場における当事者の困りごとや企業で実施すべき施策について

・ 当事者が職場で抱える困難を解決するためには、職場以外の学齢期や就職活動時など、生涯を

見渡したうえで支援を行う必要がある。

・ 当団体では、企業のコンサルティングも行っている。その経験を踏まえると、先進的な企業は

意識醸成に取り組んでいるといえる。当事者ではなく、アライに向けた施策を行うことや、性

的指向・性自認以外に関する施策とも平行して進めることが重要である。

・ 企業の LGBT対応に関する民間の指標などは最低限行うべきことを示したものである。意識改

革を行わない限り、当事者の心理的安全性は高まらない。研修を一度行っただけでは、現場は

変わらないだろう。どれだけ本気で取り組むか、どれだけ長期的に、または多様な取組をして

いるかが重要である。

・ eラーニングのみを行っても、差別的言動を訂正するまでには至らない。情報提供などについ

ても同様である。研修の効果を把握することが重要ではないか。

・ 心理的安全性の高低に影響する要因を検討する必要がある。社内や社外で、非当事者と同様に、

ちょっとした愚痴を言えるような仲間がいることも重要ではないか。カミングアウトできて

いる方が心理的安全性は高まるだろう。また、職場での対応を求めるにあたって、カミングア

ウトが必須になってしまい、対応を求められずにいる状況もある。

③ 職場と性的指向・性自認に関する、行政への要望

・ 自治体のパートナーシップ制度の整備状況を調査している。制度が整備されている自治体に

事業所がある企業では、取組も進んでいる。また、政令市での取組も活発化している。人口の

多い自治体で制度が整備されると、取組も急速に広まっていくのではないか。

・ 性的指向に関する権利保障の状況を示した「性的指向に関する世界地図」がある。先進的な国

の仲間入りを目標とするのが良いのではないか。

・ データ上は、トランスジェンダーが最も就労上の困難を抱えていると思われる。しかし、NPO

法人だけで支援を行うことには限界があると考えている。すべての行政の担当者が LGBTに関

してもしっかりサポートできる事が望ましい。また、就職支援者が当事者と出会った際に、支

援の仕方が分からないという問題が起きている。中小企業に対する情報提供とも合わせ、全都

道府県で対応が必要だと考える。そのほか、発達障害や疾病を抱える LGBTもおり、両方のマ

イノリティ性を理解した上での支援が必要ではないか。
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・ 職場での性別の取り扱いについて、診断書や治療の有無を要件とすることは、人権侵害にあた

る。また、職場で独自のガイドラインを策定している事例を収集し、行政として取りまとめ、

中小企業に情報提供していただきたい。Xジェンダーの人等については、望む性別で働けてい

る率が低く、メンタルヘルスの状況も悪いと考えている。

・ 制度ができても活用されない問題は、申請のハードルに起因する。まずは制度の活用状況を把

握する必要があるだろう。子どもがいる同性パートナー間の場合、親権のない親（産んでいな

い親）の問題もあるだろう。

④ その他

・ 性的指向・性自認に関する国際的な指標として、「LGBTI Inclusion Index」がある。同イン

デックスは、アジア的な視点が入っていない。特に、就職時の差別に重点が置かれている

が、日本のレズビアン・ゲイについては、就職してからの就業継続が大きな問題であると考

えている。トランスジェンダーは、日本でも就職時の差別が問題である。

・ たとえば失業率や貧困率、平均年収などについては、虹色ダイバーシティの独自調査では把

握しているものの、行政として調査されていないのではないか。

・ そのほか、インターネット上での当事者に対するヘイトスピーチが激化しているようにも感

じており、課題ととらえている。

２. Ｑ＆Ａ

（事務局）企業における性的指向・性自認に関する取組として、優先度が高いものや、最低限行

うべきものは何か。 

（虹色ダイバーシティ）研修の実施や、差別禁止規定の制定、経営賞の支援宣言が、企業にとっ

ても取り組みやすいものではないか。また、LGBT 向けの商品・サービスを提供したことが、

社内へのメッセージになった例もある。 

（事務局）貴団体に対しての相談がどのようなケースが多いか。 

（虹色ダイバーシティ）かつては、性的指向・性自認に関する事項について「良く分からないか

ら教えてほしい」というケースが多かったが、近年はそうしたケースは減り、予備知識があ

るうえでの相談が増えてきた。その企業で取組を進めていくうえでの、個別のアドバイスを

求められるケースが多い。 

（虹色ダイバーシティ）企業で取組を進めていく支援を行う際には、役員や上長の支援姿勢を確

認してから進めている。上長等の意向により、プライド指標の受賞などを目標設定とするケ

ースもある。ひとつのきっかけとなるだろう。 

（虹色ダイバーシティ）人事労務担当者が相談に来るきっかけは、社内で当事者から相談があっ

たという場合と、上長から指示を受けたという場合に大別される。その後の取組がそれほど

進むかは、担当者のモチベーション次第である。たとえば、熱心に取り組んでいた担当者が

異動になってしまうといった課題もある。 

（事務局）相談に来るきっかけによって、対応が異なる点はあるか。 
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（虹色ダイバーシティ）社内で当事者から相談があって、人事労務担当者が相談に来るケースの

場合、社内の当事者の安全を確保するため、性別移行の支援策を作ったり、相談窓口を作っ

たりすることが最優先になる。トップから指示があった場合は、差別禁止規定や福利厚生制

度の整備が取り組みやすい。また、取組を行うにあたっての年間計画を立てることも重要で

ある。 

（虹色ダイバーシティ）研修で知識を得ただけではアライとして行動できない、といった声も聞

かれる。当事者を身近に感じられることが重要であるため、ゲストスピーカーとして登壇す

る取組を行うこともある。ただし、企業が自律的に取り組めるようなることも重要である。 

（虹色ダイバーシティ）また、企業への研修は平日の昼間に実施することが多いが、登壇者はア

クティビストとしての活動に専従というわけではない。当事者団体のサポートをすることも、

今後重要になるだろう。 

（事務局）取組を推進するための計画を立てる際、何を目標とすることになるか。 

（虹色ダイバーシティ）年間計画を立てる前に、役員・広報への研修を通じて意欲を持ってもら

う必要がある。他社事例集などのファクトシートがあると、稟議を通しやすい。目標はすぐ

には立てられていない場合も多いが、ハラスメントの発生率などを指標とするのがよいので

はないか。差別的言動を定期的にモニタリングしていくなどの取組があると良い。カミング

アウトしている当事者の数やアライの割合を指標とするのは避けた方が良い。また、従業員

アンケートを通じて、当事者がどれだけ人間関係が良くなったと感じられるか、居心地が良

くなったと感じられるかが把握できることも重要である。 

（事務局）アライがいることの効果はどのような点にあるか。 

（虹色ダイバーシティ）「他の人がアライである」というある種の同調圧力になり、意識醸成につ

ながる。アライの存在が可視化されることで、問題を身近なものと捉えてもらえる。アライ

の数の多さに驚くといった事例もある。そのことが良い方向に転ぶか、悪い方向に転ぶかは、

職場の元々の雰囲気次第だろう。 

（事務局）非当事者の人事労務担当者が旗振り役となることについて、どのような状況にあるか。 

（虹色ダイバーシティ）現在、人事労務担当者へのインタビュー調査を実施している。当初は、

担当者になったから始めたに過ぎなくとも、当事者に出会うことで意識が変わっていく、ラ

イフワークとなっていくといった様子が見られる。当事者からの反応は、当事者が共感でき

るかどうかで、評価が分かれる。厳しく評価するようなケースもある。重要なのは、当事者

を巻き込み、取組を有用だと認識してもらうことが重要である。そのためには、会社がどれ

ほど本気で取り組むかを示すのが重要である。 

（委員）性的指向・性自認に関する取組が、他のダイバーシティの取組に影響するケースはある

か。 

（虹色ダイバーシティ）ある。アライという考え方は、性的指向・性自認に関すること以外にも

適用できるのではないか。 
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（委員）LGBTI Inclusion indexについて、必ずしもアジアで活用しやすいものではないという

話だったが、どのような点か。 

（虹色ダイバーシティ）指標そのものは、欧米と発展途上国の委員によって作成された。カミン

グアウトした個人を称えることや、在職中の差別の状況などは、日本の状況には即していな

い項目のように思われる。 

（事務局）意識醸成を進めていくうえで最も重要なことは何か。 

（虹色ダイバーシティ）好事例としては、海外でのアライづくりのプロジェクトで、各職場の各

職位にアライを作るというものがあった。また、日本では、経営層がカミングアウトしてい

ることで、当事者・アライグループの要望が経営層に届きやすいといった事例もある。また、

職場としての取組が進んでいるわけではないが、アンオフィシャルなグループができている

事例もある。 

（事務局）研修等が行われることで、カミングアウトをしたくないのに掘り起こされてしまう、

という当事者もいるが、どのように対応するべきか。 

（虹色ダイバーシティ）会社が取組を進めることに対する反対意見は、実は、当事者からのもの

が多い。人事労務担当者に対しては、反対の声が出るのは仕方がないことであると伝えてい

る。 

（虹色ダイバーシティ）ただし、年代によっても抵抗感は大きく異なる。若い世代では、性的指

向・性自認に関しても教育を受けてきているため、カミングアウトもしやすい状況になって

きているのではないか。総じて、「カミングアウトしていない時期が長い」と、よりカミング

アウトへのハードルも高くなる傾向があるのではと感じる。ただし、中高年以上になると、

会社での地位に目処が立ってくることで、カミングアウトできるケースもある。 

（事務局）労働局の対応について、要望や、課題と考えていることはあるか。 

（虹色ダイバーシティ）相談を受けられるということを当事者に伝えていただきたい。なお、労

働局の中でも、元々人権課題に取り組んできたところはこの問題についても理解が早いよう

である。他の人権課題に置き換える発想ができたら、理解が早まるのではないか。 

（事務局）長期的に、性的指向・性自認に関する公的なデータをとっている例はあるか。 

（虹色ダイバーシティ）イギリスの保健局、アメリカ、カナダ、ニュージーランドなどで政府に

よる調査があると認識している。 

以上 
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3-5. 特定非営利活動法人虹色ダイバーシティ 資料１
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3-6. 石橋達成弁護士（東京経済綜合事務所） ヒアリングメモ

１. 主なヒアリング内容

① 職場における当事者の困りごとについて

 自身が担当している大小様々な企業のほぼすべての企業において、当事者への対応が行われ

ていないというのが実情と認識している。海外企業の要請を受けて倫理規定に入れている企

業は目にしたことがあるが、そうでない限りは、ほぼ対応が行われていない。

 当事者への対応として何をしたらよいかが分からない場合だけではなく、当事者の存在を知

っていても、対応する必要があると認識していない場合も多い。地方の中小企業等では、社

内で「当事者探し」が始まってしまうのではないかという懸念を抱いてしまうこともあるよ

うである。

 制度として対応を進めていない場合でも、個別対応をしている実態はあるようである。ただ

し、こうしたアドホック対応は担当者の理解に依存しており、別の担当者であった場合には

好ましくない対応がとられる、ハラスメントが起きる可能性があるため、制度は整備が必要

である。

② 性的指向・性自認に関して、企業で実施すべき施策について

 企業として、ダイバーシティポリシーを策定し、トップ自らが発信することが必要である。

多様性を重んじることだけでなく、LGBT を差別しない、不利益取扱いしないことを明確に示

すことが重要ではないか。トップ自らが発信することが肝要であり、トップの発信なく施策

を実施しても、社員には「口先だけの対応」と受け止められてしまうと考えられる。

 トランスジェンダーへの対応について、就業規則で対応している企業はまずないが、先進企

業ではガイドライン対応をしており、担当者によってぶれない対応ができる。

 厚生労働省のモデル就業規則はまだ十分に活用されていないという実感がある。SOGI ハラの

防止に係る対応は、「やらなければいけないこと」ではなく、「やった方がいいこと」と認識

されがちである。まだ、「やらなければいけない」という理解が浸透していない。

 トランスジェンダー対応、同性パートナーの取扱、SOGIハラなど、職場における LGBT の問題

は、基本的には既存の法律や判例などの法理論で対応ができるものがほとんどである。

 L・G・Bと Tは問題の現れ方が異なる。L・G・Bは、例えカミングアウトしていたとしても、

外見上は当事者であることが「見えない」。トランスジェンダーの場合、性表現が伴うため、

外見からも当事者であることが「見える」場合があり、特有の難しさがある。例えば、男性

として生まれた人は、若い時からホルモン治療をすれば女性らしい体つきになるが、ある程

度の年齢になってから性別移行をすることもある。その場合、性別移行していることが見抜

かれる、いわゆるパス度が低い状態となるために、見た目の違和感が生まれ、不利益が生ま

れやすい。平成 14年の S社事件の決定例においても、職場の周りの人が感じる違和感につい

てたびたび言及されている。見た目で法的な権利が左右されることは、理不尽な話である。

 服装など個別の問題は、既存の法の枠組みで解決可能である。パス度が高いかどうかは、紛

争を取扱う際の背景となるだけの話である。法律論としてはパス度を取り入れるのはおかし

いと考えている。
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 企業と労働者は対立しやすい構造にあり、一般的には企業の法実務者と労働者の法実務者の

立場が明確に分かれているが、LGBT 対応に関しては意見が一致しているとみている。経団連

のレポートをみても、連合のガイドラインをみても、全く対立点がみられない。

 LGBTだからこのように対応すべき、という議論は間違っている。SOGI によって人の権利が異

なることや、SOGIによって人に不利益を与えることが正当化されることは望ましくない。

SOGIは、異性愛者含めて誰にもあてはまる話であるため、今後は SOGI という言葉が広まって

ほしい。

 国際的には、北アフリカや中近東では同性愛者に対する死刑制度が残っている。そうした地

域への赴任が決まった当事者は、「この会社でカミングアウトすることができない」と考えて

転職するか、「死刑制度がある国でも、ばれなければよい」と考えて赴任するか、選択を迫ら

れることになる。企業側としても、人材流出や、優秀な人材を赴任させられないという課題

に直面することになる。当事者かどうかは、本人のカミングアウトがないと分からないこと

なので、カミングアウトをしなくていい、という社会ではなく、カミングアウトしても大丈

夫な社会を目指していくべきではないか。

 相談窓口があった方がよい、と主張する人はそれほど多くないようである。ハラスメント窓

口を設置する場合、窓口担当者に LGBTに対する知識・理解があるのか懸念される。高度な秘

匿情報であるため、情報管理も重要である。

 トランスジェンダーについては、合理的配慮提供義務に準じる考え方をとるべきではない

か。移行状況に合わせて困りごとが違うことに配慮が必要であるし、職場の人にも理解をし

てもらう必要がある。

③ 職場と性的指向・性自認に関して、必要な政策や法整備について

 包括的な差別的取扱いを禁止する法律があってほしい。個別の紛争を解決するうえでは、既

存の法律で対応が可能ではある。しかし、法規に基づかなければ包括的な対応は進まない。

セクハラが法律で定められれば、セクハラが認知され対応が進むようになったように、法制

化・名づけは重要であり、法律で SOGIハラが名付けられれば、対応が進むのではないか。 

 SOGIハラを、パワハラの一種として扱い、「あてはめの問題」とするのではなく、個別の問題

と扱ってほしい。

 政策とは異なる文脈になるが、服装については、女性らしさ・男性らしさのジェンダー規範

がある。女性は女性らしい恰好をすべきという規範があるゆえに、そこから逸脱すると、規

定違反と考えられてしまう。しかしそもそも、懲戒処分までに至るほどの「らしさ」という

のはあるか、問われるべきであり、女性らしさ・男性らしさへのこだわりについては社会と

して検討すべきではないか。LGBT対応がされている企業は、女性も大切にしている企業だと

思われるという副次的な効果はある。
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２. Ｑ＆Ａ

（事務局）法律の専門家の間では、LGBT の問題に関する関心は高まっているか。 

（石橋弁護士）過去に比べれば、関心は圧倒的に高まっているが、正確には関心のある層が熱心

に取り組んでいる状況が目に見えるようなった、という状況である。法律家の中でも、理解

度が高くない人は見られる。 

（事務局）企業法務家の実感として、LGBTに関する相談の状況について教えてもらいたい。 

（石橋弁護士）自身の業務としては増えていない。企業法務ではなく、当事者がアクセスしやす

いところへの相談が増えているのではないか。統計上、当事者は７～８％と言われるが、そ

のうち企業の中でカミングアウトできている人は非常に少ない。法的に問題になって企業が

相談を必要にするような案件となると、さらに少ないと感じる。 

（事務局）同性パートナーの取り扱いについて、一般的に言えることはあるか。 

（石橋弁護士）福利厚生のデザインは企業のポリシーの問題である。法的にそれを認めるかどう

かという問題で言えば、宇都宮市で同性パートナーに関する裁判例があったところである。 

（石橋弁護士）事実婚を保護している場合、同性パートナーも保護の対象にしないと、法的な問

題が出てくるのではないかということは多くの人が主張している。事実婚を認めるのであれ

ば、同性パートナーも認めないと一貫性がないという見解が一般的であろう。訴えられた場

合には、企業としては立証に苦労するのではないか。そのようなケースでは就業規則におけ

る配偶者の解釈が争点になるだろう。また、国の制度や仕組みの話になると同性婚の話に直

結してしまい、議論が難しいが、企業での紛争解決という中では国レベルで同性婚が認めら

れているのか否かは直接の決め手にならないのではないか。 

（事務局）同性パートナーに関する訴訟はあるか。 

（石橋弁護士）あるが、判決に至っていない。 

（事務局）トランスジェンダーの対応に関連する裁判がみられるが、訴訟に至らないケースにつ

いては、会社内でどのような対応がされているのか。 

（石橋弁護士）労使の関係で調整がされる限り、LGBT 対応について、訴訟には至らないのが一般

的である。現在表に出てきている訴訟は、労使の間で衝突があったということではないか。

当事者自身も訴訟を望んでいない。企業として、性的指向・性自認の多様性を理解できるか

どうかが重要である。「趣味嗜好ではない」という理解は進んでいるようではあるが、都市部

の企業、大規模な企業が中心という印象である。LGBT への理解がなさそうな人に対して、当

事者はカミングアウトせず我慢をしているのだろう。 

（事務局）合理的配慮提供義務、ということだが、裁判でこの考え方が示されたことはあるか。 

（石橋弁護士）平成 14年の S社事件では、これに近いことが判旨に示されている。男性社員が突

然女性の恰好をしてきたことで、同僚や顧客に違和感が生まれたことを理由に、服務命令を

出したが、従わなかったところ懲戒処分された。裁判所は解雇権濫用とした。企業が周りの
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理解を求めるような対応をしていれば、周囲の違和感が消えたかもしれないが、そうした対

応をしたという立証ができないという判断であった。これは、合理的配慮提供義務の考えに

近い。また、スポーツクラブで生じた紛争に係る裁判では、裁判所が合理的提供義務の考え

に沿った見地を示唆したということである。 

（委員）フェミニストの中でも、トランスジェンダーを女性として認めないという見解もある。

ジェンダー規範についてはどう考えるか。 

（石橋弁護士）法的に女性となるためには戸籍変更が必要であるが、企業における対応において

は必須ではない。ジェンダーの見地ではなく、法的な話で言えば、就業時の性表現を企業が

規定することはできないのではないか。ただ、更衣室や寮の話となると話は異なる。線引き

の問題はあるだろう。 

（事務局）海外赴任ではない、単なる配置転換において、不都合が生じているような実態はある

か。企業としては、そのようなことを理由に人材が流出していることに対してどのように考

えているか。 

（石橋弁護士）人材の流出は企業にとって非常に痛手であり、優秀な人材が辞めることは、他の

社員にも負の影響があると考えている。 

（石橋弁護士）海外異動ではなくても、例えばトランスジェンダーの場合、ジェンダークリニッ

クがない地域に赴任させるのはどうかという議論はある。また、育児・介護休業法に関連し

て、パートナーが同性であることを言えずに、会社を辞めてしまっている実態はあるのでは

ないか。 

以上 
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3-7. 一般社団法人 LGBT理解増進会 ヒアリングメモ 

 

１. 主なヒアリング内容 

① 団体の活動について 

 当事者を含む貧困問題の解決として、神戸で別団体としてシェルターを５年前に開設し支援

している。 

 これまでに関わってきた官公庁における動きとして、以下のようなものがある。 

・人事院規則 10-10（セクハラ防止）に関連して LGBTの概要と対策について話をした。 

・男女雇用機会均等法セクハラ規定に関連して、旅館業法の一部改正について関わった。 

・文科省の大臣通知の監修、大学等の人権担当者向けの職員研修での基調講演を行った。 

・警察庁での講演を行った。 

 東京都の人権条例の公開にあたっては、理解増進法の趣旨を説明のうえ、助言をしたところ

である。東京都の条例には差別禁止という言葉は使われていない。 

 政策として推進しているのは、理解増進であり、差別禁止ではない。トップダウンで行うと

ハレーションが起きる。差別禁止の考え方に沿った活動に声をあげられない人も、我々に声

を寄せてくれている。LGBTへの配慮という議論は、いわゆるリベラル層の考え方を反映し

ているが、当事者の中にもいわゆる保守層はいる。当事者の考え方の多様性にも留意が必要

である。 

 当事者の多くは、カミングアウトしていない、クローゼットの人である。地方ほど、行政担

当者であっても知識が不足している様子である。 

 LGBTに関する調査の多くは、60 歳以上を対象としておらず、声をきちんと拾えていないの

ではないか。当会理事の LGBT総合研究所による調査は、60代も含めて調査を行っている。 

 差別禁止法の法制化の動きがあるが、差別禁止を示すことで、イエスかノーかという構造を

作ることは、日本には馴染まないのではないかという懸念がある。差別禁止によって、溝を

深めてしまう。理解増進をしていくべき。 

 ダイバーシティ＆インクルージョンということについても違和感がある。これは管理の話で

あって、トップダウンで行うものである。一方、我々が求めているのは、人権文化を育むと

いうボトムアップである。国民のなかで培ってきた文化である。 

 権利を主張すること、平等を求めることは理解できるが、他の人から見れば権利闘争として

映ってしまう。そうした働きかけでは、当事者への理解は得られないのではないか。そし

て、理解が得られないことでより不遇になるのは子どもである。親の理解がない場合に、差

別であると断定し、罰したところで、親からの理解は一向に得られず、結果として子どもが

さらに苦しむことになる。差別禁止を求めるなら LGBTに理解のない親から子供をどう守る

か考えることが必要。 

 

② 職場における当事者の困りごとや企業で実施すべき施策について 

 社内で LGBT の勉強を押し付けるといったことが起きていると、当事者から聞いたことがあ

る。入社したての人間は仕事を覚えることが先決である中、当事者であるにも関わらず、

LGBTに関する教材を読むことを強要されている。隠れた当事者はどこにでもいるという話
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について、きちんと理解されていないのではないか。隠れた当事者の声なき声を聴くのが大

事。目に見えない当事者が圧倒的に多いなかで、アライが何を理解すべきかを整理しない限

り、クローゼットの当事者を傷つけることになるのではないか。 

 就業支援研修会では、研修を終えた時点で、参加者が「難しくて手をつけられない」という

反応を示しているようである。アライになるための勉強をしているホテルであるにも関わら

ず、当事者の結婚式を断る例がある。 

 同性パートナーが内縁関係同等とみなされたために、生活保護を認めないという例があっ

た。当事者の関係性を都合よく解釈された例である。 

 
③ 職場と性的指向・性自認に関して、行政に望むこと 

 多数の当事者は、早急な差別禁止、同性婚やパートナーシップ条例等の制定を望んでいな

い。多くの当事者がクローゼットであるにも関わらず、現在、「当事者の声」とされている

ものはカミングアウトしている当事者の声のみである。 

 制度や設備を整備しても、制度や設備があること自体が理解を阻むことになるのではない

か。制度で理解も進むという考え方はアクセルとブレーキを同時に踏むようなもの。 

 欧米において LGBT対応が進んでいるのは、差別禁止の文化が強いという背景がある。しか

し、日本はそうした文化に馴染まない。 

 東京で活動している、差別禁止を推奨する当事者の声は強い。地方の当事者は今も息苦しい

が、さらに息苦しくなってしまう。 

 例えば何年後に同性婚を法制化する等、タイムテーブルを立てて施策を進めていくべきでは

ない。10年先の社会を見据えていけばよい。 

 

２. Ｑ＆Ａ 

（委員）タイムテーブルを立てるべきではない一方で、10 年先を見据えてという話があったが、

これは 10年くらいかかる見込みということか。 

（LGBT 理解増進会）タイムテーブルを立てて早急に進めるべきではないが、一定のゴールは必要

と考えている。10年先という目標値であれば、誰もが納得しながら進められるのではないか。 

 

（事務局）貴団体として活動される際、当事者に対する否定的な考えがある人に対して、訴求す

る際にどのような点がポイントになるか。 

（LGBT 理解増進会）そうした考えを持っている人たちが協働している相手にも、当事者がいるこ

とを話すことが重要である。 

 

（事務局）職場の中での理解増進をどのように進めていくべきか。 

（LGBT 理解増進会）ますは理解をしてもらうことが大事であり、研修を行うのが良いだろう。 

 

以上 
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3-8. gid.jp日本性同一性障害・性別違和と共に生きる人々の会 ヒアリングメモ

１. 主なヒアリング内容

① 団体の活動について

 2003年に「性同一性障害をかかえる人々が普通にくらせる社会を目指す会」として創立｡

2011年に一般社団法人化、2018 年に分会した。本会ではない、社団法人は今も残ってい

る。ケアや交流会を行っており、本会は社会啓発や政策提言を行っている。

 社団法人として活動していたころは全国で 1,500名、10都市で活動していた。

 2003年の戸籍変更に関する特例法や 2015 年の文部科学省の指針などの政策に関わってき

た。労働環境の整備についても長年訴えていたところであり、厚生労働省に要望書を提出し

ていたところである。

② 就業に関する当事者の困りごと（資料２）

 本ヒアリングのために、全国の当事者へ呼びかけを行い、職場で困った事例を収集した。

 得られた事例の中では、FtM と MtFで困りごとが違うことが見られた。MtFの場合、在職中

の性別移行に伴うトラブルが多く寄せられている。FtMの場合、カミングアウトを強制させ

るような事例がみられた。

 事例１は、在職中に性別移行をしたが、ひどいパワハラ・セクハラを受けたということであ

った。人権侵害にあたると考えられる。結果として、適応障害となり離職を迫られ、再就職

もできないという傾向が共通してみられる。

 事例２は、薬剤師の管理職として働いていて現場でもカミングアウトしていたが、病院側と

衝突があり、結果離職をせざるを得ないような嫌がらせを受けた。大都市であっても移行に

伴うホルモン治療や精神科の受診の調整をつけにくいという問題点も指摘されていた。

 事例３は、性的暴行や嫌がらせを防ぐという配慮からカミングアウトを迫られた。戸籍を変

更していたとしても、カミングアウトを強制させられてしまい、何のために性別移行をした

のかと悩み、精神疾患から引きこもりになったということである。一度離職すると、再就職

が厳しく引きこもりになるという事例が多くある。

 事例６は、FtMの方が性別移行途中であっても、戸籍の性別を優先されてしまい、配慮がな

かったという事例である。男性の体から女性の体に移行しているため、筋肉量が少なくなっ

ており、男性と同じ重量の荷物を運ばされた。また、アウティングへの恐怖からどこにも相

談ができないということであった。

 事例７は内定取り消しの例である。違法であるとはっきりしていても、相談窓口がない中で

は、法的に争うまでにいたらない。

 事例８は移行の途中において、裁判所との調整が間に合わず、職場にカミングアウトをせざ

るをえなかったという事例である。

 事例９は、手術まで終えているが未成年者の子どもがいるために戸籍変更できないという例

である。

 事例 12はタクシードライバーの例で、乗務員証に本名しか使うことができなくて困ってい

るという例である。
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 事例 13は、多くの当事者は戸籍変更をしてから入社することをと希望しているものの、実

際にはお金の問題などの理由から 30代で移行を始めることが多く、30代になってから初め

て正社員を目指すことは難しい。それを示す事例である。それまでの経歴がずっとアルバイ

トだった場合になぜアルバイトだったのかと聞かれてしまう。戸籍変更が早くできるよう保

険適用を望んでいるが、さしあたっては障がい者枠での採用が認められるようにならない

か、ということである。 

 事例 14は、10代の方の例である。セクシュアルハラスメントを受けていても相談先がない

という問題がある。

 事例 16は学生の就職活動に関する事例である。LGBTフレンドリーといわれる企業を中心に

就職活動をしていたが、GID の受け入れについて希望が持てなかったようである。そこで休

学をして戸籍変更をしてから就職活動をするということに決めたということである。

 事例 17は、乳腺摘出をしているにもかかわらず、女性のユニフォームしか認められていな

いということである。

 事例 18は、大企業での経験で、採用から配属までの間に全職員へのカミングアウトを条件

にされたということである。

 事例 20は、通称名で生きていると、給与振り込み口座の情報や年金手帳、健康保険証の提

出が要らない職場を選んでいたということである。安定した収入を得られず、そのために性

別移行もできないという悪循環になっている。

【事例 22】※ヒアリングの場において本人（以下、A氏と表記）から話をいただいた。 

 （事例内容は資料の通り。）

 子どもの頃から自分は女性だと思っていた。男子更衣室や男子トイレを使うことが嫌だっ

た。男子トイレが使えないため、トイレに行かなくてもよい短時間のアルバイトを始めた。

それでも出勤してから帰宅するまでの７～８時間程度、トイレに行かない生活を送ってい

た。結果、膀胱炎になってしまった。更衣室についても、たとえ誰も人がいなかったとして

も、男子更衣室を使うことには抵抗があり、使うことができなかった。

 MtF の場合、早いうちに性別移行しないと容姿が女性らしくならない。

 今現在は求職活動を行っているが、性同一性障害というだけで門前払いを受けている。

【事例 23】※ヒアリングの場において本人（以下、B氏と表記）から話をいただいた。 

 （事例内容は資料の通り。）

 困っていることは、性同一性障害という病名と戸籍上の性別が知られていることである。こ

れによって如何に女性らしい容姿をしていても、戸籍上の性別を優先して考えられてしま

う。こうしたことが起きないでほしい。具体的には通称名を使えるようにする、名字だけに

してもらうなどの配慮をしてもらいたい。戸籍上の名前と性別が知れ渡っていなければ、元

男性ということを知られることなく、女性だと認識してもらえる。それ以上の配慮は要らな

い。

 会社側は社内規定に従っているという主張をしている。女性の施設は女性が使うと書かれて

いるが、その女性とは戸籍上女性と認識されている。社内規定には、性別による差別取扱い
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は明記してあるが、性同一性障害に関する記載はない。 

 せめて通称名だけでも使わせてもらいたいと会社に申し出ている。行政からの通達があれば

会社として対応する、と主張している。あるいは障がい者雇用ということであれば対応する

と言われている。障がい者雇用の契約は１年更新で、更新の権限は会社にあるため、意図的

に解雇されかねない。カミングアウト以降、会社から排除するような対応を受けている。

③ 望まれる対応（資料３）

 名前を変えることについて、家族の理解が得られないなどの理由から変えられない人もい

る。性別適合が終わっていても様々な理由から変えられないこともある。通称名使用ができ

ることを国の制度として確保してもらいたい。

 性別移行に応じて、本人が望む性別での就業上の取扱いを受けられるように、国のガイドラ

イン等で示してもらたい。健康保険の通称名使用は当事者に歓迎されている。

 アウティングについては、LGBTについても言われているが、GIDにとっては、性別に関する

情報もアウティングになる。社会保険の関係上必要な場面はあるが、そうした情報が秘匿さ

れるよう行政として取り組んでもらいたい。

 入社後に性別移行する場合に不利益や不当な扱いを受けずに済むように、行政からガイドラ

インを示してもらいたい。長期休暇や傷病手当があてられるようにしてもらいたい。

 採用応募書類からは性別欄を無くしてもらいたい。1人だけ回答がない、ということでは、

当事者ではないかとあやしまれてしまう。すべての人が性別を答えないというほうがよい。

 「当事者を雇った経験がない」という理由で採用に至らないケースや就労環境を改善しても

らえないケースが多々ある。企業でこのような対応を行えば問題は起きない、ということを

啓発してもらいたい。

 戸籍変更できないために、非正規で働き、非正規として働くがために、性別移行のための費

用が工面できないという負のスパイラルが起きている。費用の負担軽減を検討してもらいた

い。あるいは、障がい者雇用枠での受け入れを検討してもらいたい。

 様々なパワハラ・セクハラがあるなかで、相談窓口がない。窓口があっても、窓口において

性別情報が個人情報として扱われていない状況や相談しても門前払いされてしまうような状

況がある。

④ 性同一性障害当事者の就業に関する裁判例（資料４）

 性同一性障害を理由に解雇できないということが知れ渡っているのか、現在は、解雇事件は

起きていない一方、能力適正を問うなどより陰湿な形での解雇や不利益取扱いがみられる。

⑤ まとめ（資料５）

 配慮は求めているものの、自分が望む性別で扱ってほしいという、それだけである。望む性

別として扱われれば、それ以上の問題はない。そのためにどうするかを考えていかなければ

ならない。

 国ができることはすぐにやってほしい。性別欄の廃止。そもそも、男女共同参画の趣旨から

して性別欄は不要ではないか。
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 人権侵害が多発している。発生した際にどう迅速に救済するか。労働基準監督署など行政が

積極的に仲裁や指導などの介入を行ってもらいたい。介入以外に残された手段は裁判しかな

いが、それはハードルが高い。

 対応の悪い企業は実名公開を行うなど厳正に対処してもらいたい。

 性別情報はセンシティブな個人情報であるという認識を徹底しなければならない。死に直結

する問題である。

 性的指向と性自認の問題を混在させないでほしい。両者は問題の所在や解決方法が基本的に

違う。「同性愛だから就職できない」ということはない一方、「性同一性障害だから就職でき

ない」ということが多々ある。LGBT フレンドリーと言っても、性同一性障害にちゃんと対

応しているか分からない。

 LGBTという言葉で政策を語ることも好ましくはない。セクシュアリティは多様であって、

LGBTだけではない。また、それぞれの問題と解決策は違うのに、一部が解決すれば全体が

よくなったように誤解されかねない。今後指針等を出すのであれば、性的指向の指針と性自

認の指針を分けてもらいたい。

２. Ｑ＆Ａ

（事務局）gid.jpは当事者・非当事者を含めて活動を展開されているか。 

（gid.jp）一般社団法人から分会してからは、スタッフ 30名という組織となっている。一般社団

法人の頃は、1,500 名規模おり、性別移行を済んだ人からそうでない人まで様々な方が活動

していた。 

（事務局）世間で LGBT という言葉が広まるずっと以前から活動をしてきたと考えるが、社会的な

認知についてどう認識されているか。LGBTという言葉についてはどうか。 

（gid.jp）2003年当時に比べれば変わってきている。性同一性障害を抱える人がいることが世の

中に存在することや性同一障害について聞いたことがあるという人は増えている。理解や認

知が広がっていることは事実ではないか。一方、最近は LGBT という形で広がっており、両者

を混同して誤った理解がされている節がある。 

（gid.jp）同じトランスジェンダーの中にも、医療を必要とし、戸籍変更までしたい人もいれば、

社会生活上女性として扱われればそれでよいという人もおり、温度差が広がっている。女性、

または男性としてではないと生きられない人がいるため、そうした人に対する医療は必要で

あるし、政策的な検討も必要だと考えている。 

（gid.jp）性的マイノリティの運動として、四つ葉のクローバーという話がある。一般的には三

つ葉がふつうとされている中で、四つ葉にも価値があることを主張する運動ということであ

る。しかし、私たちは、四つ葉になりたいとは考えていない。手術を通じて三つ葉になりた

いと思っている。四つ葉として扱ってもらいたい人たちと三つ葉として扱ってもらいたい人

たちへの求められる対応は違うはずである。三つ葉として生きていきたいと考えているから

こそ、そうではないということをアウティングされてしまうことが苦痛になる。 

（事務局）自身の中で、男女いずれかの性別のうち、この性別で生きていきたいという希望があ

るということか。 
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（gid.jp）そういった人たちが GIDという疾患の枠にはまる、ということである。 

（事務局）Xジェンダーについてはどのように考えるか。 

（gid.jp）Xジェンダーは解釈が難しい。自分は「Xジェンダー」というセクシュアリティだと主

張する人もいれば、どちらかに決めていないという意味で、決めていないことを X ジェンダ

ーと考えている人もいる。まだ定義が定まっていないのではないか。海外では、Third Gender

や Non-Binaryという概念がある。例えば、トイレに関しては、男女のどちらのトイレも使い

たくないから誰でもトイレを使いたいという人もいる。広義には、性同一性障害の疾患とし

て扱われる。ホルモン治療で楽になったという方もいる。 

（事務局）Xジェンダーの方も医療を必要とされる方はいるか。 

（gid.jp）人によっては、生理があると女性であることを突き付けられるため、ホルモン治療を

して生理を止めている人もいる。他に、胸だけは切除したい、性器だけは切除したいという

こともある。医療を必要としない人もいる。パスポートや保険証に「男」「女」の記載がある

こと自体が苦痛になることもあり、望む性で生きたいという要求とは異質なのではないか。 

（gid.jp）Xジェンダーは性別違和であるため、性同一性障害に関する診断基準を満たす。手術は

するが、戸籍変更を望まない人もいる。 

（事務局）若い人の中には、Xジェンダーであると自認する人が多いようである。 

（gid.jp）自分の性別が、体とは逆の性別だと言い切ることが怖いが、性別違和を感じることは

否定できないということだろう。自認する性があいまいな時期に X ジェンダーを使っている

人もいるようである。 

（gid.jp）X ジェンダーに限った場合、就労についてどのような困りごとがあるかは分かってい

ない。性同一性障害という枠の中では、トランスジェンダーの方も、Xジェンダーの方も該当

する可能性がある。 

（gid.jp）概念が広がることで、自身のジェンダーやセクシュアリティをあてはめる選択肢が増

えてといえるのではないか。 

（事務局）性同一性障害を抱える方は、自分自身はトランスジェンダーであるという認識をして

いるか。 

（gid.jp）性同一性障害を抱える人のなかでも、いわゆる中核の人は、自分たちはトランスジェ

ンダーではないと考えている。自分たちは男性、または、女性だと考えおり、そもそもトラ

ンスではない。間違って生まれてしまったものを直そうとする過程であるため、「移行」とい

うのも違うと考えている。そういった考えではない人ももちろんいて、トランスジェンダー

と自認している人もいる。 

（gid.jp）トランスジェンダーと言った際に、どこまで指すかが分からないため、あまり使いた

くない。性同一性障害は WHO でも認められた疾患の名称であり、定義が固まっている。トラ

ンスジェンダーという言葉は多義的で、行政で用いるには適切な言葉ではないという考えて

いる。 

（gid.jp）トランスジェンダーという言葉の使いやすさはあるのかもしれないが。トランスセク

シュアルということであればまだ分かる。MtF、FtM、トランス男性、トランス女性という言
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葉も、そもそもトランスではないので、適切ではないと考えている。 

（事務局）制度的な対応を求める際に、どういった概念整理を行うか検討している。性自認に関

する言葉や定義についてどこをベースにするとよいか。 

（gid.jp）概念整理は非常に難しい。LGBTという言葉の方が広まっている中で、トランスジェン

ダーのアイデンティティとは何か。「事例３」の方についていえば、トランスジェンダーであ

ることを差別をしないで下さい、ということを主張するような事例ではない。むしろトラン

スジェンダーであること自体が知れわたってほしくない事例である。「事例 13」も同様。カミ

ングアウトして、カミングアウトされた側が受け入れる、差別をしないというダイバーシテ

ィの発想では扱いきれないのではないか。こういったことが死に至らないような社会を目指

してほしい。 

（gid.jp）性別それ自体がセンシティブな個人情報だという認識が徹底されるべき。 

（gid.jp）性別違和の度合いが様々ということであれば、中核にいる人たちを拾えるように進め

ていけば、みなを拾えるのではないか。最初から全部ということが難しいのであれば、一番

分かりやすいところをやって、それを起点に広げていくことはできるのではないか。例えば、

通称名使用や戸籍上の性別情報を秘匿するということは、X ジェンダーであっても、医療を

必要としない人であっても要望されることではないか。 

（事務局）啓発すること、または、啓発されることを、嫌がる人がいるのではないか。 

（gid.jp）あるテレビ番組では、当事者の方が手術痕を見せながら温泉に入る、という内容が放

送された。それによって、他の当事者から「もうお風呂に行けなくなった」という声が挙が

った。 

（gid.jp）いきなり周知や情報提供されることで、逆にいじめや嫌がらせに繋がってしまう可能

性を否定できないということであれば、相談窓口をはじめとした、きちんと対応してもらえ

るセーフティネットがあるべきではないか。 

（事務局）履歴書の性別欄をなくすことについてはどうか。 

（gid.jp）性自認に基づいて全てを決定するのであれば、それは望んでいることである。 

（事務局）性自認については、企業に知ってもらう必要があるか。 

（gid.jp）必要最低限の目的のために性自認を把握された上で、性自認を暴露されなければよい。 

（事務局）制服は性自認に合わせたものを望むか。 

（gid.jp）中性になりたいわけではなく、男女兼用を望んでいるわけででもない。自認する性の

服装を望む。戸籍の性別と性自認・性表現が異なることが勝手に暴露されないようにする必

要がある。 

（事務局）性的指向・性自認について分けるということについて、冊子を分けるということまで

は難しいと考えている。１つの冊子の中であっても分けて説明されていることが望ましいか。 

（gid.jp）そう考える。 

（事務局）「プライバシーマーク」（資料 5記載）はどういったものを想定しているか。 
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（gid.jp）企業のハラスメントの指標として見えるものがあるとよい。往々にして、当事者に対

するハラスメントはパワハラとセットであることが多い。「ハラスメントマーク」ということ

が考えられる。 

（gid.jp）紹介した事例の中に、LGBT フレンドリーとうたう企業を中心に就活をした学生の事例

がある。LGBT について配慮をしているということであれば、LGBTそれぞれについて何をして

いるかを明示してもらいたい。手術のための休暇がとれるということであれば、性別移行後

も就業が継続できるということになる。制度として保証しているということが外から分かる

とよいのではないか。 

（事務局）休暇について、どのくらいの期間が望まれるか。 

（gid.jp）胸の切除は、入院５日間、その後安静期間が 1 週間程度必要。事務仕事であれば 2 週

間で復帰、肉体労働であれば 1 ヶ月以上必要である。移行手術にかかる期間は、1 ヶ月程度

である。 

（gid.jp）保険でできる方はほぼいない。ホルモン治療は保険適用になっておらず、多くの場合

混合診療となるからである。 

（事務局）仮に保険適用として、傷病という扱いにすることについてはどうか。 

（gid.jp）正社員であればまだしも、非正規で働いている人が多い。 

（事務局）大学等を卒業し、就職をするタイミングで性別移行を望む人が多いか。 

（gid.jp）多いが、150 万程度の費用を学生が出すことができない。就職時に適合手術が終わって

いる人は、親の助けがあって可能になっているのではないか。 

（事務局）学生のときには手術が難しいため、ある程度働き、貯金が出来てから手術をするとな

ると 30代での移行になっていくということか。 

（gid.jp）そうである。 

（事務局）戸籍変更をした人数について、戸籍変更をした方の数は 8,700 名ということだが、そ

の手前では、手術を終えて戸籍変更していない方、まだ手術をしていない方がいるという整

理でよいか。 

（gid.jp）そうである。日本精神心理学会の統計では、医療機関にかかった人のうち、戸籍変更

にいたる人は、全体の２割程度と言われている。 

（事務局）企業が対応する際には、自身の状態を示す証拠になるものを求められると考えている。 

（gid.jp）診断書が使えるのではないか。診断書の発行に 3,000 円程度かかる。診断書を出すこ

とで通称名が使えるということであれば、ありがたいのではないか。 

（事務局）医療機関にかからないという人もいるか。 

（gid.jp）そうした人もいるが、中核の人にとっては、性同一性障害は福祉の問題である。公共

の対応を求める基準をどこにするかという考え方をするべきで、まずは福祉として配慮が必

要な人への対応を行ってほしい。 

（gid.jp）診断書を対応の基準にするかどうかは、学校での対応を参照してみてはどうか。 
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（事務局）診断書を会社や人事の方に提出することは抵抗があるか。 

（gid.jp）その結果、処遇が改善され、診断書や診断書を出したことが秘匿されるのであればよ

い。ただ、B氏のように診断書を出しても全く処遇が改善されないということがある。 

（B 氏）好きで診断書を提出ているわけではない。どうすることもできないから苦肉の策として

診断書を提出している。これ以外となると裁判しかないが、それでは仕事を続けられず、カ

ドも立つ。一般の女性従業員と同じ扱いをしてほしい。 

（gid.jp）診断書があるのに、なぜ企業が対応できないか。どうすれば企業に改善をしてもらえ

るか。徹底的な啓発しか思いつかない。 

（gid.jp）全て性自認で扱うということであればそれでよいが、いきなり企業は納得しないので

はないか。まずは、診断書を出した人には適切な対応をするということを、可能であればあ

る程度の強制力を持って、対応を求めたり指導したりしてもらいたい。 

 

（事務局）採用については、性自認を理由に差別をしてはいけないことを周知している。ただし、

採用の自由があるなかで、どこまで対応ができるか。 

（gid.jp）当事者からはなんとか内定できたという話をよく聞く。内定を早い段階で確率高くも

らおうと思うと、就職の際にはカミングアウトしないという判断をする。入社後にカミング

アウトすることになり、さらに入社後のさらなるトラブルにつながる。 

（事務局）内定切りは分かりやすい差別だと考えられる。 

（gid.jp）そうであれば、内定を取り消された場合の相談先を明示してもらいたい。 

（事務局）総合労働相談コーナーでは相談を受け付けており、企業への指導を行っている。 

（gid.jp）当事者たちには知られていない。また、相談した先で差別を受けるのではないかとい

う恐怖がある。 

（gid.jp）企業名の公表などにより、２度とそうしたことが起きないようにしてもらいたい。 

（事務局）４～５年前からハローワークなどの職員に対して研修を行っているが、当事者を受け

入れられる職場を紹介することはできていない。 

（gid.jp）受け入れられないと言うが、当人たちの要望は男性として、あるいは、女性として働

きたい以上のものはない。何をもって受け入れられないということなのか。 

（事務局）知識がない、何をすればよいか分からない、偏見があるということかもしれない。 

 

（事務局）トイレについてはどのように考えているか。 

（gid.jp）例えば、LGBTトイレのように、そこに入れば当事者であることが分かるようなトイレ

が欲しいわけではない。中核の人は、自分の本来の性別で扱ってほしいと思っている。戸籍

を変えていても自認する性のトイレを使えないのは、人権侵害にあたる。 

（gid.jp）細かい話では、MtFの場合、男性専用トイレには小便器しかなくて困ることはある。 

（事務局）多目的トイレは次善の策にもなりえないか。あれば少しは助かるか。 

（gid.jp）少しは助かるとは思われる。しかし、健常者が使うことに対して叱責されることがあ

る。健常者は使わないで下さい、という案内があることもある。そもそも数が少ない。多目

的トイレでは解決されないのではないか。 

（gid.jp）多目的トイレではなく、男女兼用トイレはあったほうがよいという話はある。例えば、
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男子トイレ・女子トイレとは離れて男女兼用トイレがあるような状況は望まれるのではない

か。 

（gid.jp）当事者が自認する性を使うことに対して周囲が抵抗感を持つという話があるが、それ

はどこまで元の性別を暴露されているか、ということに関わるのではないか。 

（事務局）長期雇用が前提となっている職場では、在職中の性別移行が知られてしまっているの

ではないか。 

（gid.jp）抵抗を持つ人はいるのかもしれないが、啓発しかない。企業の人には説明をしてもら

い、従業員に納得してもらうしかない。その時に診断書が必要ということであれば、喜んで

提出する。 

（事務局）会社に対応を求める際、どの範囲に性別情報が知られているべきかという点について

は、どのように考えるか。 

（A氏）最近応募した企業では、採用担当者は歓迎の意を示してくれたが、経営者には拒否をされ

た。部門の担当者から認められても、経営者に断れることはよくある。 

（gid.jp）企業が対応を行う際に、人事の範疇を超えるような話であって、経営者の判断が必要

ということであれば、経営者に情報が伝わることは仕方ないと考える。 

（事務局）日本の人事の場合、人事だけで完結することは難しいと考えられる。 

（gid.jp）対応を検討してもらううえで、必要最低限であってもらえればよいのではないか。 

（事務局）当事者間のなかで、当事者が働きやすい、働きにくい職場に関する情報は交換されて

いるか。 

（gid.jp）ある。 

（A 氏）障害者手帳をもらうようになり、ハローワークの障害担当者が親身になって話を聞いて

くれている。見た目が関わることから、FtMよりは、MtF が厳しい状況にある。 

（gid.jp）MtFの方に対するいじめなどが悪質であることが多いように思われる。 

（gid.jp）性同一性障害の当事者への対応をきちんとしていた企業の人事からは、「この方だから

対応ができたが、他の方に同じ対応ができるかは保証できない。」という話を聞いたことがあ

る。 

（事務局）今現在、トランスジェンダーの課題がトイレの問題だという短絡的な理解がされてい

る節がある。誤解を解いていきたい。 

（gid.jp）そのために、通称名や性自認の扱いなど書類上で簡単に済むものに手をつけてもらい

たい。 

（gid.jp）公的な資格についても、戸籍名と通称名の紐づけさえできるようになれば、通称名を

使用しても問題ないのではないか。名前の扱い方の対応は費用をかけずに取り組める。それ

をまずルール化してもらいたい。 

（gid.jp）その先に、トイレなどの調整になっていくのではないか。多目的トイレを作るとなる

とハードルが高いが、性自認のトイレを使ってもらえれば費用はかからない。多くの性同一
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性障害の方はすでに、パブリックなところでは、自認する性のトイレを使っている。 

（事務局）（B氏に対して）会社で配慮を受けた時期があるということだが、本人としては働きや

すい時期があったということか。 

（B 氏）そうである。性別情報が暴露されていない職場であったため、周囲の方も自分を女性と思

って接していた。働きやすかった。 

（B 氏）会社側との調整で難しさとしてあるのは、諸事情により戸籍上の性別変更をできないな

かで、自分の性別を保証する公的な書類がない、ということである。職場の周りの女性従業

員から苦情があった際にそうした書類があれば、会社側としても説明をすることができるの

ではないか。免許証や保険証のレベルで自認する性を証明する書類があるとよい。 

（gid.jp）ただ、移行途中の当事者に対する嫌がらせも起きている。性別変更が済めば解決され

るわけでもない。また、事例であるように、精神科では、1年間違う性で生きたことの証明が

求められ、一方では、社会生活や職業生活において戸籍の性別として生きることを強いられ

てしまうという堂々巡りとなっている。 

（事務局）次善の策として、当事者らの中では、中性的な名前に変えておこうとする人はいるか。 

（gid.jp）女子校の学生が、男性に近しい名前に変えようとした際、名前を変えるか、退学をす

るかを迫られたという話がある。名前の変更は、医師の診断書が要件になるが、家庭裁判所

の裁判官の裁量によって決まることが多い。ある家裁では認めてもらえないが、別の家裁で

は認められた、ということがある。 

（B 氏）配慮もそうだが、公的書類において、自認する性を使用できるようにしてもらいたい。自

分が女性であるということの証明ができない。 

（gid.jp）パートナーシップ証明が可能なら、通称性も可能ではないか。 

（事務局）会社としては、自認する性であってもよいが、性自認が一貫するということを証明し

てもらいたいのではないか。 

（B 氏）会社からは戸籍の性別を変更してくれたら対応する、と言われている。 

（gid.jp）性別をどこで判断するかという判断基準という話になるが、診断書があれば、性自認

を認めるというようにしてもらえるとよいのではないか。会社は性同一性障害という病名を

理解はしてくれているが、対応は戸籍に基づくということになっている。行政からの通達が

あれば、会社も性自認に基づいて対応してくれるのではないか。 

以上 
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日本性同一性障害・性別違和と共に生きる人々の会 案内

名称 日本性同一性障害・性別違和と共に生きる人々の会
英語表記 Japan organization for people with GID or Gender Dysphoria
略称 gid.jp
本部所在地 東京都
連絡先 contact2020@gid.jp
代表 山本 蘭
設立  性同一性障害をかかえる人々が普通にくらせる社会を目指す会として創立

一般社団法人gid.jp日本性同一性障害と共に生きる人々の会に改組
日本性同一性障害・性別違和と共に生きる人々の会として独立

理念

主な事業 政策提言・要望事業

普及啓発事業

調査研究事業
当事者の状況調査、特例法性別の取扱いの変更数調査などの各種調査。

2003年〜 地方自治体における不要な性別欄削除が全国200以上の自治体で実現
性同一性障害者の性別の取り扱いに関する特例の法律成立に尽力
性同一性障害者の性別の取り扱いに関する特例の法律の改正に尽力
文科省より発出された「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対
応の実施等について」の実現に尽力
性同一性障害の手術療法に対する健康保険適用に尽力

2008年6月
2015年4月

2018年3月

2018年9月

政府、省庁、国会、地方自治体、関連学会、諸団体への要望書提出や政策提言。

講師の派遣、講演会・シンポジウムの開催。HPや冊子等で情報発信。

2003年1月

性同一性障害（およびその後継概念）の当事者の方や出生時に割り当てられた性別に違和
感を持つ人、そのご家族やパートナーの方などの関係者などが、心配なく笑顔で暮らせる
ように様々な支援活動を行う。 また、当事者が差別や偏見を受けることなく、ひとりひ
とりがかけがえのない個人として尊重される社会環境や法制度の整備をめざす。

2011年2月

2003年7月
主な活動の
成果

資料1

3-8. gid.jp日本性同一性障害・性別違和と共に生きる人々の会 資料
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資料 2

就業に関する当事者レポート
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事例 1 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 在職で男性→女性に移行 

その時の治療状況 ホルモン療法

要約 20代で戸籍上の性別である男性として入職。性別違和に気付き女性的な服装、ホル

モン治療を開始、女性としての扱いを求めたが、認められず、セクハラ・パワハラ、

嫌がらせを繰り返され、精神的に追い詰められうつ病を発症、退職。現在は多様性

に理解のある企業で就業中。

事例 2 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 管理職常勤在職時

その時の治療状況 未治療→ホルモン療法 

要約
戸籍上の性別で新卒入職。 10 年以上勤務し、管理職。在職でトランスすることにつ

いて、現場の理解は得られていたが経営側から嫌がらせがあり、退職。現在無職。

在職でトランスするにあたり、治療に通う時間を調整するなどハードルが高く課題が

多いと感じる。

事例 3 

セクシュアリティ FTM 

当時の年代 30 代 

場所

トラブル時

その時の治療状況 戸籍変更済

要約 就職活動で人事の方に戸籍変更をしたことを話したうえで内定、入職。入職日に人

事から社員全員に「性同一性障害であることを話す」と強要され、不本意なカミング

アウトとなり、精神的に追い詰められ半年で退職。
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事例 4 

セクシュアリティ FTM 

当時の年代

場所

トラブル時 在職時

その時の治療状況 改名、ホルモン療法中、手術はしていない

要約 外見は男性、働き方も男性に振り分けをしてもらえたが、「性的な暴力や嫌がらせがあ

っては困るからカミングアウトするように」と言われ、直属の上司にだけカミングアウトし

ていたが、結果アウティングが行われ、本人の同意なく当事者であることが流布され

た。

事例 5 

セクシュアリティ FTM 

当時の年代

場所

トラブル時 在職時

その時の治療状況 ホルモン療法のみ

要約 性同一性障害の認知度が低かったときなので、理解されず、就活をしても就職できな

いことが続き、就職をあきらめ、数年間自宅に引きこもり生活となった。

事例 6 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 在職時

その時の治療状況 未治療→ホルモン療法 

要約 在職で治療を行い、フルネームはなるべく使わない、髪型、服装、保険証の通称名手続

きはやってもらえたが、社内での通称名使用はなく、自認する性別でトイレ・更衣室の

使用は認められたが社内で性的マイノリティに関する研修はなく、性別移行途中での

使用をあきらめている。そういったストレスから精神科への通院も余儀なくされてい

る。

アウティングの恐怖から労働組合など相談窓口にも行けない。

また、ホルモン療法で筋肉量は低下しているが、荷物の重さなど男性社員扱いで身体

への負担が大きい。
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事例 7 

セクシュアリティ FTM 

当時の年代

場所

トラブル時 採用時

その時の治療状況 ホルモン療法、乳腺摘出手術

要約 内定を得たがホルモン療法を行っていることから内定取り消し。

事例 8 

セクシュアリティ FTM 

当時の年代

場所

トラブル時 転職時

その時の治療状況 戸籍変更手続き中

要約 戸籍変更のタイミングで転職を行った結果入職時に裁判所の戸籍変更許可が間に合

わず、一部の幹部にカミングアウトをせざるを得なかった。転職が戸籍変更のタイミン

グになったのは、手術などの長期休暇が取らなかったため転職のタイミングに手術をせ

ざるを得なかったため。

事例 9 

セクシュアリティ MTF  

当時の年代

場所

トラブル時 就労に関して

その時の治療状況 SRS 済だが、未成年の子供がいるため戸籍変更はできず 

要約 パートナーと死別し、ひとり親世帯。未成年の子供がいるため性別変更はできず、安

定した職に就けない。特にマイナンバーが導入され派遣社員登録も難しい。学費捻出

のためローン利用と水商売でやりくりをしている

事例 10 

セクシュアリティ FTM  

当時の年代

場所

トラブル時 採用時、在職時

その時の治療状況 未治療、その後ホルモン療法のみ（オペ予定あり）

要約 不採用に怯え身体の性別で面接、採用。女性扱いとなっているが、カミングアウトして

どうなるのかが不安でクローゼット。化粧の強要などあり。現在ホルモン療法を実施、

手術予定だが会社へのカミングアウトについてどのように行うか、行った後の処遇に不

安がある。

-参-138-



4 

事例 11 

セクシュアリティ MTF（MTX) 

当時の年代

場所

トラブル時 在職時

その時の治療状況 まだ治療はしていない

要約 男女同じ作業時のため、採用時問題がなかった。周りの会話などからマイノリティ差別

はあるように感じるため、自分のことがばれないように気を付けている。

事例 12 

セクシュアリティ 不明

当時の年代

場所

トラブル時 不明

その時の治療状況 不明

要約 仕事に必要な資格の証明が本名（免許証に記載名）しか使用できない。

事例 13 

セクシュアリティ FTM 

当時の年代

場所

トラブル時 採用時

その時の治療状況 その時の治療状況

要約 大学卒業以来アルバイト。30 代半ばで SRS し戸籍変更し正規雇用を目指すが、長年

の GID の苦しみからうつ病を発症いることもあり採用に至らず。精神障害者の手帳 
3級を取得し障害者採用枠で雇用されている。

事例 14 

セクシュアリティ FTM 

当時の年代

場所

トラブル時 在職時

その時の治療状況 未治療

要約 性自認について言及せずに女性アルバイトとして採用。当面性別移行ができない環境

下だったためクローゼットで就労していたが、他の従業員から詮索され、仕方なくカミ

ングアウトしたところ、従業員全員にアウティングされ、さらに詮索がエスカレート、セク

ハラを受けるようになり、心身の不調から 3 カ月で退職。
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事例 15 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 在職時

その時の治療状況 診断書あり、改名準備、 SRS 予定 

要約 カミングアウトを行い、職場でも理解を得られる。トイレは多目的トイレを使用。

多目的トイレがない職場ではどうするべきか、また SRS、戸籍変更後のタイミングで

転職をするべきか、転職をする際の費用など助成が必要ではないか。検診や職場

設備など国の後押しが必要と感じる。

【本人記載】

【現状】

・去年秋にカミングアウト(友人→職場→家族の順)

・職場については管理職クラスには一通り説明済み。理解を示してもらってはいる。

・服装は男性はスーツ着用のところ、女性と同様のオフィスカジュアル的なものの使用を認めて頂いてい

る。髪型も伸ばして良いことになっている。茶髪も可能に。

・トイレは多機能トイレ(男女共用)があるので、それを使っている。更衣室は元々ない。

・診断書有り。改名は今年度末予定。SRS の予定がある。

【カミングアウトに至るまで】

・4 年前、勤続間もない頃からトランスを決意するが、職場内でもまだ信用も実績もない頃からの実行は無理と

判断。2~3 年掛けて少しずつ変えようとする、少しずつ髪をのばし、段々髪色を明るくしたりしていく段階でクレ

ームが来なかったので思い切って上司にカミングアウトした。

【現状自分自身が感じている不満】
1.転職をしないといけないのか。

男時代の自分を知っている人がいる以上は SRS・戸籍変更の前後で転職して誰も知らないところに転職しな

ければならない。QOL は確かに向上する。でも、それに係る手間や費用負担が重すぎる。何も悪いことはし

ていないのに。 転職他環境を切り替える為の補助金でもないと健常者との差が埋められない。

2.トイレ・更衣室問題

今の職場は多機能トイレの設置があるので何とかなっている。そうでない職場で在職中にトイレを自認に合わ

せようとすると利害関係者全ての合意を取り付ける必要があり、会社の規模によってはほぼ不可能。

【要望】

→自治体・国他から働き掛けが必要ではないか？
→事業所のトイレ設置基準に男女共用トイレを最低限取り付ける規則を設けて欲しい。
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3.「LGBT」という単語について
最近 LGBT フレンドリー企業をうたうところが増えているが、実態は T 以外しか想定していなかったり、その

逆であったりする。一体何を配慮しているのか、どこまで配慮しているのかも不明確で、この種の企業はあえ

て外して就活すべきなのかとも思える程。LGBT 全てが水と油のような存在であると思うし、きちんと分けて

考えるべき。 配慮するにもう少し勉強すべきで、また啓発が必要。

4.健康診断について

勤務先では自社に検診車を来させて行うシステムになっている。

これだと身体の変化が微妙な段階にある GID 者が受けるのは厳しいと感じる人も多いかと思う。集団検診

ではなく、個別検診を受けやすくする為の制度もしくは指導があってもいいのではないか。

5.GID と職種

・(MTF に限る)男性の茶髪が許されている会社は比較的 GID に理解があるのかもしれない。
・医療職、美容師、IT あたりは理解があると言われているが、IT 以外の技術職もそれなりに理解が
あるのかもしれない。
・逆に営業職での在職中のトランスはほぼ難しいと思われる。
【解決案(実体験)】
・私は希望を出せば他の会社・業種への紹介をしてもらえる為、ある程度のRLE と改名を済ませれば
ほぼ埋没での勤務も可能かもしれない。

6.就労支援について

・高校中退者なども多く、就労支援、教育訓練なども必要だと思う。
・出来れば精神障害者として手帳を発行されるのが望ましい。（脱病理化の流れがあるとはいえ、
障害者と定義しなければ支援を施すことが出来ないと思われるため）
【現状】
何もできていないので不安定で低賃金なアルバイトや、性風俗に流れる人が後を絶たない。
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事例 16 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 就職活動

その時の治療状況 ホルモン療法、改名

要約 現在就職活動中。就職で不利にならないように在学中から性別移行を決意、休学期

間を設ける。家族、大学では理解を得られた。休学中には資格取得もし、就職活動を

行った。就職活動では LGBTへの取組で表彰を受けている企業、および経済誌の

調査で社内規定があると答えた企業だけを受けることとしたが、戸籍の性別と外見が

違うことに理解があるように思えず、SRS、戸籍変更後の就職活動とすることを決

意。両親からの理解を得られ、SRS 準備中。 

事例 17 

セクシュアリティ FTM 

当時の年代

場所

トラブル時 在職中

その時の治療状況 ホルモン療法、乳腺摘出

要約 ホルモン療法の効果で腕毛生えているが、女性として雇用されているので処理をす

るか長袖着用が求められる。女性名の名札は全職員苗字のみ表示だがユニフォーム、

検診などは対応されず、解決されていない。
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事例 18 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 在職中

その時の治療状況 ホルモン療法

要約 男性として生きていこうと結婚し、子供も持ったが性別違和が強くなり、専門医の診

断を受け本格的に移行を開始。幸い職場での理解も得られたがその過程で全職員へ

のカミングアウトの条件が出されるなどがあった。

【本人記載】

＜自身について＞
私の場合、幼少期から性違和があり、恋愛対象もずっと男性でしたが、誰にも打ち明けることができず、理由の

説明できない登校拒否等、社会不適合的な育ち方をしてきました。学校、職場等についても、違和はずっとあり

ましたが、ずっと男性として振る舞ってきました。 実は結婚もし、子供も二人おります。性違和はあれど、このま

まじゃいけない、男として生きていかねばならない、という思い込みで、結果的に家族を不幸にしてしまってい

ます。ホルモン療法のみで SRS はしておりませんが、幸い、職場でのトランスは受け入れられているようです。

＜治療と職場について＞
性転換や、LGBT、GID については聞いたことはあれど、自分がそれに該当するとはなかなか気づかず、治療

を開始したのが最近でした。 すぐにホルモン療法を開始、髪型を変え始めましたが、職場にカムできたのは約

一年後になります。職場は  LGBT に関する取り組みは一切無い状態でどのように受け取られるか不安で仕方

ありませんでした。とりあえず味方を作る必要性を感じたため、身近な同僚に個人的にカムを始めることにしま

した。最終的には十数名に直接カムしていたと思います。

治療開始から一年後、性同一性障害の診断書が出たのを機に職場に GIDであることをカム、戸籍名変更のた

めの実績作りに職場での名前を変えたいこと、近いうちに服（紳士物スーツ）を女性物に変えたいこと、いずれ

正式に性別変更したいことを相談しました。結果、受け入れ可との返事をいただけたので、本当によかったと

思っています。もしここで少しでも拒否反応や、難色を示されていたら、職場を辞めざるを得なかったかもしれま

せん。

まもなくして通名での社員証、名刺、保険証も発行できたため、その後の QOL は相当上がりました。 早期にカ

ムしていた上司も理解があり、正式な相談から半年後には服装を切り替えることもできました。初日に事情を知

らない人に驚かれた以外は、わりと受け入れられていたように思います。髪型をすでに女性っぽく変えていた

のと、事前に多くの人にカムしていたのがよかったかもしれません。

服装切り替え後、お手洗いについては地下階を利用するよう言われていましたが、男女共用の１箇所しかあり

ません。地下の喫煙所を利用する男性と鉢合わせることも多く、その後あらためてお手洗いの利用に関して相

談を行いました。その結果、診断書があり、全社カムして女性社員にアンケートを行い、反対する人がひとり
もいなければ女性用のお手洗いを使える、といったルール作りをしていただきました。
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全社カムは、社内 LGBT セミナーの一環として、全社員がいる前で当事者としてカムするという形で行いまし

た。その場で、これまでの体験、治療の経緯、将来的に SRS をすること、性別変更を想定していること、困って

いること（お手洗い問題）等を話す、という、今思い出しても結構重いやりかたで行いました。皆さんには真剣に

話を聞いていただけましたが、1 対他、しかも女性装で面識のある人達にこういったことを話すというのは精

神的に相当来ますし、会社による強制アウティングになるため、今後はそういうことはやらないようお願いしま

した。お手洗いの利用の条件としてカムが必要、というのはある程度理解はしますが、やっぱりつらいです。

また、アンケートについても、プライバシーに関する事項で、日常かつ生理的にどうしようもない問題（お手洗

い）について判断を多人数に委ねるという点が人権的な観点で問題が多く、これはこれで相当つらいです。こ

のため、こちらも相談の上でアンケートは無し、ただし反対意見や不安の表明があれば別途相談、という形に

変えてもらいました。

幸か不幸か、事前の根回し（個人的なカム）のおかげか、全社カムの後も職場や同僚から従来通りの接し方を

してくださり、お手洗いも希望する方を公式に利用することができるようになりました。後は体と戸籍の変更を残

すのみとなっていますが、SRS についてはまだ具体的な話を相談していませんので、どうなるかは不明です。

＜在職トランスが上手くいっている理由の分析＞

・元々あまり男性っぽくなく、仕事面、勤務態度、人付きあい等にも問題がなかったこと

・埋没を諦め、特に女性社員に向け事前にカムする方針にしたこと（口コミで GID やその治療をしていること

が広まっていったこと）

・上長、その上の役員等に早期に相談し、味方に付けていたこと

・髪型の変更、一部へのカム、人事へのカム、名前の変更、服装の変更、全社カム、お手洗いの利用、と、時

間を掛けて段階を踏んで理解を得ていったこと

・正式に相談するタイミングで GID の診断が降りていたこと（偉い人向けにはこれが一番効いた気がします）

・トランスジェンダー（社会運動）ではなく、GID の一人という形で話しを持って行ったこと

・社内のコンプライアンス重視の流れに乗って LGBT セミナーの開催に協力、かつ、全社カムしたこと

（今まで男性として勤めてきた人が女性用のお手洗いの利用することを理解してもらうためには必要でし

た。でもこれが一番辛かったですね）

＜職場のあり方についての個人的意見＞

・GID に対する理解、差別排除のさらなる徹底（採用活動、人事、現場のいずれも）

・職場として多様な生き方、特に GID のような問題について理解や取り組む姿勢があることを表明して
欲しい
・特に、GID 診断済みであれば希望する性で働ける、というような受け入れ体制を作って欲しい
・合理的な理由がある場合を除き、男性はスーツ、といったような性別に紐付く服装規定を設けないで
欲しい
・不必要にアウティングされる心配が無く、安心して相談できる体制作りを義務づけて欲しい
・婚姻以外の原因で氏名を変更する場合や通名の使用について、一定のルールの下に受け入れて欲しい
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＜厚労省として働きかけて欲しいこと＞
・国保だけでなく、保険組合等についても、本人の申告、少なくとも GID の診断がある場合に通名記載の保

険証を発行できるよう、指針を出して欲しい

・戸籍変更前の人について、GID 診断等を条件として、望む性別での性表現、振る舞い、更衣室やお手洗い

の利用等ができるよう何かの指針を出して欲しい（といっても、どうしても個別判断になる部分は出てくると

思います）。こうした指針が広く受け入れられるためには、素行面や迷惑行為に対する厳しい評価、対応も許

容すべきだと思います

・SRS 等、入院や長期療養が必要な GID 治療に関し、出産休暇や育児休暇等と同じ扱いにするよう通達を出

して欲しい。単に休職となると、不利な評価を受けてしまう可能性があります。GID は当人の意思で治療の方

針をある程度決められる性質があるために、こうした不利益が想定されると、本来必要な治療の躊躇や断念に

繋がる可能性が高いです

・ホルモン療法 の保険適用、本当に早く実現して欲しいですね
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事例 19 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 採用時・在職時

その時の治療状況 ホルモン療法、睾丸摘出

要約 常勤採用はされず、在職中のパワハラ、セクハラ。退職以外に解決方法が思いつかず

退職。就労以外にも日常的に差別を受けている現状を解決したい。

事例 20 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 採用時・在職時

その時の治療状況 未治療

要約 通称名と戸籍名が違うので通帳、年金手帳、健康保険証の提出が必須でない職場を

選択していた。

事例 21 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 採用時、在職時

その時の治療状況 診断あり

要約 男性として就職せざるを得ないため就活時は髪を切り、在職中も職場内で嫌味を入れ

るなどがあるため、短くせざるを得ない。特に地方では LGBT 全般が笑いの対象にな

っている。
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事例 22 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 採用時、在職時

その時の治療状況 未治療→ホルモン療法→SRS、戸籍変更 

要約 職場での男子更衣室・トイレを使用するのが抵抗があり、自宅から徒歩で通勤できる

アルバイト先を選択したが、トイレを何時間も我慢しているため頻繁に体調を崩す。20
代前半に正社員として入社するが、性同一性障害という言葉は浸透しておらず、い

じめに遭い、突如「解雇」されるが、自己都合と記載され、ハローワークに相談するも

解決せず。

その後、アルバイトしていた事業所に常勤職員として内定するがカミングアウトしたと

ころ、内定取り消し。就職した別の職場で在職で徐々に性別移行するが、上司から誹

謗中傷を受ける。ストレスから心疾患発症し手術。

その後、SRSし戸籍も女性に変更するも、勤務先の上司が誹謗中傷、パワハラを繰り

返したことから心疾患を発症し手術。また、戸籍変更をしており、戸籍の性別が女性

であるにもかかわらず、同僚からの外見に対するクレームのため、女子トイレ使用を禁

止される。結果うつ状態になり退職。現在精神障害者福祉手帳を受給し就職活動を

行っているが「当事者を雇った経験がない」との理由で不採用が続く。

【本人記載】

＜10代＞

職場では男子トイレで用が足せない。男子更衣室で、同僚と一緒に着替える事なんて出来ない。 それ

故、短時間の自宅から徒歩で通勤できるアルバイトを実施。自宅で作業着に着替え、作業着のまま

帰宅。しかし、トイレを何時間も我慢している為、頻繁に体調を崩す。

＜20代＞

正社員として入社。当時はまだ性同一性障害という言葉は浸透しておらず、TVでは「オカマ」

「ニューハーフ」「オトコ、オンナ」と偏見の対象として扱っていた為、カミングアウトはせず一般

男性として入社。しかし、入社してから暫くすると、職場の同僚から「オカマっぽい」「気持ち悪

い」と馬鹿にされ、人事部から突然「解雇」を言い渡される。しかも、離職票には「自己都合」と記

載。ハローワーク（労働基準監督署）に職場から受けた嫌がらせや、解雇のことを相談するも相手に

されず。

解雇されたのち、専門学校へ入学。無事卒業するも、資格試験に失敗。その為、約 10 ヶ月アルバイ

トをしながら、試験勉強を行う。アルバイト先から、資格取得後は、同社に就職するよう勧められ承

諾。試験合格後、正社員として就職をする前に、経営者にカミングアウトするが、その結果、内定取

り消し。
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性同一性障害であることを秘匿し、別の会社に就職。制服着用したまま出勤し、トイレは昼休みに近隣

のコンビニを利用していた。採用後暫くしてから、上司からと頻繁に馬鹿にされる。それでも一生懸命

働いて、徐々に周囲に性同一性障害のことを理解して貰う。その後、少しずつ髪を伸ばし、化粧をし、

ホルモン治療を行う。

＜30代＞

会社内で異動。しかし、上司が性同一性障害に理解が無く誹謗・中傷される。上司から悪口を言われ続

け、ストレスが溜まり、心疾患発症（心房粗動）になる。その為、心臓の手術（アブレーション）を受

ける。その後、性別適合手術実施。同年、戸籍も男性から女性に変更。容体も安定し復職を考えたが、

パワハラ上司の下ではもう働けないと考え、退職を申し出る。すると、同社内で異動となる。これで暫

く安心して療養できると思ったが、かつてのパワハラ上司からの誹謗・中傷が依然続いた。これらの

事がストレスとなり、再度、心疾患（心房粗動）を発症し、手術（アブレーション）を受ける。

また、職場では容姿が元男性にしか見えないとのことで、性別適合手術を受け、戸籍上の性別を女性

に変更したにも関わらず、複数の同僚からクレームがきているとのことで、管理職から女子トイレ使用

禁止を言い渡される。男子トイレ使用に関しては、性自認が女性で、戸籍上の性別も女性の為、抵抗

があり使用出来ず。その結果、多目的トイレ使用となる。

続く異動の際にも、パワハラ上司からのひどい誹謗・中傷や自身のキャリアを妨げる旨の脅迫を受け

る。その結果、うつ状態になり休職。また虐めの日々が続き、心臓が壊されると考え、退職。 

今現在も精神科の薬（眠剤）を服用しないと夜眠れない為、精神科の主治医に相談し、精神障害者福祉

手帳を出して貰い、就職活動を行っている。しかし、面接では毎回人事担当者から「性同一性障害の

方を雇った経験がなく、受け入れ態勢も整っていない」等の理由で、不採用が続いている。もっと容

姿が女性的なら良かったのにと悔やんでいる。今迄 9 年間、どうにか勤務出来ていたが、性同一性障

害に加え、軽度のうつ病も併発してしまっているので、将来がとても不安に思える。

-参-148-



14 

事例 23 

セクシュアリティ MTF 

当時の年代

場所

トラブル時 在職時

その時の治療状況 未治療から移行、ホルモン療法、SRS、音声・顔面女性化手術 

要約 入職後、性同一性障害と診断され、ホルモン療法を開始、女性化するに伴い職場（１）

内で男性従業員から性的暴行を受ける。人事課に相談するが、戸籍上の性別（男性）

として扱われ問題化せず。配慮として職場異動になるが、職場（２）で女性従業員から

差別的取り扱いがあり、人事課に相談後配置転換で職場（3）に移動。この異動に関

して労働基準監督署、労働委員会に申し立てなど行うが処遇が解決せず職場で適応

障害発症。第三者（労働センター）を入れた交渉をし、配置転換で職場（4）となり、処

遇の改善（通称名使用、女性と同じ制服、業務内容など）されたが、その後配置転換

命令があり、職場（1）に再度移動となり、戸籍上の性別・名前の取り扱いとなり、疾患

名など暴露、男性トイレ・更衣室使用などが続く。

【本人記載】

＜職場での苦悩＞

1、性同一性障害と診断されホルモン療法を受けた始めのころ身体が徐々に女性化、それを職場の同

僚が面白がってからかい胸・お尻を触り、更に性行為の体位を強制的に受ける、上司は私に股間を見

せるなど、嫌がる私の反応を楽しむかのように再々性的暴行を受けたこと。

2、職場で性に関する迷惑行為が発生した際、人事課に相談しても男性(戸籍上の性別)からの訴えと対

応され問題が無かったことにされたこと。

3、性同一性障害の治療(性別適合手術・声の女性化手術・顔面女性化手術)を受けている効果もあっ

て私生活では戸籍上の性別を知らされない限り、本人を女性と周囲は認識している。一方、会社では

本人の性別・病名を従業員によって暴露されている上、名簿・社員証等の個人情報からも本人の戸籍

上の性別が知れ渡っているため、本人を男性扱いする、偏見・先入観で取扱われるなど私生活の性別

取扱いと逆転していることが辛い。

実際、女性施設から男性施設で働くように命じられたことがある。同時に、女子制服から男性時に着

ていた作業着を給付させられたことが最も辛かった。更に、人事担当者から、他に行かせる部署がな

いと説明を受けているため、戸籍変更しない限り定年まで男性施設で働くことを余儀なくされてい

る。

4、勤務先の性別取扱いは社内規定に従うことが基本で、性同一性障害のため性別適合手術を受け身体

の性別が変更されていても戸籍上の性別で扱うことになっている。このため、戸籍変更しない限り性

自認する性別で扱われないこと。

5、妥当な診療を受けているのにも関わらず性同一性障害は存在しないという認識の上司が存在し、身

体的特徴を話題にされ侮辱されたこと。

6、精神的苦痛が積み重なり円形脱毛症や過呼吸が起こり職場で救急搬送されたこと。会社に産業医は

常駐しているが性同一性障害の相談に対しては消極的な対応をとる。
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【会社で受けた処遇】

ホルモン療法で身体の変化から職場で男性従業員から性的暴行を受ける。人事課相談後、女性従業員

の居る職場へ異動と下記 1-1～1-2 の配慮を受けた。

1-1 女性の服装・髪型の許可

1-2 女子施設(トイレ・更衣室)の使用許可

その後、職場の女性従業員から性別の差別的取扱いを受けたため人事課に相談。かつて女性従業員が

配置されたことのない場所へ異動。この異動は配置命令権の権利濫用の疑いがあったため下記 3-1～

3-5 を実施した。

2-1 処遇について助言依頼(労働基準監督署)※処遇の改善なし

2-2 個別労働紛争あっせん(労働委員会)※処遇の改善なし

2-3 調停申し立て(労働委員会)※処遇の改善なし

処遇問題で解決されず精神的苦痛が積み重なり職場で適応障害発症。適応障害の労災申立を行おうと

したが会社側が配慮するとのことで労災申請取下げ。第三者(地元の労働相談センター)を会社に招き

処遇の改善について交渉した。結果、女性中心の職場へ配置転換となりないとして 下記3-1～3-5の配

慮を受けた 。

3-1 通称名を使用し、戸籍上の名前・性別の保護

3-2 疾患名のプライバシー保護

3-3 事情を知っている者から他人に口外しない配慮

3-4 会社から女性に認められた女子制服着用の許可

3-5 女性と同じ業務内容

処遇が改善されたが、業務上のミスを理由に配転命令入社時の部署、男性中心の職場へ異動し下記4-1

～4-7 の不利益扱いを受けた。

4-1 戸籍上の性別・名前の取扱いに戻される

4-2 疾患名などのプライバシー情報の暴露

4-3「治療を受けている事情など知らない」などと上司から病名・性別の否定を受ける

4-4 男性時に着ていた作業着を再び給付する

4-5 男子トイレ・男子更衣室・男子休憩室しかない施設環境

4-6 ひとりの女性従業員として扱うことなく目の前で着替えをして裸または下着を見せる

4-7 会社から「あなたは能力がないため、現在の部署以外働ける場所がない」と受ける

これら人事課に相談すると社内規定で対応すると説明、現在戸籍上に従った対応しかない。処遇問題

で解決されず、職場で状態が悪化し、下記 5-1～5-4 の精神的不利益扱いを受けた。

5-1 不利益の影響で通院を余儀なくされ、処遇改善のため会社宛てに再三診断書発行

5-2 周囲の扱いから身を守るため追加の治療(顔面女性化手術)を実施

5-3 精神的苦痛が積み重なりうつ病発症

5-4 性別の差別的取扱いが続き不安緩和のため、休日は訪問看護サービスを受ける
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当事者の困り事と望まれる対応
日本性同一性障害・性別違和と共に生きる人々の会

政府・行政に求められる対応
トラブル・困りごと内容 望まれる対応

1 入職後性別移行を始めるが周囲の理解を得られな
い

2
在職で性別移行を始めたところいじめやからかい
の対象となる。

3 健康診断時、どのように受ければいいのか悩む。

4
⼾籍変更後の入職した職場での健康診断で、元の
性別が気づかれないか不安になる。

5

性別移行中だが、望む性別での取り扱いがされ
ず、業務内容も男女差があり、身体的な負担が大
きい。

6
不採⽤を恐れて⼾籍上の性別で入職したため、苦
痛。

就労後の性別移行についても対応することを保障する、
性別移行を理由に不当な配置転換、退職に追い込まれる
ことがないようにガイドラインを整備する。

7
⼿術を受けたいと思っているが、⻑期休みが取れ
ず、非常勤・退職するしかない。

⼿術のための⻑期休暇取得を保障するように。病気休
暇、傷病⼿当の受給申請できるようにする。

8 ホルモン療法、精神科に受診・業績⼿続きを行う
ために勤務調整が難しい。

通院・⼿続きのための病休制度など設置させる。

9
書類上の性別が違うため、マイナンバーなど書類
提出ができず、非常勤や限られた職種しか働け
ず、生活が苦しい。

提出が必須書類（JIS履歴書・住⺠票・マイナンバー・
就職前健診）からの性別欄をなくす。社会保障に加入す
るさいも性別が雇⽤主にわからないような制度にする。

10
「当事者を雇った経験がない」との理由で採⽤に
至らず。

性別移行を理由とした就労差別を禁止を明示し、相談窓
口を設け、是正する。

11
⼾籍変更をしてから正規雇⽤を目指すと30代に
なってしまい、正職員になるハードルが高くなっ
てしまう

就労⽀援・⼾籍変更を学生のうちに行えるように保険適
⽤など医療費負担軽減や年齢の引き下げ、、採⽤時の差
別をなくすようガイドラインなど作成する。

12
⼾籍が変更できないため、非常勤での就業にな
り、性別移行のための費⽤が工面できない。

医療費の保険適⽤など本人負担の軽減。障害者雇⽤枠で
の採⽤を可能とする。

13
セクハラ・パワハラ、いやがらせのような職場に
おける不当な扱い。

労働基準監督署や労政事務所などにおける相談体制の強
化、対象の企業に対する仲裁・斡旋・指導の強化、継続
的なフォローを行う。

性同一性障害について、企業に研修義務付けを行う。セ
クハラ相談窓口の業務に性同一性障害に対するハラスメ
ント対応の義務付けを行う。
健康診断受診をかかりつけの病院で受診可能なことを周
知し、かかりつけの病院で受診費⽤を企業が持つように
する。また、情報の共有は本人の望む範囲としアウティ
ングを禁止する。
望む性別での就労を保障し、通称名使⽤、ユニフォー
ム、就労形態は望む性の取り扱いにするように企業に働
きかけを行う。

資料3
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職場・企業に求められる対応
トラブル・困りごと内容 望まれる対応

1 入職後性別移行を始めるが周囲の理解を得られな

2 不採⽤を恐れて⼾籍上の性別で入職したため、苦

3
在職で性別移行を始めたところいじめやからかい
の対象となる。

4 SRS⼿術を終えているが、事情があり⼾籍変更を
していない。⼾籍上の扱いしかでないと⾔われ

5
健康診断時、どのように受ければいいのか、移行
後であれば元の性別を気づかれることにならない
か不安になる。

6
着替えの部屋が希望の性別の更⾐室ではなく⼾籍
上の性・もしくは特別な部屋を指定される。

7
ホルモン療法（⼿術）をしてるが、健康診断の際
に男女別で、⼾籍上の性別での対応をされた。

8
トイレが希望の性別を使えない。多目的トイレの
使⽤を強要される。

9
性別移行中だが、望む性別での取り扱いがされ
ず、業務内容も男女差があり、身体的な負担が大

10
⼾籍の性別での就労しか認められずホルモン療法
で髭が生えているがユニフォームは女性ものなど
の状況になる。

11
⼿術を受けたいと思っているが、⻑期休みが取れ
ず、非常勤・退職するしかない。

⼿術のための⻑期休暇取得を保障。傷病⼿当を受給でき
るように制度を整備する。

12
ホルモン療法、精神科に受診・業績⼿続きを行う
ために勤務調整が難しい。

通院・⼿続きのための有給休暇取得を認める。

13
「当事者を雇った経験がない」との理由で採⽤に
至らず。

性別移行を理由とした就労差別せず、能力にあった就労
ができるように採⽤を進める。

14
入職後トラブルにならないようにと全職員（多
数）へのカミングアウトを強いられた。または勝
⼿に告げられた。

カミングアウトを強要しない。カミングアウトを採⽤、
雇⽤継続の条件としない。カミングアウトをした場合も
情報の共有範囲は当事者の望む範囲とする。

15
在職で性別移行を開始することを人事に相談した
ところ全職員に知られた。

情報の共有範囲を自身でコントロールできるように、性
別に関する情報（⼾籍名や過去の性別なども）は取り扱
い、管理を行う。アウティングを行わない。

当事者の在籍有無にかかわらず、性別移行についての研
修を実施する。性別及び性別移行に関して、当事者が望
む範囲以上に共有を行わない。通称名を使⽤可能にし、
本名は本人の望む範囲以上に共有を行わない。更⾐室や
トイレ等の性別で利⽤者が分かれる施設を望む性別の施
設を使⽤可能なようにする。また、制服等で性別ごとに
違う場合において、希望の性別の服を着⽤可能にする。
「我が社は性別移行をサポートします」というメッセー
ジを発信し、性別移行中、移行後も働き続けられること
を表明する。

- 2 -
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上司・社員に求められる対応
トラブル・困りごと内容 望まれる対応

1
入職後性別移行を始めるが周囲の理解を得られな
い。

2
⼾籍の性別での就労しか認められずホルモン療法
で髭が生えているがユニフォームは女性ものなど
の状況になる。

3
着替えの部屋が希望の性別の更⾐室ではなく⼾籍
上の性・もしくは特別な部屋を指定される。

4
トイレが希望の性別を使えない。多目的トイレの
使⽤を強要される。

5

入職後トラブルにならないようにと全職員（多
数）へのカミングアウトを強いられた。または勝
⼿に告げられた。

カミングアウトを強要しない。カミングアウトを採⽤、
雇⽤継続の条件としない。カミングアウトをした場合も
情報の共有範囲は当事者の望む範囲とし、アウティング
は行わいない。

6
在職で性別移行を開始することを人事に相談した
ところ全職員に知られた。

情報の共有範囲を自身でコントロールできるように、性
別に関する情報（⼾籍名や過去の性別なども）は取り扱
い、管理を行う。アウティングを行わない。

7
在職で性別移行を始めたところいじめやからかい
の対象となる。

研修などを通じて性別移行について理解を深める。いじ
め、からかいが起こった場合は加害側に対して指導など
行い是正する。

性別移行について研修を受ける。本人の希望にそって性
別移行ができるように通称名使⽤、ユニフォームの変
更、勤務調整がなどを理解する。

- 3 -
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資料 4

当事者の就業に関する過去の事件と裁判例

-参-154-



- 1 -

S社解雇事件

【日時】
2002 年 3 月 12 日提訴
2002 年 6 月 20 日東京地方裁判所（細川⼆朗裁判⻑）決定
労働判例 830 号 13 頁(2002/10/01)

【申立て】
1 債権者が債務者に対し，雇用契約上の権利を有する地位にあることを仮に定める。
2 債務者は債権者に対し，平成 14(2002)年 4 月 24 日から本案判決確定に至るまで毎月 25 日限り月額
24 万 1000 円，毎年 7 月 10 日に 52 万 2600 円，毎年 12 月 10 日に 60 万 3000 円を仮に支払え。

【決定内容（主文）】
1 債務者は，債権者に対し，22 万円及び平成 14(2002)年 6 月から平成 15(2003)年 4 月まで毎月 25 日
限り月額 22 万円を仮に支払え。
2 債権者のその余の申立てを却下する。
3 申立費用は債務者の負担とする。

【事案の概要】
男性社員 X（昭 40(1965)年生）は平成 1997 年 10 月出版社 Y に採用されて、以来主として地図情報に

関するデータベースの作成や現地調査等を担当していたところ、2002 年 1 月 21 日、Y から、地図等の

出版物の製作部門への配転の内示を受けた。X は、これに対し「自分を女性として認めて欲しい。具体
的には、女性の服装で勤務したい。女性トイレを使用したい。女性更衣室を使いたい」旨申し出、上記
申出を Y が承認しなければ配転を拒否する旨回答して、翌 2 月 12 日から 3 月 1 日迄欠勤した（欠勤日
は後日有給とされた）。
Y は X の申出を拒否すると共に、2 月 14 日、X に対し製作部製作課への配令命令書を書面で送付した

ところ、X は、公的機関（ハローワーク）に告発する旨の文書といっしょに上記通知文を破棄したもの

を同封して Y に返却してきた（その直後、X は Y に対しこれらの行為についての謝罪文を送付してい

る）。
X は 3 月 4 日から 4 月 17 日までの間、女性の服装・化粧等をして出社し、配転先で在席したところ、
Y は、「女性風の服装またはアクセサリーを身につけたり、または女性風の化粧をしたりしないこと。
服装を正して始業時間迄に出社すること。本件命令に従わない場合、就業規則に基づき厳重な処分とし

ます」等と記載した通知書を X に渡す等して、いずれの日も自宅待機を命じ、4 月 17 日、業務命令
（女装で出勤しないこと等）違反等を理由として X を懲戒解雇した。X はこれを不服として、懲戒解
雇無効の仮処分を求めた。
なお、X は Y に入社する直前に結婚して、妻との間で子供をもうけたが、2000 年 5 月に性同一性障害
と診断され、それ以来精神療法等の治療を受けており、同年 10 月には妻とも離婚し、平成 2001 年 7 月
には家裁で⼾籍名を女性名に変更している。

【決定の概要】
裁判所は X の配転命令拒否等については、正当な理由がないものの、「懲戒解雇に相当するほど重大
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かつ悪質な企業秩序違反」とは言えないとして Y の主張を斥けた。
次に X が女性の容姿で出社したことについて、裁判所はまず、Y の社員や取引先、顧客のうち相当数
が、X の容姿に嫌悪感を抱いたり抱くおそれがあり、そのため Y が X の行動による社内外への影響を

考慮して、当面の混乱を回避するため、X が女性の容姿による就労の禁止を命じたことには一応の理由
があると判断した。

そのうえで裁判所は、X が性同一性障害により精神療法等の治療を受けて、女性としての性自認が確
立しており、今後変化することもないとの診断がなされて、職場以外において女性装による生活状態に

入っており、妻とも離婚し、⼾籍名も女性名に変更され、男性の容姿をして Y で就労することが精神
的・肉体的に困難になりつつあり、他者から男性としての行動を要求されたり、女性としての行動を抑
制されると、多大な精神的苦痛を被る状態にあり、このような状態においては、X が Y に対して、女
性の容姿をした就労と配慮を求めることには相応の理由があると判断した。

更に裁判所は、「債務者（Y）社員が債権者（X）に抱いた違和感及び嫌悪感は（中略）、債権者にお

ける上記事情を認識し理解するよう図ることにより、時間の経過も相まって緩和する余地が十分あるも

のといえる。また、債務者の取引先や顧客が債権者に抱き又は抱くおそれのある違和感及び嫌悪感につ

いては、債務者の業務遂行上著しい支障を来すおそれがあるとまで認めるに足りる的確な疎明はない。
のみならず、債務者は、債権者に対し、本件申出を受けた 1 月 22 日からこれを承認しないと回答した

2 月 14 日までの間に、本件申出について何らかの対応をし、また、この回答をした際にその具体的理
由を説明しようとしたとは認められない上、その後の経緯に照らすと、債権者の性同一性障害に関する

事情を理解し、本件申出に関する債権者の意向を反映しようとする姿勢を有していたとも認められない。
そして、債務者において、債権者の業務内容、就労環境等について、本件申出に基づき、債務者、債権
者双方の事情を踏まえた適切な配慮をした場合においても、なお、女性の容姿をした債権者を就労させ

ることが、債務者における企業秩序又は業務遂行において、著しい支障を来すと認めるに足りる疎明は

ない。以上によれば、債権者による本件服務命令違反行為は、懲戒解雇事由である就業規則 88 条 9 号
の「会社の指示・命令に背き改悛せず」に当たり、また、57 条の服務義務違反に反するものとして、
懲戒解雇事由である 88 条 13 号の「その他就業規則に定めたことに故意に違反し」には当たり得るが

（中略）、懲戒解雇に相当するまで重大かつ悪質な企業秩序違反であると認めることはできない。」旨
判旨して、懲戒解雇は権利濫用により無効とし、X の請求を認める仮処分決定をした（賃金仮払い）。
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O社解雇事件

【日時】
2006 年 10 月提訴
2007 年 12 月 大阪地方裁判所（中⼭誠一裁判⻑）和解成立

【申立て】
1．地位確認
2．慰謝料 200 万円を支払え。

【和解内容】
・解決金 180 万円を支払う。
・男性が在職中に不快な思いをしたことに遺憾の意を大阪自彊館が表し、障害への理解を深めるよう取
り組む。

【事案の概要】
K は 2004 年 9 月、野宿生活者の健康や就労相談を担う巡回相談員として、大阪市から事業委託を受け

たО社に採用された。
巡回相談員は約 30 人。仕事内容は通常⼆人一組で、市内で割り当てられた地区の野宿生活者のテント

を回る。勤務は週 5 日、一日 8 時間。契約期間は半年で、給与は手当込みで月 17 万円弱。解雇された

2007 年 3 月末までは自動的に契約が更新されていた。
K は⻑く性的違和感を覚えていたが、家族への遠慮から男性として暮らしてきた。しかし、2003 年か

ら女性として生活を始め、やがて医療機関で GID の診断を受けた。採用の面接時に髪を伸ばしている

理由を尋ねられ、GID であることも申告している。
職場での風当たりが強くなったのは、女性の服装で出勤するようになった昨年 4 月から。⼆カ月後、相
談業務の責任者から「通報されるから女性トイレを使うな」「化粧をするな」と言われた。「（その姿
では）野宿者にバカにされる」としかられたこともあった。
そのころ、福祉関係のシンポジウムに女性の服装で出席したことが伝わり、後になって法人内で「法人
の名前を汚した」と問題視されていることを知った。
その後、上司が代わったものの、状況は一段と厳しくなった。区役所の施設で野宿生活者と相談するこ

ともあったが、ペアの相手から「区役所の面接室に入るな」となじられた。
「細かい嫌がらせだったけど、車で巡回していて、区役所でトイレに入っている間に置き去りにされた

こともあった」（K 談）

K は事情を理解してもらおうと「性同一性障害について、周りの理解を深めるような学習会をしてほし

い」と職場に申し入れたこともあった。だが、聞き入れてもらえなかった。
2007 年 2 月、新たな診断書を提出し、円滑に仕事をできるよう配慮してほしいと訴えたが「その必要
はない」とはねつけられた。
翌月、契約更新の間際に上司から「退職の手続きをとってくれ」と一方的に解雇を告げられた。理由は

一切、説明されなかった。
K は解雇された直後、非正規雇用者の問題に力を入れる個人加盟の労働組合に加入した。

-参-157-
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2007 年 4 月のユニオンとO社の団体交渉で、O社側は「面接（相談）件数が少ない」と解雇の理由を挙
げた。巡回後には巡回者の名前が報告書に記録される。しかし、K や元同僚によると、K 報告書を書
かせてもらえず、ペアの相手が書いた場合、K の名前は記されなくなったという。

-参-158-
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A社内定取消事件

【日時】
2008 年 2 月提訴
静岡地裁 判決未詳

【申立て】
1．地位確認
2．慰謝料 198 万円を支払え。

【事案の概要】
性同一性障害（GID）による就職内定取り消しは違法として、静岡県で男性として暮らす女性（33）
が、A社を相手に、慰謝料など約 198 万円の支払いを求めた損害賠償訴訟を起こした 。
女性は GID を告げずに社⻑らと面談。昨年 9 月 10 日、「21 日から勤務が決まった」と連絡があり、東
京から市内に引っ越して、同 20 日に入社承諾書や性別が女性と記載されている年金手帳などを会社に提
出した。
同日中に、会社から性別の問い合わせがあり、女性が GID について説明すると、翌日に会社から電話が
あり、「身元保証書を代筆したり、性別詐称をする人は信頼できない」などとして、内定取り消しと
引っ越し代などとして 10 万円の支払いを告げられた。
女性の弁護人は「GID と明かして就職活動をしても、現状では採用はまず無理。今回のようなケースが
認められれば、GID の人は生きる権利を奪われる」と批判。一方、社⻑は「性同一性障害だから取り消
したのではない。身元保証人の署名を自分で書くなど、重要書類を偽造する人は信用できないと判断し
た」と反論している。

-参-159-
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I社社員自殺事件

【日時】
2014 年 4 月提訴
2017 年 1 月 25 日 広島地裁 請求棄却
2017 年 10 月 12 日 広島高裁 請求棄却
2018 年 2 月 24 日 最高裁 上告棄却

【申立て】
1．労災に基づく遺族補償年金不支給の取消

【事案の概要】
原告は元会社員の⺟親（６６）。元会社員は 2008 年 11 月、勤め先で同僚に性同一性障害であると告
白。その後うつ病になり、解雇通知を受けた後の 09 年 1 月に自殺した。遺族側は告白により退職強要を
受けたことが自殺の原因だったと主張したが、高裁判決は遺族側が主張したような職場での嫌がらせや
いじめはなかったと認定。「自殺の原因は業務とは認められない」として請求を退けた。2018年 1 月の
一審・広島地裁判決は、元会社員にとってカミングアウトは大きな心理的負荷になったが「私的な内容
で、業務上の出来事とは評価できない」と判断。退職強要の事実もなく「自殺は業務が原因とは認めら
れない」と結論づけた。

-参-160-
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K社処遇改善事件

【日時】
2015 年 11 月 13 日  提訴
2019年12月　東京地裁にて判決（ヒアリング後、本資料掲載にあたり追記）

【申立て】
1．処遇改善
2．1600 万円の損害賠償を求める。

【事案の概要】
職員は入社後の 1998 年に性同一性障害の診断を受けた。2009 年に「女性として勤務したい」と申し出
て、女性の服装での勤務や女性用トイレの使用を認められた。
しかし 11 年ごろ、上司や人事担当者が「性別適合手術を受けて⼾籍上の性別を変更しなければ異動さ
せられない。変更しない場合、同僚女性の同意がなければ女性用トイレの使用は認めない」と述べ、
障害者用トイレを使うよう求めた。
また上司から「（⼾籍変更に必要な）性転換手術を受けないなら男に戻るべきだ」などといわれ、鬱
病になった。さらに（トラブルを防ぐため）異動した場合は新部署でカミングアウトするよう命じら
れ、実質的に異動ができなくなったなどとしている。

（ヒアリング後、本資料掲載にあたり追記）
裁判所は女性用トイレの使用の制限を「違法」とし、慰謝料など百三十二万円の支払いを命じた。裁
判長は「自認する性別に即した社会生活を送ることは重要な法的利益で、制約は正当化できない」と
判断し、上司が面談で「もう男に戻ってはどうか」と発言した点も「性自認を正面から否定する」と
して違法だとした。
原告、被告とも控訴。

-参-161-



- 17 -

Y社アウティング事件

【日時】
2016 年 6 月 28 日 提訴
名古屋地裁にて現在係争中

【申立て】
1．330 万円の損害賠償を求める

【事案の概要】
会社員は⼾籍上男性だが平成 26 年 1 月に性同一性障害との診断を受けた。同 5 月に名古屋家裁が女性
名への変更を認めたため、上司に健康保険証などの変更手続きを依頼した。職場では男性名で働きたい

と要望する一方、更衣室は男性用を使わなくて済むように配慮を求めた。
だが会社側は一方的に掲示物や名札を女性名に変えた上で、役員用更衣室などの使用を認める代わりに、
同じ課の従業員の前でカミングアウトするよう強制した。会社員は６月中旬に朝礼で３回「性同一性障
害で、治療には皆さまに迷惑がかかります。理解と協力をお願いします」との説明を強いられた。

-参-162-
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S病院アウティング自殺未遂事件

【日時】
2019 年 8 月 30 日提訴

【申立て】
1．慰謝料 1200 万円を支払え

【事案の概要】
性同一性障害で性別を変えたことを勤務先の病院で同意なく明かされ、同僚らの言動で精神的な苦痛を

受けた。
原告は男性として生きることに違和感を覚え、20 代で性別適合手術を受けた。2004 年に性同一性障害
特例法に基づいて⼾籍の性別を女性に改め、05 年に家裁に申し立てて名前も変えた。13 年 10 月、大阪
府内の病院で看護助手として働き始めた。
原告は働き始めて約２週間後、看護部⻑から「元男性」と明かしていいかを聞かれ、「すでに⼾籍も体
も変わっているし、必要はないのでは」と伝えた。しかし、医療に携わる者同士だから問題ないとして、
同僚たちの前で明かされた。
その後、同僚らから、原告が女性更衣室を使うことを「気持ち悪い」などと言われた、体を見せるよう
求められた、結婚して夫の姓に変わった際、中傷された――などと主張。こうした行為による精神的苦
痛が積み重なり、原告は今年２月、病院６階から飛び降り自殺を図り、肋骨（ろっこつ）やかかとを骨
折した。
原告側は「本人の意に反して性別変更を明かすことは許されず、従業員への適切な指導も怠った」と訴
えている。

-参-163-



資料 5 まとめ

日本性同一性障害・性別違和と共に生きる人々の会
性同一性障害の当事者は、
就労に関してほとんどの人が苦痛・苦悩を味わっている
・簡単に就職できない（100 社受けても決まらない人がざらにいる）

・就労中に性別移行を行うことへの困難さ。
・性自認と扱いへのギャップに常に苦しめられる。

当事者は、特別な配慮を求めているわけではない
自分の本来の性別（≒性自認）で扱って欲しい
ということ ただそれだけ

国のできる施策は、今すぐにやって欲しい
・JIS 履歴書からの性別欄削除。
・人権侵害が発生した際に、その迅速な救済。

労働基準監督署や労政事務所の積極的な介入（仲裁・斡旋・指導など））

・望む人には障害者雇用枠での採用。
・ホワイト企業名、ブラック企業名の公表。

性別は、センシティブな個人情報であるという認識の徹底
アウティングやカムアウトの強要は絶対にダメ！
・死に直結する。

地方は悲惨
・都市圏はともかく、地方の現状は悲惨。条件が悪くても、しがみつくしか無いのか。
・薄い理解（行政も含む）。遅れる対応。モデル地区とか特区のような施策がとれないか。

継続的な啓発活動が必要
・1 回限りの講演会などではなく、全社員を対象としたセクハラ講習。
・厚労省の HP に解説とテストを掲載など。
・プライバシーマークのような認定制度の創設。

性指向の問題と性自認の問題を混在させない

・性指向と性自認では、問題の所在や困り事、その解決方法が全く異なる。
・両者を同列で扱うべきでは無い。指針や事例集を出す場合でも、冊子を分ける。
・LGBT という言葉は使わない。（LGBT 以外のセクシュアリティの否定につながる）

-参-164-
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4-1.早川工業株式会社

所在地 岐阜県 

業種 製造業 

従業員数 25名 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況

・ 高齢職人が多い状況の中で、技術伝承がうまくいかず、新しく入社した人材の定着が難し

かった部分があった。そこで、社内の雰囲気を変える方に舵を切った。早川工業という会

社が面白そうだと思って入ってくれる人を増やしたいという思いが強かった。同時に、町

工場に新たな感性や想像力をもたらしたいと考えていた。設備投資等は難しい中で、こう

した思いを実現したいと考えた末、ダイバーシティ経営に取り組むことに決めた。2017年

ごろのことである。

・ 以前は、社員の平均年齢が約 58 歳だった。現在は、若い人材を積極的に雇用するように

しており、平均年齢は 42～43歳になった。近年採用した若手社員は、東京都や富山県、静

岡県等の出身が多い。元々は、地元出身者が多かったが、若い移住者が増えている。

・ 定年は 60歳だが、再雇用等で 70歳弱までいる者も多い。

・ 現在、障がい者４名、難治性疾患者１名を雇っている。知的障がいのある者はプレス加工

と出荷準備にそれぞれ１名、身体障がいのある者は金型加工、発達障害のある者はワイヤ

ー放電加工機のオペレーター、難治性疾患者は中国の責任者を担っている。

・ 女性社員は８名である。これまで、女性社員は出荷準備の仕事が多かったが、近年は現場

の仕事を行う者もいる。新卒１名、中途１名の２名は金型を行っている。

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況

・ 当事者であると認知している社員はいない。

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ

・ 経営者が海外留学をしていた時に、LGBTの当事者と交流したことがあり、当事者がいるこ

とを理解していた。

・ また、重度知的障がいを抱える家族がいることから、人の在り方と長く向き合ってきた。

LGBT当事者の支援を行う「On the Ground Project」という民間の活動と出会った。同プ

ロジェクトの代表の講話で、例えば、彼氏がいるかどうかを聞くのではなく、パートナー

がいるかどうかと聞く方がよいという話を聞いた。そうした話が印象深く、社内での研修

を実施することにした。 

・ 就業規則の見直しを行っている時期に、「On the Ground Project」という活動に出会った

こともあり、LGBT の当事者が働きやすいように就業規則等を変更することになった。「On

the Ground Project」による研修を受講することにした。
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４. 性的指向・性自認に関する取組状況

① 方針の策定・周知や推進体制づくり

・ 自社のエントリーシートには性別欄を設けていない。

・ 採用ポリシーにおいても、差別を行わないことを明記している。

・ 就業規則にも、LGBT に関する内容を盛り込んでいる。

② 研修・周知啓発などによる理解の増進

・ 「On the Ground Project」による研修を役員を含めた社員全員が受講した。

③ 相談体制の整備

・ 特に設けてはいないが、個別に相談対応を行う用意がある。

④ 採用・雇用管理における取組

・ 採用については、LGBT当事者も働くことができる場であることをアピールしている。しか

し、受け入れる姿勢をアピールしていても、大手企業を選ぶ人が多い。ゆえに、町工場独

自の魅力を伝えることを重要視している。反対に、早川工業に入りたいという思いが強い

採用希望者もいる。しかし、ものづくりへの関心がないと採用することはできないと伝え

ている。全員が、LGBTに寛容で優しいわけではないため、ものづくりへの情熱や思いがな

ければ、つらい環境になってしまう可能性があることも伝えている。

・ ハラスメントやアウティングについては、理解ができていて、カミングアウトがあった場

合もきちんと対応できる。LGBT に限らず、そもそもの人間としてどう認め合うか、どうそ

れを実現するかを考えるのが、組織づくりにおいて重要である。ただし、カミングアウト

を無条件に是とする姿勢には、懐疑的である。

⑤ 福利厚生における取組

・ 当事者からの要望に応じて、対応を進める用意がある。福利厚生は、事実婚のカップルに

も対応している。

・ その他の社内制度や設備等についても、要望に応じて柔軟に対応する予定である。

⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境

・ みんなのトイレを設置している。

⑦ 職場における支援ネットワークづくり

・ 社内では特に LGBTに関するネットワーク支援は行っていない。

・ これまでに当事者向けの採用イベントなど、「On the Ground Project」の活動に参加して

きた。 

以上 
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５. 取組に関する評価、課題、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ なし 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ なし 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ LGBTや障がい者関係なく、採用時には、本人の内発的動機を大事にしている。内発的動機

がある人、内発的動機にもとづいて行動できる人を採用したいと考えている。 

・ 社内の人間関係づくり、相互理解に注力している。お互いの違いを知ろうと言葉にするこ

とは簡単だが、実際に理解し合うことは難しい。LGBT や障がい者等に対して、嫌いという

感情を持つ人が少なからずいても仕方ないが、社内において、当事者の存在をないものに

するような振る舞いを許さないようにしている。 

・ 大半の健常者は、LGBTや障がい者のことを、一生の中で自分が会う必要のない存在だと思

うかもしれない。しかし、そのような人に出会った方が、人間性や感性が豊かになると思

っている。また、その機会が若い時であればあるほどよいと考えている。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ LGBT 当事者向けの就活イベントに出展したことがあるが、その場で面談をした LGBT 当事

者４名の全員が精神疾患を患っていた。性的少数者であること自体が原因なのではなく、

様々な困難のために鬱状態になり、働けないでいることに気が付いた。LGBT当事者かつ精

神疾患のある者や発達障害者等の支援を行っている機関がないのではないか。 

・ 企業と LGBT というテーマで議論する時、話題の対象は、就労が十分可能な心身の状態に

ある当事者のみになってしまっていないか。 

・ ある LGBT当事者から、「自分にも理解できない当事者がいる」と聞いたことがある。LGBT

のように一括りにしない個別対応が必要だと考える。なかなか理解されないダブルマイノ

リティ・トリプルマイノリティ（性的マイノリティ＋精神疾患・知的障がい・外国人など）

当事者に対して、誰がどのように支援・対応するのか考える必要があるのではないか。 
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4-2. 大橋運輸株式会社 

 

所在地 愛知県 

業種 運輸業，郵便業 

従業員数 111名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ ダイバーシティ推進に注力した背景には、規制緩和による価格競争激化の影響や 2020 年

におとずれると予想されているドライバー不足に対する危機感があった。そうした危機感

から、2006 年ごろより ES 向上の取組を開始した。取組は４つある。１つ目は食事会開催

や表彰などの福利厚生制度の充実、２つ目は資格取得や図書購入支援などの成長支援、３

つ目が健康経営、４つ目が働き甲斐を高めるための地域活動である。 

・ 特に 2012 年ごろより、健康経営を強化した。健康経営には女性の視点が必要であると考

え、まず、子育て期の従業員が働きやすいように、週３日勤務や１日４時間勤務、出社時

間の午前・午後選択などを認めた。女性の職域も広げ、それまでは事務職のみであったが、

営業・安全・企画・健康・運行なども募集し、働いてもらっている。女性が働きやすい職

場は、すべての人の働きやすさに繋がると考えている。 

・ 健康経営を強化したタイミングで、より多様な視点取り入れたいという思いで、外国人採

用を毎年行うようになった。現在は、３ヶ国（フィリピン、台湾、ネパール）の外国籍の

正社員がいる。 

・ 障がい者雇用も行っており、全従業員の 5.4％が障害のある従業員である。以前は、9％を

維持していた時期もあった。 

・ 新卒の応募者が中小企業にも関わらず、去年、一昨年もそれなりにあり苦労していない。

性的少数者のみならず、ダイバーシティの取組に共感して入社する多様な人材が多い傾向

にある。日本人だけでなく、外国人の応募もダイバーシティの取組に共感した人もいる。 

・ 「平成 28年度新・ダイバーシティ経営企業 100選」（経済産業省）に選定された。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 最初にあったカミングアウトは、約 15年前の面接時に、FtMのドライバー希望者本人が申

し出たことである。２番目に入社した MtFの方は、履歴書の性別欄に男女両方丸を付けて

提出していたため、当事者であることがわかった。当事者である社員の多くは FtMである。

当事者であることを社長にのみ伝えている者と、入社時からカミングアウトしている者が

いる。 

・ 現在、LGBT 等性的少数者は複数名いる。全部署に１人はいる状況である。 

・ 当事者として就業しているのみならず、複数名の社員がカミングアウトしていることは珍

しいのではないかと思っている。 

・ 雇用形態は全員が正社員。マネジメント層はいないが、サブリーダークラスはいる。年齢

は、20～40 代である。 
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・ LGBT等当事者の応募件数については、昨年国内より 9件の応募があった。新潟県や東京都

など県外出身者が多い。やはり地元では、そもそも性的指向・性自認に関することが言い

にくい事情がある。 

・ 当社のことを大学関係者が取り上げて紹介してくれていることから、全国の学生から当社

のことを知られるようになったと感じている。 

・ 2019年春の採用活動で内定を出した者のなかにも、当事者がいる。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 取組を行う間接的な背景には、社長のバックグラウンドが関係している。男子校出身であ

り、当事者と思われる生徒がいじめられるところを目撃していた。被害を受ける側に非が

なく、性的少数者というだけで加害されていることに、高校時代から納得がいかなかった。 

・ アライなど当事者以外の人間のなかでも、特に企業側の立場で「性的指向や性自認が少数

派でも問題ない」と言える人がいないことに、問題意識を持っていた。多くの企業の人間

は、性的少数者について言及することで、自分が当事者と思われてしまうということ恐れ

ているのではないか。しかし、（自分が）当事者と思われようが、困っている人がいること

に変わりがないため、当社では対応している。 

・ 性的少数者の自殺者が多いことも理解していた。身近な人が「そんなことは気にすること

ではないよ。」と言えば、救える命も多くあるのではないかと思っている。 

・ 直接のきっかけは、最初の FtMの社員が入社したことである。その FtMの社員が働きやす

いように、社長自ら関連情報を調べたり、関連団体へ話を聞きに行ったり、当事者が集ま

る悩みの場へ話を聞きに行ったりした。社長自身が諸事情カフェ等に参加し、当事者への

インタビューを行ったり、直接コミュニケーションを取ったりして、自社の制度構築へ活

用した。 

・ まず始めたことは、社内研修や社内報でのアライという言葉の周知と、管理職向け研修で

ある。次に、通称名の使用を認める、ホルモン治療の支援（勤務体制の調整）を行うなど、

社内制度を整えた。こうした社内制度の整備に伴って、当事者の応募者が増加した。 

 

４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 多様性の尊重や、差別の禁止に関して、就業規則に文言が入っている。多様性の尊重を正

式に明文化したのは 2017年からであるが、社内では何年も前から意識が浸透していた。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ LGBT等の専門家を呼び、全社向けの社内セミナーを開催している。管理職向けの研修も行

っている。 

・ 採用面接の時点で、ダイバーシティ推進の方針について話している。また、入社した社員

に対して、「当社は、差別やハラスメント行為が会社の秩序保持に違反する事項である。」

ということを伝えている。会社独自のマナーブックを作成、配布している。 

・ 社内報を毎月出している。管理栄養士がおり、健康ネタとともに LGBT 等についても不定
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期で周知の内容について掲載している。 

 

③ 相談体制の整備 

・ 社内担当（総務）、第三者制度、社長の主に３つの相談窓口がある。 

・ 社内担当として、総務部が窓口対応をしている。入社時面談、１ヶ月面談、３か月面談を

行い、その後も定期的に面談を行っている。 

・ 第三者制度としては、外部の 24 時間対応相談コールセンターと契約している。相談内容

は、健康面のことを始め、労働面のことであればすべて対応している。 

・ 社員から社長へ直接相談のメールが来ることも多い。中小企業だからこそできることであ

る。LGBT 対応も障がい者雇用も、最初は時間がかかるが、社長の距離が近い程良いと考え

ている。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 履歴書については、性別欄を廃止し、配偶者の欄にはパートナーと併記した会社独自のフ

ォームを作成した。これは、２番目に入社した MtFの方が、性別欄の「男・女：の両方に

〇を付けてきたことがきっかけとなった。 

・ ハラスメント・アウティング対策として、管理者研修では、部下にカミングアウトされた

時の対応について特に丁寧に教えている。始めのうちは、研修ではなく、定期的なミーテ

ィングでの周知を行っていた。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ パートナー関係に対しては、配偶者に関するものと同様の休暇制度がある。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 性別については、本人が望む性別での取り扱いをしている。 

・ 通称名の使用を認めているため、入社時に通称名の使用意向を聞き、当社入社後に初めて

名前を考えた人もいる。 

・ 制服と作業服については、当事者かどうかに関わらず社員全員が、パンツとスカートなど

自由に選べるようになっている。 

・ 設備面では、誰でもトイレを設置した。誰でもトイレ（旧男性トイレ）にもボックスを設

置するとともに、誰でもトイレには使用しているか否かの表示を付けることで、より活用

しやすいように変更した。 

・ 健康診断の更衣室については、特別な対応を取ることはしていない。女性従業員側が、MtF

の方と同じ部屋で着替えることを受け入れていたためである。ただ、提携先の病院に対し

て通称名を使用、更衣室の使用等事前に連絡をして調整を行っている。 

・ ホルモン治療に関しては、通院しやすいように勤務時間の変更で対応している。性別適合

手術に関しては、今のところ事例は無いが、対応もできるようにしていきたい。 
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⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ カミングアウトしている人も多く、アライが多いことから、特に関係者を絞った形でのコ

ミュニティ形成、支援はしていない。社外イベントへの参加等に対しては支援している。 

・ LGBT に関する社外イベントにも参加している。社長のみが参加や登壇をすることもあれ

ば、会社で予算を組んで会社の活動として複数の社員でイベントに参加することもある。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 女性活躍や障がい者、外国人雇用と同様で、LGBTについても、取組を始めた頃が、最も困

難であったと認識している。 

・ まず、女性の雇用率を上げたことが重要であったと思う。女性はダイバーシティに対して

理解があり寛容であるのではないか。LGBT 当事者の社員を周囲の社員が受け入れられた

点に関しては、困難はなく、特別なことはしていないという認識である。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ LGBTについては、社内会議で「もう LGBTを特別視しなくてもよいのではないか。」という

声が上がる程度には、意識啓発が進んでいる。 

・ 取組や制度が世間に知られるにつれ、取材が殺到するようになり、実際に社内でも「社長

はゲイなのではないか」、「あまり取材を受けない方がよいのではないか」と言われたこと

もあった。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ LGBT等の当事者への対応だけではなく、社内の啓発に力を入れて、社員が持つ偏見の是正

に努めることが重要である。また、LGBT 等の取組を進めるうえでは、「社員 10 人がいて、

10 人が別々の人間である。」という考えを持つことができているかが鍵になると思ってい

る。 

・ ダイバーシティへの取組については、中小企業が取り組みやすいと思っている。労働人口

が減っている中で、どのような企業でも女性活躍推進や、障がい者や高齢者、LGBT 等の多

様な人材の雇用を進めればよいと考えている。中小企業かつ運輸業の当社が取り組めるこ

とならば、他業種の中小企業にも普及して欲しいという思いがある。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ LGBT等の当事者への対応は、ハード面を大きく変える必要がないと考えている。ハード面

の投資はほとんどないので、どんな企業でも対応が可能だと勧めたい。 

 

以上 
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4-3. 株式会社キプラス 

 

所在地 北海道 

業種 宿泊業，飲食サービス業 

従業員数 150名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ ワーク・ライフ・バランスの充実や、働きやすい職場環境の整備を目指している。 

・ 女性が責任者として活躍できるように推進している。また、外国人技能実習制度を活用し

て、外国人２名を受け入れている。 

・ 育児等を事由にしたテレワークを認めており、事務職や栄養士が利用している。会社とし

ては、最低限行うべき業務のラインを示しているのみで、どのように利用するかは社員に

裁量を与えている。 

・ 介護との両立に関しては、重篤な状況になったとき、退職してしまいがちな傾向がある。

社として個人面談にて継続就業への働きかけ、短時間勤務制度などの利用を推奨している。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 当事者であると認知している社員はいない。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 2018 年夏ごろから取組を開始した。働きやすい職場環境の整備の一環として始めたもの

で、決定的な契機があったわけではなかった。 

・ 同じ業界内で、性的指向・性自認に関する取組を行っている企業がみられなかった為、業

界の中でも当事者が働きやすい職場になることを期待した。 

・ 札幌市において認証制度が始まったことや、世の中には一定割合の当事者がいることを認

識したこともきっかけの一部である。 

 

４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 今後、検討中。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 責任者会議において、性的指向・性自認に関する研修を実施している。各回 20分程度。用

語、どういうものかなどについて解説している。研修で学ぶ内容については、札幌市のパ

ンフレットを参考にしている。責任者は、受けた研修の内容を朝礼や昼礼で展開している。 

・ LGB よりもトランスジェンダーのことを知らないケースが多い。 

・ 現場の社員に向けの研修は未実施。今後、パート会議を開催し、会社の方針・取組等を説

明する中で、LGBTに関する説明などもできればよいと考えている。 
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③ 相談体制の整備 

・ 本社に性的指向・性自認に関する窓口を設置している。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 社員従業員調書（名簿）管理において性別記載欄を削除した。 

 
⑤ 福利厚生における取組 

・ 同性のパートナー関係に対しても、結婚お祝い金を用意している。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ トイレの施設面は施設や病院などに依存する。厨房のお手洗いは厨房職員専用（一般職員

と接触しないようにするための配慮）で、男女共用。そのため、トランスジェンダー向け

に特段の配慮が必要なわけではない。 

・ 健康診断について当事者から相談があれば、指定の産業医や健診センターに対して配慮を

要請したり対応を相談する予定。 

・ 性別適合手術については、手術に伴う休暇の相談を受けたときに前向きに対応したい。 

 
⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ ステッカーを配布するなどの取組があることは知っているが、そうした取組が当事者をあ

えて特別扱いしてしまいかねないのではないかと考え、行っていない。 

・ 今後、社外のイベントにも参加していきたい。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 特になし。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 特になし。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ 今後、検討中。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ パンフレット等、関連する情報を提供するためのツールが整備されるとよい。 

・ 性別適合手術や同性婚の扱い、自治体におけるパートナーシップ制度の拡充など、社会保

障が拡充されるとよい。 

以上 
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4-4. 株式会社ペンシル 

 

所在地 福岡県 

業種 サービス業（他に分類されないもの） 

従業員数 140名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 創業時から男女比は 5:5 で、もともと IT 業界にしては女性の比率が高かった。配偶者の

転勤で離職が必要となった社員の相談により、東京の拠点を作ったという経緯まであるく

らい、女性の就業継続と活躍に取り組んできた。2011 年には、メイト制度（業務の切り分

けを行い、各業務を専門的に行う仕組み）を作り、子育てなど時間的制約がある社員が残

業を必要としない業務に従事できるようにした。 

・ 従来から多様な人材を活かす職場であったが、徐々に自社としてダイバーシティを推進し

ているということに自覚をするようになった。創業 20周年となる 2015 年には、より社員

の働きやすい環境にしたいということから、ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）推

進室を設立し、「ダイバーシティ経営推進方針」を策定した。同時に人事部を廃止し、人事

部の業務を D&I推進室に移管した。多様性を組織成長につなげるため、採用後の育成に注

力するようにもなった。 

・ 多様性といったときには、働き方の多様性と人材の多様性の２つの多様性を考えている。

人材については、従来から属性によらず能力で評価される会社であった。働き方について

も、従来介護事由で在宅勤務をする者が個別にいたが、そういった対応が可能であること

を制度化して発信していった。 

・ 高度な顧客対応が求められるコンサルタント職は日本語を母国語としない外国籍には難

しいが、エンジニアに外国籍の社員がいる。 

・ シニア社員（60歳以上）が５名いる。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 2015年以前には、カミングアウトしている人はいなかったと認識している。 

・ 2018年以降、入社した社員が当事者であることをカミングアウトしたケースや、新卒採用

においてカミングアウトしたうえで入社をするケースがあった。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 2015年 D&I 推進室の設立にあたって、LGBTへの対応も明確にした。 

・ もともとは、D&I 推進室において、LGBT 対応を含めることは想定していなかった。多様性

推進を図るために、何でも相談できる保健室の先生のような人がいるとよいのでは、とい

う検討を行い、その役割を担ってもらったのが、社外の当事者団体の代表の方であった。 

・ その後、当事者団体の代表者にダイバーシティ・モチベーターとして関わってもらうよう

になった。保健室の先生としてメンターになってもらったり、社内ラジオでお悩み相談を
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してもらったりするなど、ダイバーシティに関する啓発活動をしてもらったといえる。 

・ そうして当事者と関わりながら、福岡市内の LGBT に関するイベントの動向や電通調査に

おける当事者人口の数字を知り、LGBTについても取り組まなければという認識をするよう

になった。当時 130人の従業員がいたが、10人程度は当事者がいるかもしれないと認識し

たことは取組を推進するうえでは大きいといえる。 

・ 取り組みとしては、まずは、企業行動憲章の改定を行った。条文を追加して、性的指向・

性自認にもとづく差別をしないということを示した。その後、当事者も働きやすい職場に

するべく、制度を変更していったが、何か新しいことをするのではなく、既存の制度を当

事者でも使えるようにという考えで整備を進めた。 

 
４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 「ダイバーシティ経営推進方針」において、「社員一人ひとりがその能力や個性を最大限

に活かしていきいきと働くことができる環境整備を進め、多様で自由な発想を持って生産

性を向上することで自社の競争力強化につながる価値創造を行うこと」を示している。 

・ 採用や就業に際し性的指向、性自認を理由とする差別やハラスメントを一切行わない旨を

企業行動憲章に明記している。 

 
② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 新卒研修や中途採用者研修において、LGBTの内容を扱っている。 

・ 一般社員向けにも研修を実施しており、全社員が年１回は研修を受けるようになっている。 

研修の内容は、例えば、当事者団体の代表の指導のもと、カミングアウトを受けた際の対

応などについてロールプレイングを行うなどがある。 

 
③ 相談体制の整備 

・ D&I 推進室の窓口がある。また、社外窓口として、当事者団体の代表による窓口を設置し

ている。社内のチャットシステムで、当事者団体の代表と直接チャットすることができる。

また、当事者団体代表が２週間に１度は来社することになっている。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 採用に関しては、エントリーシートから性別欄を廃止した。もともと能力を見て採用して

いたため、性別に関する情報は必要がなかった。女性の採用比率は採用後に計算をしてい

る。 

・ ハラスメント・アウティング対策としては、研修において、アウティングはしてはいけな

いものであることを教えている。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 同性カップルも法律婚と同様の権利を得られる。異性間の事実婚は制度上の記載はないが、

運用上は可能。制度の適用については、現在のところ明確な基準や具体的手続き方法を決
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めておらず、希望に応じて個別対応することを想定をしている。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 福岡本社はテナントビルに入っているが、ビルには多目的トイレがあるフロアがある。 

・ 通称名を使用することができる。従来から旧姓の使用が認められていた。 

・ 性別適合については特別な制度は設けていないが、必要に応じて休暇を認めるのではない

か。 

 
⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 2020 年からダイバーシティウィークを設け、ダイバーシティ全般の啓発を行う企画をし

ている。LGBTだけでなく、様々な属性の当事者の講演や映画会を企画している。 

・ 福岡市内のイベントに参加しており、社内から参加希望者を募って参加している。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 最初に社外イベントに協賛したいと経営に提案したところ、反対された。何も知識がない

中で実施しても、ただただ社員に驚かれるのではないかという理由であった。LGBT支援を

したいのではなく、ダイバーシティを推進したいという説明をして納得してもらった。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ LGBTに関する取組について、抵抗感を示す人はおらず、文句を言う人はいなかった。ただ、

無関心層はいたように思う。 

・ 外部発信をしたことで当事者からの採用応募があることは、社内でも評価されているので

はないか。 

・ 取組を始めてから、取引先にも当事者がいることを自覚するようになった。取引先の方か

らカミングアウトされる経験をしたこともある。BtoB ビジネスであっても、社外の関係者

に当事者がいることを認識しないといけない。 

・ サービス展開にもつながっている。LGBT 関連サービス（顧客のウェブサイト内に LGBT 特

設ページをつくるなど）の仕事も入るようになった。クライアントがサービスを展開する

前に、研修を受けてもらうようになっている。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ LGBT 当事者が働きやすい職場環境は重要だが、LGBT 当事者の支援のみを目的として施策

を実施するのは難しい。ダイバーシティ推進の方針のもと進めるのがよいのではないか。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 特になし。 

以上 
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4-5. 株式会社タカラレンタックスグループホールディングス 

 

所在地 大阪府 

業種 不動産業，物品賃貸業 

従業員数 188名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ ダイバーシティ推進には４年ほど前から取り組んでおり、2015 年には経営指針の中でダ

イバーシティを打ち出した。 

・ ダイバーシティ推進の担当部署は総務人事部である。 

・ 取組の当初は、高齢者と障がい者、子育て中の主婦（パートタイマー）を対象としていた。

2020年の春には、留学生が１名、正社員として入社することが決まっている。また、初め

ての試みとして、高校求人も開始し、１名の採用が決まっている。 

・ 障がい者の採用は、2009 年に法定雇用率を満たすために採用したことがきっかけであっ

た。 

・ 子育て中の主婦は、勤務日を月・火・木・金とし、10時～16時の勤務とした。子育て期で

も、スキルを持っていて働きたいと考えている人はいるが、16時で退社できる職場がなか

なかないため、金融機関や証券会社での勤務経験がある人などが集まった。 

・ 高齢者は、もともと務めていた宅建の資格を持っているパートタイマーが高齢になったこ

とが最初だが、大手企業を定年退職した人を嘱託で採用し、現在も活躍している。 

・ 女性活躍については、主に営業担当の女性社員が集まる「女性活躍ミーディング」を実施

している。女性の視点で労働環境の改善について話し合い、実践することを目的としてい

るが、まだ動き始めたばかりで、現時点では集まってコミュニケーションを深めることが

主になっている。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 新卒で入社した社員にトランスジェンダーがいたことがある。応募時に当事者であること

を明らかにしていた。本人は、過去にアルバイトをした職場でトラブルがあったため、就

職する際には事前に伝えてから入社したいと考えていたようである。 

・ 周囲にはオープンにしており、人事部以外に、配属された店舗の従業員やエリア担当者も

当事者であることを知っていた。就労にあたっては、当事者が店舗に配属されたため、人

事部だけでなく仲介営業部も一緒に対応を検討した。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 上記の当事者の社員の採用は、選考時に本人から当事者であることが伝えられたが、会社

としては特に問題ないと伝えて、通常通り採用選考を行った。当該社員を採用することが

決まり、社長から「正しい知識を身に着けるために勉強会をしよう」という指示が出た。 

・ 社長の人脈から、LGBT当事者が代表を務める NPOと知り合うことができ、勉強会の講師を
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お願いした。無意識の偏見がなくなることを目標に、その後も勉強会を重ねていった。2019

年には自治体の認証制度にも応募するようになった。 

・ 社長はアメリカでの居住経験があり、多様性を尊重する文化に触れている。そのため、当

事者を雇用することにも何ら違和感がなかったようである。経営方針にも「多様性」とい

う文言が入っており、LGBTの当事者の入社に伴い各種の対応を行うことは自然なことであ

った。 

・ 当事者の新卒採用が決まり、勉強会をしようとしていた頃に、他社から当事者が部屋探し

に困っているという話を聞くようになり、より多くの当事者が来店しやすくなるよう、

「LGBT フレンドリーショップ」を設置するようになった。 

 

４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 就業に関わる規定の変更を行った。変更にあたっては、大阪市 LGBT リーディングカンパ

ニー認証制度のチェックシートを参考にした。20項目あるチェックリストの中で、自社が

対応できそうなものから順番に変えていこうということになった。もともと、性別や性自

認によらない配置をしていたが、そうした方針も明文化することにした。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 当事者である社員が入社するのに備えて、2018 年の２月に、店長以上の約 50人を集めて、

初めての勉強会を開催した。その後、制度設計等の検討を始めることになった。また、６

月には、当事者が配属された店舗が含まれるエリアの副店長７～８人を集めて勉強会を行

った。性的指向・性自認に関する知識や情報をほとんど持っていなかったため、とにかく

勉強会の回数を重ねて、正しい知識を確実に身につけ、我々が持っている無意識の偏見が

なくなることを目指した。 

・ 2019年の 7月には、全社員を対象とした１時間の研修を行った。例年、半期に１度、全社

員が集まるキックオフミーティングを開催し、外部講師による講演を実施しているが、そ

の回は LGBT 当事者の外部講師に登壇してもらった。 

・ 情報提供は、社内報で継続的に行っており、LGBTに対する意識を高く持つように呼び掛け

ている。 

 

③ 相談体制の整備 

・ 「相談窓口」という形態ではないが、総務人事部が対応しており、外部の NPO法人の代表

にも相談対応をしてもらっている。 

・ LGBT 当事者向けの店舗を設置した際に、部屋探し対応のための Q&A を作成した。当初は

LGBTの顧客対応用に作成したものだが、一般顧客向けにも使える内容であるため、顧客対

応全般に関するマニュアル的に利用されている。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 「LGBT フレンドリーショップ」では、LGBT当事者の採用活動も行っている。面接時の LGBT
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対応マニュアルを紹介会社より提供いただき、その内容に沿って対応をしている。配慮、

質問、言葉など丁寧な対応をしている。人事担当者の中では、LGBT当事者以外の対象者も

含めた面接時のマニュアルとなっている。 

・ 配置には LGBT 当事者か否かは関係なく、適性と本人の希望とを考慮して判断する。就業

規則にも、性自認による差別はしないという文言を入れている。 

・ アウティング対策は研修の内容として少し触れている程度で、これからの対応になるが、

課題解決の目標設定の一つとしている。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 同性パートナーや事実婚カップルへの対応は、まだ進んでいない。外部有識者からは、ケ

ースが発生した時に対応するのではなく、先に制度を整えて、それをアピールしたほうが

よいと言われている。制度の対象となる可能性があるのは、結婚祝い金と慶弔休暇である。 

・ 性別適合手術への支援制度はまだ整っていない。年次有給休暇を使い、それを超える部分

は傷病手当で対応できるのではないかと考えている。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ エントリーシートや公式サイトのエントリーフォーマットには、性別の記入欄はない。女

性の応募率や採用率を算出しなければならないことはあるが、今のところ不都合はない。

ただし、入居申込書には、オーナーから性別を知りたいという要望があるため、まだ性別

欄がある。 

・ 当社には服装規定はあるが、露出が多い服や装飾品などを不可としている程度である。採

用活動の中で「見た目は女性だがスカートははきたくない」という申し出をしてくる応募

者がいたこともあるが、当社はスカートやパンプスでなくても全く問題ない。 

・ トイレは、本社は男女が分かれているが、各店舗には１つしかない。その場合は性別に関

わらず同じトイレを使うことになる。本社のトイレは基本的に社員しか使わないため、性

自認にあったほうを使ってもらうことにしている。 

・ 店舗には更衣室がないため、必要であれば女性もトイレで着替えている。社内からは更衣

室の要望が出ているが、スペースが確保できない。本社には男女別の更衣室があるが、カ

ーテンで仕切るなどの対応を検討中である。別の場所を提供することも、要望があれば検

討するが、逆に本人が抵抗感を持つかもしれないと考えている。 

・ 通称名の使用については、まだ検討できていないが、今後使用可能になるかもしれない。

なお、入社したトランスジェンダー社員は、入社時には既に名前を変更しており、通称名

を使用していなかった。 

・ 健康診断は、本社に社員を集めて検診バスで受診する。基本的には男女を分けるが、当日

受診できない社員やオプション検査を付けている社員は提携先の健診センターで受診す

ることになっているため、当事者から要望があれば、同様の対応をすればよいのではない

かと考えている。 
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⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 社内では、「アライ」という言葉が徐々に浸透し始めている。アライがどの程度いるかはわ

からないが、「LGBT フレンドリーショップ」を設置している店舗は、店舗そのものがアラ

イであると言える。 

・ 社外のイベントにも出展している。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 企業間で取り組みの差があることから、前職で整備されていたものに見合う制度がないと、

中途採用は難しい。そのため、中途採用よりは、新卒採用のほうが当事者を受け入れやす

いように思う。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 取組を進めることに対して、否定的な声は聞かれなかった。 

 

③ 実施にあたってのポイント 

・ 取組を進めるには、積極的に制度を変えていかなければならない。 

・ 自治体が発行しているチェックシートが、自社の現状把握の参考になる。 

・ 継続的な取組を進めるにあたってのポイントは、「LGBTフレンドリーショップ」の設置で、

現場を巻き込んだことである。全従業員の半数以上を占める営業職の社員の理解を深める

ためには、営業に関わる店舗での理解を深めていく必要があった。そのような意味でも、

「LGBT フレンドリーショップ」の設置は社内向けに会社としての姿勢をアピールする機会

になった。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 受け入れ対応や取組を進める上でのポイントを知りたいため、行政主催のセミナーを開催

してほしい。 

・ 行政によるガイドラインをもう少し大きく打ち出してほしい。 

以上 
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4-6. 社会福祉法人栄和会 

 

所在地 北海道 

業種 医療，福祉 

従業員数 409名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 高齢者を雇用している。以前は、夜勤のある職種は健康状態を考慮し若い人を中心に雇用

していたが、７～８年前から単純に年齢によって健康状態を判断するのではなく、年齢に

関係なく配置するようにした。採用側の考え方が変わり、現在は個々人の健康状態などに

基づいて判断している。 

・ 高齢の職員は、再雇用者のみならず、一定数が新規採用者である。新規採用者の前職は、

介護系の職種とそうでないものが半数ずつ程度である。第２の人生として、介護職員初任

者研修を受講した人もいる。職員が 60 歳を迎えた場合、65 歳までは再雇用で対応してい

る。65歳を超えてからは、1年単位で契約している。 

・ 法人内では、利用者への介助の在り方に関して、「同性介助」にこだわっている事業所もあ

る。介護業界では、「同性介助が人権に配慮している」という考え方が一般的であるためで

ある。今後の実施については、利用者の要望はもちろんのこと職員の性別など、体制に依

存する部分も大きい。 

・ 夜勤については、事業所に応じて状況が異なる。具体的には、有無の他、有る場合におい

ては、回数などが異なる。事業所単位で、できるだけ個別のニーズに対応している。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 当事者であると事業者が認知している社員はいない。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 平成 30 年 4 月から取組を開始した。法人の中期計画を検討していた時期であり、人手不

足への対応策を迫られていた。そうした折に、性的指向・性自認に関する新聞記事を目に

したことが契機となり、様々な人が自分の気持ちを隠さずに働ける環境であれば、求職者

が増えるのではないかと考えるようになった。 

・ その後、経営者自身がセミナーに参加し、性的指向・性自認に関する取組の方法や、留意

事項などを学んだ。組織として取組を始めるにあたっては、自治体の認定を取得すること

を目標にした。最初に職員向け研修を実施することとした。 

・ 当初から現在まで、性的指向・性自認に関する多様性があることを認識しておくことを目

標としている。 
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４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 各事業所の役職者を中心に、ダイバーシティ推進の担当者（ダイバーシティプロペラーと

呼称）を選出している。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 職員全体に向けて研修を実施した。実施にあたって、職員からの反応は様々であり、中に

は差別的な発言になることを恐れ余計なことを言えなくなるのではないかと懸念する職

員もいた。しかし、そうした職員でも実際に研修に参加してみると前向きな反応があった。

なお、研修では、使っていい言葉・悪い言葉や、当事者の割合、海外に比べた際の日本の

状況などの内容があった。 

・ 新人職員研修の中でも、性的指向・性自認に関する周知を行っている。 

・ 職員の定例会で、性的指向・性自認に関するセミナーの受講報告や、認定を受けたことな

どを通知している。 

 

③ 相談体制の整備 

・ 法人全体で、「ハラスメントのない職場を作ろう！」という案内を作成し、掲示している。

案内の中に、ダイバーシティプロペラーの氏名・メールアドレスを掲載し、相談できるよ

うにしている。なお、相談先は別事業所のダイバーシティプロペラーでも構わないものと

している。性的指向・性自認に関する相談実績はないものの、ハラスメントに関する相談

はあった。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 「ハラスメントのない職場を作ろう！」という案内の中に、性的指向・性自認に係る内容

も記載している。 

・ LGBTに関する周知を行う際に、アウティングに関する事項も合わせて周知している。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 福利厚生制度は、利用の希望があった場合、現在の規定の文言でも対応できると考えてい

る。例えば住宅手当は、「世帯主で住居の契約者」を対象に支給するため、パートナーの性

別は問わない規定となっている。配偶者手当や結婚祝い金なども、事実婚に対応可能であ

るため、同性パートナーに適用することもできるのではないか。 

・ ただし、そうした制度が同性パートナーに適用可能であることを周知していく必要性があ

ると考えている。また、内規に明記するかは検討中である。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 服装規定はない。 

・ 施設を新設する際に、「誰でもトイレ」を設置した。更衣室も、個室を用意した。更衣室の

名称は「A・B・C」としており、急いで着替える際などに誰でも使っても構わないと周知す
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ることにより、カミングアウトしていない職員が使用しても違和感がないように工夫して

いる。 

 

⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ アライシールやステッカーを配布・携行している。 

・ 自治体の LGBT フレンドリー企業の認定を受けてからは、関係団体などから、性的指向・

性自認に関するポスターやパンフレットが送られてくるようになった。情報を得やすくな

り、その結果として、より身近に感じられるようになった。また、情報を得られることが、

継続して取り組むきっかけにもなった。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 取組当初は職員からの反応が様々であった点が懸念された。「座談会などのように、本音

で話をする場に当事者の方がいたらどうしよう」など、変な配慮になってしまうことを懸

念している。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 研修実施前は、迂闊な発言ができなくなるのではないかと懸念する職員もいたが、研修後

には肯定的な反応を得られている。 

・ 「ノーマライゼーションと変わりない」という反応がある。性的指向・性自認に関する取

組が自然に受け入れられていると考えられる一方で、ノーマライゼーションの問題に単純

化されてしまうことが懸念される。また、そもそも性的指向・性自認は障がいの問題では

ないため、ノーマライゼーションの枠組みでとらえることが適切か判断に迷うこともある。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ まずは性的指向・性自認に関する多様性があることを認識してもらうことが必要だと考え

ている。研修などでは「当事者の割合は左利きの方と同じくらいの割合」ということを周

知し、当事者の方を身近に感じてもらうようにしている。 

・ アウティングについての注意点も周知している。当事者の方本人の意向が大切であり、「他

の職員が対応し易いように」などの理由で聞き出すことをしないなど、当事者ではない方

と同様に考えるよう周知している。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 施設などハード面の整備が必要な際に、補助を受けられると良い。 

・ 「誰でもトイレ」を設置する際のピクトサインに悩んだ。現在は、男女のピクトサインを

ベースにするのではなく、法人のロゴをレインボーカラーにして対応している。車いすマ

ークなどと同様に、行政が提示するスタンダードな表示があると、使いやすくなるのでは

ないかと考えている。 

以上  
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4-7. 株式会社アドウェイズ 

 

所在地 東京都 

業種 情報通信業 

従業員数 891名（グループ全体/臨時雇用者含む）（2019年 3月末日現在） 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 人事・経営戦略グループが中心となってダイバーシティ推進を実施している。 

・ 育児との両立支援策として、独自の制度を導入している。これは、在宅勤務、時短勤務、

時差出勤、子ども特別休暇、ベビーシッター費用の一部負担、一時帰宅許可などの項目を

組み合わせて利用することができる制度である。男女問わず利用されている。 

・ 中国籍を始め、様々な国籍の社員が在職している。社内公用語は日本語であり、外国籍の

社員も、日本語が堪能なケースが多い。 

・ 性別や国籍など、個々人の属性を気にしない職場風土である。代表取締役は、社員の個性

を尊重している。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ （非開示） 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 性的指向・性自認に関するセミナーを企画・開催したことがきっかけである。今後、当事

者が入社した際に、管理職が適切に対応できるような環境を整備することが目的であった。 

・ セミナーを開催したことにより、経営層の関心が高まった。経営層の発案もあり、「アド

ウェイズ婚姻届」が新設された。 

 

４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 経営方針や規程には性的指向・性自認の文言は明文化されていない。 

 
② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ マネジメント層向けのセミナーを実施した。これまで定期的な開催はなかったが、今後は

継続的に開催できればと考えている。 

 
③ 相談体制の整備 

・ 総合相談窓口があり、性的指向・性自認に関する内容も受け付けている。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 特段、明文化・制度化はされていないが、当事者であることが採用や配置等において不利
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益になることは実態としてない。 

・ 採用については、会社指定の履歴書の書式はなく、性別欄については応募者が使用する書

類次第である。会社としては性別の記載がなくても問題ないと考えている。 

・ ハラスメント一般に関して、防止のためのガイドブックを作成している。その中には、性

的指向・性自認に関するハラスメントについても記載されている。ハラスメント全般につ

いては、管理職向けの研修も実施している。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 「アドウェイズ婚姻届」という会社独自の婚姻届を用意している。自治体のパートナーシ

ップ制度などと異なり、居住地に関わらず利用できる社内の認定制度を作るという目的で、

2017年に整備した。 

・ 「アドウェイズ婚姻届」を提出すると、家族を対象とした各種福利厚生制度の適用対象と

なる。具体的には、結婚祝い金、出産祝い金、慶弔休暇、介護休暇・休業、育児休暇・休

業などの制度の法定基準を超える内容の制度を利用できるようになる。 

・ 同性パートナー間だけでなく、事実婚の場合でも利用することができる。現在のところ、

同性パートナー間、事実婚ともに利用実績はない。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 服装や髪型に関する規定はない。 

・ 旧姓の使用は可能である。通称名の使用について、決まったルールはないが、社員がお互

いに愛称で呼び合うことも多い。 

 
⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 社内 SNS 上でアライ（Ally）グループが作られていたことがある。会社として支援してい

たわけではなく、有志社員が参加していたようである。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 多様な社員を受け入れる社風がもともとあり、特に困難はなかった。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ セミナーの場では、活発な意見交換が行われた。障がいなど、自身の状況と対照させて考

える人や、自身の過去の言動について振り返る人が見られた。 

・ 「アドウェイズ婚姻届」については、社内から肯定的な反応があった。また、他の会社に

とって参考になる制度ではないかと考え、社外に対してもプレスリリースしたところ、反

響が大きかった。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ セミナー開催や「アドウェイズ婚姻届」の整備について、迅速に実施することができたこ
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とがポイントであった。 

・ セミナー開催を企画した社員が、経営層と接点が多い業務を担当していたことで、セミナ

ー実施まで円滑に進めることができた。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 特にない。 

以上 
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4-8. 株式会社三好不動産 

 

所在地 福岡県 

業種 不動産業，物品賃貸業 

従業員数 460名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 不動産に関わるものとして「快適な住環境の提供」を基本姿勢としている。 

・ 外国人採用を始めて 11 年目になる。外国人採用を始めたのは業界としても比較的早かっ

た。福岡はアジアの玄関口ということもあり、当時、中国を中心とするアジアからの就学

生の流入が増加。それに伴い賃貸住宅への入居を希望する中国人が増加した。その大半は、

日本語を話せたが、共益費や町内会費などの不動産用語や、ゴミ出しのルール、日本の習

慣についての理解は不十分だった。そのため、中国語で対応できるスタッフの必要性を感

じ、外国人採用を本格的に始めた。 

・ 当初はアルバイトを雇用していたが、週に２、３日の出勤では対応が追いつかず、2009年

(平成 21 年)4 月に初めて正社員として中国人３人を採用した。それ以降、毎年 2～3人ず

つ新卒で外国籍の社員を採用している。現在は、中国、ベトナム、韓国、ネパールの国籍

をもつ社員が在籍。経験を積んだ外国人社員の中には、賃貸管理や売買仲介、家賃保証サ

ービスを手掛ける部門へ配属されている。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 中途入社した社員に当事者がいる。社内外で積極的な啓発活動をしている。 

 
３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 会社代表が LGBT の啓発活動を行う NPO 団体の代表者と知り合い、当事者や同性カップル

が賃貸住宅を借りる際、様々な壁がある実情を知ったことで、取組の必要性を認識した。 

・ LGBTのお部屋探しの取り組みを開始したのは 2016年から。まずは、LGBTを正しく理解す

るため、賃貸仲介を担当する部門（約 100 名）の社員に向けて、NPO 団体の代表者を講師

に招き勉強会を行った。正しく理解をするために常に最新情報の更新が必要なため、その

後も継続的に勉強会を開いている。まずは、福岡の中心である博多駅前の賃貸仲介店舗を

対応窓口店舗とした。店舗入り口にレインボーマークのステッカーを掲示、また社員の名

刺にレインボーマークを配置し LGBT フレンドリーである姿勢を明示した。その後、関連

会社も含め全グループで LGBT の取組を行うことを宣言。全拠点にレインボーマークステ

ッカーの掲示、店頭・応接室・会議室・社内のデスク等にレインボーフラッグを設置、更

に全社員レインボーバッジを着装、全社員の名刺にレインボーマークを表示し LGBT フレ

ンドリー企業という姿勢をひろく示した。 
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４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 総務、社長室、広報の部門が担当。人材に関する部門は、総務部人材開発課で、社内外の

啓発に関しては広報課が担っている。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 2016年より取り組みを開始した。2019年には、関連会社も含め全グループで LGBT の取り

組みを行うことを宣言。全拠点にレインボーマークステッカーの掲示、店頭・応接室・会

議室・社内のデスク等にレインボーフラッグを設置、更に全社員レインボーバッジを着装、

全社員の名刺にレインボーマークを表示し LGBT フレンドリー企業という姿勢をひろく示

した。 

・ コーポレートサイトにレインボーマークを明示。 

・ 新入社員研修においては、人権研修の中で LGBT に関する項目を入れ、LGBT を正しく理解

する研修を行っている。 

・ 社内イントラネットで、LGBT に関する情報、掲載メディア情報等配信し共有・啓発してい

る。 

 
③ 相談体制の整備 

・ 総務部が担当している。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 2017年から、会社指定の履歴書の性別欄を削除。 

・ 2017年に就業規則に以下の変更追加。 

（配置転換および出向）人事異動に当たり、性的指向や性自認に起因した差別を行わない。 

（懲戒理由）セクシャルハラスメント等により、他の従業員および会社に、不利益または不

快感を与えたとき。なおセクシュアルハラスメントの中には、LGBT に対する不

適切な言動を含むものとする。 

・ 2019年に就業規則に以下の変更追加。 

（ハラスメントの禁止）ハラスメント等により、他の従業員および会社に、不利益または不

快感を与えたり、就業環境を害する行為を行ってはならない。なおハラスメン

トの中には、性的指向・性自認（いわゆる LGBT などの性の多様性）に対する不

適切な言動やカミングアウトの強要、アウティング（本人の了承を得ずに暴露

すること）を含むものとする。 

（懲戒事由）ハラスメント等により、他の従業員および会社に、不利益または不快感を与え

たり、就業環境を害する行為を行ったとき。なお、ハラスメントの中には、性

的指向・性自認（いわゆる LGBT などの性の多様性）に対する不適切な言動やカ

ミングアウトの強要、アウティング（本人の了承を得ずに暴露すること）を含

むものとする。 

・ 2008 年よりプライバシーマークを取得。守秘義務や個人情報の取り扱い等に関して遵守。 
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⑤ 福利厚生における取組 

・ 同性パートナーにも配偶者と同様の福利厚生制度（慶弔休暇や祝い金、見舞金、育児・介

護休暇な）を適用できるよう社内規定改定を 2020年実施できるよう検討中。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 2019年竣工した新社屋にはみんなのトイレを設置。既存のトイレに関しては、順次整備し

ていく予定。 

・ 当社は制服はないが、当社規定の「みだしなみガイドライン」を基にビジネスシーンに合

った服装を推奨している。 

・ 健康診断は、全社員が個別に当社指定の総合病院や検診センターへ受診してもらっている。 

・ 社会保険関係や、宅地建物取引士の資格証などの手続き等、日本の法律において、戸籍に

おける氏名を記載する必要があるものに関しては、本名を用いる必要がある。 

・ 宿泊を伴う社内外研修等については、一人部屋にするなどの対応を行っている。 

 
⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 福利厚生において社員が会員の共済会があり、サークル活動等を支援する枠組みがあるた

め、要望に応じて対応可能。 

・ 対外的には、関連会社も含め全グループで LGBT の取り組みを行うことを宣言。全店舗に

レインボーマークステッカーの掲示、店頭・応接室・会議室・社内のデスクにレインボー

フラッグを設置、更に全社員レインボーバッジを着装、全社員の名刺にレインボーマーク

を表示し LGBTフレンドリー企業という姿勢をひろく示している。 

・ 当社のコーポレートサイトにレインボーマークを明示。 

・ 2016 年より九州レインボープライドに協賛。2017 年からは、お部屋探し相談コーナーと

してブースを出展。多くの LGBT 当事者から直接相談を受けるなどの対応ができた。2019

年においてはパレードに当社社員 130名が参加。 

・ 2019年より、年に１～2回のペースで当社主催、後援福岡市で「LGBTライフプランセミナ

ー」を開催。不動産を観点にした LGBT の方対象のライフプランセミナーで、不動産購入

や生命保険、財産分与、生命保険、公正証書などの手続き関するポイントを各分野の専門

家が紹介する内容。 

・ 生活基盤となる「住」を扱う不動産業として大切なパートナーと安心して暮らせる未来に

ついて考えるきっかけづくりとなれるよう今後も継続して開催予定。 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 正しく理解するために、社内勉強会を繰り返し実施することはとても重要である。新人研

修の人権学習にも取り入れている。最新の情報は常に更新が必要であるため、社内イント

ラネットでの配信も定期的に実施していきたい。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ この取り組みを通し、LGBT に配慮することで来店するお客様の意向をくみ取ろうとより
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向き合うようになり、お客様目線での接客や、見えない部分があることを考えるようにな

った。このようにホスピタリティの向上に繋がっている。社内から自分の周りを見直す視

点の幅が広がったという反応があった。 

・ 社外においては、ステークホルダーの皆さまより、当社が取り組んでいることに対し「嬉

しい」「安心」という声もいただいている。特に、レインボーバッジの着装や、名刺にレイ

ンボーマークを配置していることで、LGBT フレンドリーであることを知って頂くきっか

けになっている。中にはカミングアウトされる方も多くおられる。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ 当事者である社員が率先して活動したこと、また、LGBTの啓発活動を行う NPO団体の代表

者の方からのアドバイスをいただいているおかげで、社内に浸透がしやすかった。 

・ 代表自ら LGBT の取り組みについて社内はもちろんのこと、不動産業界に向けても啓発し

ていることと共に、LGBT フレンドリーであることを社外へ示すこととの両輪で進めるこ

とができている。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 当社は「すべての人に快適な住環境を提供したい」という基本姿勢があります。当社が取

り組むことで、それが他の不動産会社も取り組むきっかけになれればと思います。 

・ 不動産業界全体が取り組めるように、課題も共有していきながら、今後も啓発していきた

い。 

以上 
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4-9. 日の丸交通株式会社 

 

所在地 東京都 

業種 運輸業，郵便業 

従業員数 1,656名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 雇用対策と企業イメージの向上のため、数年前より、女性ドライバーの積極採用を行って

きた。その後、さらなる雇用対策としてマイノリティの積極採用を打ち出している。 

・ ダイバーシティの推進という枠組みで取組を始めたのは、外国籍ドライバーを採用し始め

たのが最初である。2017年に性的マイノリティに関する取組を始めた際に、対外的にもダ

イバーシティを全面的に打ち出すことになった。その際、社長のメッセージとしてダイバ

ーシティに関する方針を打ち出している。 

・ 次の手としては、障害者雇用、ニートの採用、ADHD等の採用も検討している。また身体障

害者については運転スキルの点で制限が出てきてしまうが、過去には採用実績がある。こ

うしたマイノリティについて、これまでは個別に採用を行ってきたが、方針として打ち出

すかどうかを検討している最中である。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 十数名の社員がカミングアウトのうえ就労している。いずれも採用時にカミングアウトが

あった。面接時にどの範囲までカミングアウトをするかを話し合っており、中には誰にも

言わないでほしいという要望があり、職場でオープンにしていない人もいる。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 最初にカミングアウトをした社員が入社したのは、ダイバーシティの枠組みで性的マイノ

リティに対する取組を始める１、２ヶ月程度前である。次に入社した当事者について、後

述する更衣室の利用等について社内で問題となったため、社内制度の整備等を行うように

なった。 

・ 当初、取組を進める上で一番重要視していたのは、カミングアウトがあった社員に関する

情報の取り扱いや共有方法についてのルール化である。担当者、配属先となる所長、教習

センター長の三者で情報共有に関する定例会議を行っている。情報共有のルールについて

は秘密保持の文書等として明文化されているわけではないが、担当者間で共有されている。 

・ 性的マイノリティが働く場合、外国籍の人材よりも特段の理解が必要となることが多い。

そういった意味でも外国籍の人材に比べて、性的マイノリティの方が社会的には「マイノ

リティ」になっている。特にトランスジェンダーを受け入れて、性自認のまま幸せに生活

してもらいたいという考えがある。 
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４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 就業規則に性的指向・性自認に関する差別禁止を明記している。 

・ 性的指向・性自認に関する施策を担当しているのは人事労務担当部署の１人のみだが、当

該部署においては全体的に理解度が高く、当事者の採用面接には当該部署の者も携わって

いる。現在の担当者は取組の立ち上げから携わっていることと、当事者と一番コミュニケ

ーションをとっていることから担当に決まっているが、属人的な支援とならないために後

継を育てることが課題の一つになっている。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 取組開始当初に行った最初の研修は本社職員のみを対象としており、外部のコンサルティ

ング会社に講師を依頼していた。取組当初は、最初にカミングアウトした社員が登壇し、

自身の体験等について話してもらっていた。この当事者からの体験談が理解促進に一役買

っていたが、理解のない社員から野次が飛んでくることもあった。 

・ 現在も恒常的に研修を行っており、営業所向けの研修、中途採用者向けの教習内での研修

等を行っている。それによって施策がやりやすくなったと感じている。 

・ 研修の中では、性的マイノリティに関する基礎知識等を取り扱うほか、当事者へのハラス

メントとなる言動を冊子としてまとめ研修時に配布している。 

 

③ 相談体制の整備 

・ ハラスメント窓口とは別に、2017年４月より性的指向・性自認に関する相談窓口を新設し

ている。相談窓口の電話番号は担当者への直通番号となっており、女性に話を聞いてもら

いたいという要望に備えて３名体制で対応している。 

・ 上記の窓口については社内ポスター等で周知しており、現時点で 20 名強からを受けてい

る。相談を受けたいずれのケースも、職場ではカミングアウトしておらず、担当者のみに

知っていてほしいという要望が多い。相談者には、レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル

が多く、社内の制度に関して要望は出ていない。 

・ 対応ガイドラインについては、守秘義務等に関してはハラスメントに関するガイドライン

に準じているが、性的マイノリティに特化して明文化されているわけではない。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 配属にあたっては、まず居住地に一番近い営業所が検討されるが、当事者／非当事者にか

かわらず、社員が希望する場合は営業所を異動するという制度があったため、それを性的

マイノリティ当事者にも適用した形で運用している。例えば、本人が性的マイノリティが

既にいる事業所を希望する場合も多いため、その場合は希望に合わせて配置を行っている。 

・ また、採用時にカミングアウトした社員の中には、MtF であるものの見た目が戸籍上の性

別のままであるため「男性」として入社している社員がおり、ホルモン療法を始める中で

見た目が変化してきた場合に異動を希望している社員がいる。そうした場合は、当事者が

多く配属されている営業所に打診を行っており、異動の調整を事前に済ませるようにして
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いる。 

・ 採用書類については性別欄を設けていない。労務管理書類については、戸籍上の性別を書

く欄が残っている書類もあるが、社員の目に触れる書類については白塗りで対応している。 

・ 当事者の採用についても、性的マイノリティの採用に特化したコンサルティング会社や就

職サイトとの契約を行っており、そこからの入社も受け入れている。 

・ ハラスメント対策としては、採用時にハラスメントをしないという誓約書を社員全員から

とっている。そのハラスメントの中に性的指向・性自認に関する差別についても明文化し

ている。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 2019年８月から、同性パートナーについて結婚祝い金を給付する制度を開始した。利用者

はまだいない。 

・ 同性パートナーであることを証明するためには住民票の提示と３名の承認署名が必要に

なる。当初は、親の署名を入れるという意見も出たが、当事者の中には親との関係を断っ

ているケースがあるため、友人・知人等の署名でも認められるようにしている。 

・ 性別適合手術に関する支援については、手術にかかる長期休業・休職を認めている。傷病

手当が使えない手術については無給となるが、非当事者についても同様の扱いである。現

時点での申請はないが、手術を検討している社員はいるようである。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 性的マイノリティ当事者として最初に入社した社員（MtF）は、性別適合手術を終えていた

ため女性用更衣室を使っていても問題が生じることはなかったが、次に入社した社員（MtF）

が性別適合手術をしていなかったこともあり、女性更衣室の使用について問題となった。

他の更衣室利用者からの反対を受け、更衣室を使わないという条件で入社することとなっ

た。未だに営業所では性別適合手術をしていない MtFは女性用の更衣室やシャワールーム

を使用できない状態が続いている。2020 年２月に完成した社屋ではトランスジェンダー用

のトイレやシャワールーム等を新設した。ただし、当事者の中には、自認する性に合わせ

た設備を使いたいと考えている人もおり、対応策を考えなければいけない。 

・ MtF に比べて FtM の方が従業員から受け入れられやすいようで、更衣室の利用等で問題は

生じていない。 

・ 新設前の社屋にも誰でもトイレを設置しており、トランスジェンダーの方はそのトイレを

利用している。 

・ 制服については、女性の積極採用を進めていた時期は、「女性らしい」制服をアピールポイ

ントとするため、あえて男女の制服を区別していた。現在は、女性の場合、スカーフのほ

かに、ネクタイを使用できるようにしている。 

・ 社内では通称名の使用についても認めているが、運転者証は戸籍上の名前を提示しなけれ

ばならない。 

・ 健康診断については、本人が希望すれば産業医がいる病院で別日に受けられることになっ

ている。病院側も配慮があり、当事者については、男性や女性とは別の受診時間を設けて
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くれている。 

・ 採用にあたっては、BtoCの接客を行う業態であることから、男性にも女性にも見えない中

性的な見た目の人についてはこれまで採用しておらず、トランスジェンダーもどちらかの

性に決めることがよいという考え方をしていたときもあった。しかし、現在は性自認がグ

ラデーションであるという観点から、中性的な見た目であったり、自認する性と見た目の

性が一致していなくても採用するように方針を転換している。 

 
⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 自社ではドライバーのグループ制度がある。当事者のみのグループを作ろうとしたところ

賛否両論があったため頓挫したことがある。また、ロッカーの使用をめぐって当事者たち

が団体で交渉を行うようになったところ、周囲の社員から稀有な目で見られてしまうとい

うことがあり、コミュニティをつくること・当事者同士の結束を深めることに難しさを感

じている。 

・ 現在は自発的にできた当事者の連絡グループがある。会社としては、今後、当事者の食事

会など交流の機会を設けることを企画している。要望が出た場合は、当事者グループの支

援をする用意はあるが、「性的マイノリティだから」という観点からコミュニティを作る

のではなく、分け隔てなく非当事者とも関わりができる方がよいと考えている。 

・ アライを宣言した社員に対してアライステッカーを配布している。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 取組を始めた当初は、高齢者世代に理解をしてもらうことについて、困難を感じていた。

また、労働組合からの反発がある事業所もあり、労働組合との調整も困難を感じている 

・ 同様に、ホルモン療法を行っていないトランスジェンダーについて、社内や社外（顧客）

の理解を得られるようにすることが課題である。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 会社として当然のことをやっているという意識がある。個々の施策について、会社側から

当事者の反応を確認するようなことはしていないが、当事者からも反応はあまりない。む

しろ、反応がなくなり「当然のこと」として捉えられる方がよいと考えている。 

・ 非当事者からの反応としては、若い世代からはネガティブな反応は出ていない印象がある。

更衣室の利用について、女性社員から拒否反応が出ることについては慎重に調整をする必

要がある。 

・ 会社全体としては、マイノリティを受け入れることによって、対応力・判断力が上がった

と感じている。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ 理解を広めていくことがポイントになった。全従業員に理解を深めてもらえれば、あとは

自動操縦的に取組が進められる。その際、当事者が自身の話をしてくれたことで高齢者世
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代も理解が進んだ。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 業界や法律が変わってほしい。氏名変更の手続きに時間がかかることが業務上も課題にな

っている。運転者免許証は戸籍上の名前を提示しなければならないが、そのために、顧客

から名前や性別について指摘されて傷つく当事者もいる。また、手術を伴わなくても戸籍

上の性別が変更できることや、そもそも戸籍自体も男女二分法ではなく第三の性に対応で

きるようになってほしい。 

・ タクシー業界の様子として、外国籍人材の採用について他社から問い合わせが来ることが

あるが、性的マイノリティについては問い合わせが来たことがなく、業界として対応が遅

れていると感じる。 

以上 
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4-10. 西日本電信電話株式会社 

 

所在地 大阪府 

業種 情報通信業 

従業員数 約 60,000名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 本社では「人事部ダイバーシティ推進室」が LGBT 対応関連の取組を担当している。地域

毎にもダイバーシティ推進部門を設置しており、地域特性や組織風土に応じた取組を実施

している。 

・ 障がい者雇用に関しては、法定雇用率を大きく上回る水準で雇用している。 

・ 女性活躍に関しては、現状の女性社員比率は約２割だが、新卒採用における女性比率は

年々高まっており、事務系採用では約半数が女性である。 

・ 外国人の採用はあまりない。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 社員にカミングアウトを求めているわけではない。人数は把握していない。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 毎年、全従業員を対象に、当社のダイバーシティ推進度測定を目的とした無記名アンケー

トを実施しており、その回答の中に、当事者、または当事者から話を聞いたと思われる人

のコメントがあったことが、取組のきっかけである。LGBT に限らず、ダイバーシティ全般

についての意見を自由記述形式で記入する設問だったが、「各種手当が法定婚のみを対象

にしているのは冷たい」や、「LGBT であることを言える風土がない」など、普段当事者が

感じているであろう内容が記載されており、LGBTに関する課題が、他所事ではなく、自社

において対処が必要である事を明確に認識する契機となった。 

・ オリンピック憲章にも「性的指向による差別を受けない」という文言が明確に位置付けら

れるなど、社会的な要請があることも、取組の背景の一つである。 

・ こうした状況をふまえ、取組が本格化したのは 2017 年、NTTグループ全体（約 20万人）

を対象とする方針を発表した。制度が整備されたのが 2018 年である。最初に着手したの

は、法定婚と同性パートナーシップの差異を解消する制度整備であった。 

・ ここ１～２年の取組の中心は、理解醸成や風土づくりに力を入れている。ビル新築時に

LGBTに配慮したトイレを設置するなど、ハード面での対応も行っているが、そもそもの理

解がなければ働きやすくならないと考えているためである。 

・ 社員アンケートの意見や外部指標を参考に、手探りではあるが、要望や意見をオープンに

議論できる環境をめざして取組を行っている。 
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４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 性的指向・性自認に関する方針はグループ全体で発信している。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 制度の運用をスタートする際、本社の管理職 360名程度全員を集め、外部講師を招いた研

修を実施した。当事者が制度を使う際には、まず管理職に相談に来る可能性が高いため、

気を付けなければならない言動や、カミングアウトがあった際の対応などについての研修

を実施した。部長級への昇格者を対象とした研修にも LGBT に関する内容を取り入れてい

る。具体的な対応だけではなく、取組の社会的背景や経営的な影響についても説明してい

る。 

・ 外部講師は、社外の NPO法人などに依頼している。基本的な知識の説明は社内の担当者で

もできるが、経験談等のより具体的な内容については、外部講師からお話しいただいてい

る。 

・ 知識はあっても感情的には理解できないという人もまだまだ多いので、理解促進のための

映画上映会も開催したことがある。 

・ 面的展開として、昨年度から、全社員向け研修（Eラーニング）でも、LGBTに関する内容

を取り入れている。 

・ 地域の LGBT セミナー等にも積極的に登壇し、取組を発信している。 

 

③ 相談体制の整備 

・ 性的指向・性自認に関する専門の窓口はないが、社内外に匿名で相談できる窓口を設置し

ている。 

・ 本社のダイバーシティ推進室には、グループ会社のダイバーシティ推進担当から、宿泊研

修時の部屋割り、更衣室に関する配慮などに関する相談が寄せられている。対応は個別の

ケースごとになるため、マニュアルやガイドラインは定めていない。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 採用は、もともと性別等に関係なく実施していたため、何かを明確に見直したということ

はない。もし採用にあたって LGBT 対応関連の相談があれば、個別にダイバーシティ推進

室に連絡が入るようになっているが、まだ事例はない。採用パンフレットにも LGBT 対応

を推進していることを記載している。また、LGBTに関する採用イベントに出展したことも

ある。 

・ 採用時のエントリーシートのほか、社内アンケートでも、必要がない限り、性別は尋ねて

いない。 

・ 配属等には必要に応じて配慮を行うこととしているが、実際に配慮が必要になった事例は

まだない。 

・ ハラスメントやアウティングについては、研修において、最も重要な事項として扱ってい

る。アウティングによる影響の強さや、言葉遣いへの配慮について説明している。 
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規定等で具体的に「SOGIハラ」という文言を明記したものはないが、ハラスメント防止に

関わる社長達にて、被害を受けた社員等の性的指向、性自認にかかわらず、セクシャル・

ハラスメントを定義している。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 同性パートナーでも法定配偶者と同等に利用可能にした制度は、休暇制度（慶弔休暇）、扶

養手当、単身赴任手当、転勤時の赴任旅費、育児・介護休暇、家族世帯用社宅の利用、住

宅補助費などである。 

・ 申請はシステムで行うため、ダイバーシティ推進室でも、申請の件数はわからない仕組み

になっている。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 現時点では、全社的に強制力を持つような仕組みはなく、個別対応が多い。 

・ 書類の性別欄に関する配慮以外には、全社的に通称名の使用を認める等の動きはない。今

後絶対に認めないと言っているわけではないが、正式文書での通称名使用への対応はでき

ていない。 

 

⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 目に見える形での社内コミュニティはないが、アライであることを示すバッジやシールを

作成しており、現場に配布している。ただし、配布対象者は、研修後に趣旨への賛同を表

明した人や、理解の程度によらず、サポートをしようという意思がある人に限定している。

また、配布の際には、「心がけ」を記載した文書も一緒に渡している。 

・ 社外発信を通じて、社員にも情報提供をするという目的で、自治体の認証制度への応募や

各種団体等が主催するイベントでのパネルトーク等にも積極的に参加している。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 取組の全てに関連するが、最も苦労しているのは、取組に対する社内の反応が少ないこと

である。ほかのダイバーシティ施策は、良くも悪くも反応があって改善もしやすいが、反

応が少ないことが、LGBT関連の取組の特徴であり、難しさでもある。 

・ 制度整備や理解醸成の取組についても、当事者から直接的に賛否の声があがることがなく、

ヒアリングをしようにも対象者が把握できないため、良い方向に進んでいるか否かの現状

把握も難しい。そのため、取組にもまだ手探り感がある。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 無記名アンケートでの反応が若干あるが、６万人の自由記述のごく一部である。 

・ 社内から直接的な賞賛を聞くことは少ないが、取組自体を否定する声はない。 

・ 全社員を対象にしたアンケートでは、「基礎知識がある」「言動に関する留意点を理解して

いる」社員の割合は年々上昇している。 
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③ 実施にあたってポイント 

・ 取組としてわかりやすいのは制度の整備だが、ポイントはむしろ理解の醸成である。継続

的に理解度や要望を把握しながら、研修やセミナーを実施していきたい。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 他社と話をすると、何から着手すればよいのかわからない、どうしているのだろうという

話もよく出てくる。セミナー等、さまざまな会社からの情報発信が活発となる機会がある

と地域全体の理解が進むと思う。 

以上 
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4-11. 株式会社プラップジャパン 

 
所在地 東京都 

業種 サービス業（他に分類されないもの） 

従業員数 275名（2019年 8月末・連結） 

 
１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 2016年に様々な企業・団体が抱える、LGBT など性的マイノリティ（以下、LGBT）に関する

コミュニケーション上の課題を解決するため「虹色 PR パートナー」を立ち上げ、ダイバ

ーシティ宣言を会社 HPトップに公表した。 

・ ダイバーシティ宣言は、「虹色 PRパートナー」が提案し草案を作成した。社長は、ダイバ

ーシティ宣言の作成に合意をしただけでなく、草案の検討にも参画した。草案の策定では、

性的指向・性自認に関する取組も進んでいる企業等、他社のダイバーシティ宣言も参照し

た。また、LGBT がいきいきと働ける職場づくりをめざす当事者団体にも確認を求めた。 

・ 2016 年以前は、多様性・ダイバーシティを重視する風土はあったものの、LGBT について

の理解や配慮は十分ではなかった。ただし、顧客の中には LGBT 含めダイバーシティ推進

に取り組んでいる企業もあり、PR 会社として LGBT に関して理解しておく必要性があると

いう認識は持っていた。 

・ 女性活躍推進については、元々女性社員の比率が高く、性別による差別がない職場風土だ

ったため、意識的に取り組まなくても女性管理職の割合は高かった。 

・ 育児と仕事の両立については、2014 年頃に育児による時短社員の比率が高まり、両立のた

めの取組を進める必要があるという認識が強まった。社会的にも働くママ社員がクローズ

アップされていた背景もあり、育児中の PRコンサルタントを「PRAP MAMA’s Eye Labo」

として組織化し、育児中ならではの視点を、PRの業務に活かす取組を始めた。対外的なサ

ービス向上の目的で設立したが、社内制度の整備にあたっての活動や、社内の子育て社員

の交流の機能も果たしている。男性社員の育児休業取得も積極的で、取得率も高く取得期

間も長い。 

・ その他に、現在はダイバーシティ推進という観点から、外国籍の社員や体質上の困難、病

気などを抱えている社員等、どんなバックグラウンドを持つ人材でも活躍できる環境整備

を目指している。制度の整備は今後さらなる拡充を進めていく。 

 
２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 当事者である社員がいることを個別に認知している社員もいるが、人事労務管理上、当事

者であるかどうかといった情報は取り扱っていない。 

 
３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 「虹色 PR パートナー」の発起者である社員が、2015 年２月にニューヨーク研修に参加し

た際、LGBT 当事者向けのサービスについて現地の PR会社から紹介を受ける機会があった。 
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・ 帰国後、日本国内でも性的指向・性自認に関する議論が活発化してきていた。「虹色 PRパ

ートナー」の発起者が営業職であったことも影響し、今後日本でも、コミュニケーション

サービスを展開していくうえで、性的指向・性自認に関する正しい知識を持つことは重要

であると認識した。そこで、有志での活動を開始した。 

・ 活動開始時は、営業部の社員が中心になっていたため、新サービスとしての位置づけで検

討していた。「“LGBT向けサービス”が不要になる社会となることを目指して、その第一歩

として、企業・団体が抱える、LGBTに関するコミュニケーション上の課題を解決するため

のサービス提供を行う」として稟議を通した。 

・ サービス開発時に、まずは設立メンバーで LGBT について学習し、当事者の話を聞くなど

知見を広める努力を始めたが、メンバーだけでは難しいと判断し、当事者団体とコラボレ

ーションをすることにした。 

・ 当該団体から、対外的な発信を行う前に、まず社内の環境整備をしていく必要があると指

摘され、社内の職場環境に関する取組として、社員向けの研修やダイバーシティ宣言、規

定変更などを数カ月の間で実施した。 

・ また、本プロジェクトを通じて収益につながることを示していく必要があると考えていた

が、結果的に会社のブランド価値を高め、採用における会社の魅力向上にも繋がった。 

・ 発足当初は、社内に LGBT 当事者がいるかを把握していなかった。しかし、活動を開始す

ると、個別にカミングアウトを受けるようになった。特に要望や、会社での困りごとがあ

ったわけではなく、知っておいてほしいという思いや、活動を応援するという趣旨であっ

た。 

 
４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ ダイバーシティ宣言を示している。性的指向・性自認に関する事項だけでなく、女性活躍

推進、育児への支援、海外出身者登用などの内容が含まれている。また、今後さらなる拡

充を図るものである。 

・ 性的指向・性自認に関する施策は「虹色 PR パートナー」が中心となって提案し、管理本

部の社員と連携して整備をしている。「虹色 PRパートナー」のメンバーは自主参加である

が、会社公認組織であり、経費の支出も可能である。 

・ 「プラップ・コンプライアンス・マニュアル」の人権の尊重・差別の禁止の項目内に、LGBT

に対する差別を行わないことを明記している。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 社員研修は、2016 年に外部講師を招いて新入社員研修期間中に実施したのが最初である。

新人社員以外も、希望する社員は誰でも参加可能な講座として実施し、多くの社員が聴講

した。その後も定期的に研修を実施している。 

・ 年代ごとに関心の度合いが違うこともあるため、階層別研修や全社員必須の eラーニング

による理解増進も図っている。 
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③ 相談体制の整備 

・ 制定指向・性自認に関する問題に限定しない形で、ホットラインを設置、運営している。

「プラップグループホットライン」を通じて外部機関に実名で通報すると、匿名で社内の

担当チームに連絡される形式である。 

・ LGBT 当事者に対する社内規定等の適用ルールについての通知があり、社員であればその

他の規定と同様にアクセスすることができる。細かなルールではなく、対応方針の基本的

な大枠を示したものである。実際に相談対応や事案が発生した場合には、個別対応をする

こととしている。 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ エントリーシートの性別欄を廃止している。また、面接時の服装は自由としている。 

・ 採用面接官用のガイドラインを用意し、当事者に対して配慮が必要な点を示している。 

・ ハラスメント・アウティングについては、研修において取り扱っている。また、全社員必

須の eラーニングにおいても、アウティングに関する設問を用意している。当事者に対す

るハラスメントになり得る発言が見聞きされるような場合には、「虹色 PRパートナー」の

メンバーが指摘するなど、草の根的に伝えていくようにしている。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 特別休暇・休業や慶弔手当などの規定において、「配偶者」であった部分を全て「配偶者ま

たはパートナー」と改め性別による区分けを行わないものとした。婚姻関係と同程度とな

る二者間の社会生活を営む相手をパートナーの要件としており、それを証する住民票の提

出を根拠としている。ただし、現状で利用実績はない。 

・ 申請のルートは通常のルートと同様であり、基本的には管理部門に連絡することになる。 

・ 福利厚生制度をパートナーに適用することになった際、性別による区分けを行わなかった

ため、事実婚についても制度の対象となった。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 服装規定はない。 

・ トイレは、基本的には自認する性別の利用とするが、テナントビルのため、他社従業員の

迷惑にならないよう注意することを前提に個別相談で対応している。入社前に当事者から

相談があり、性自認に合わせたトイレを利用した実績がある。利用が不安な場合は、チー

ムのメンバーが一緒にトイレに行くといった対応も考えられる。そのほか、オフィスがあ

るフロアからは遠いが、ビル内に誰でもトイレがある。 

・ ビジネスネームの使用を認めており、旧姓で働く人も多い。 

・ 健康診断は個別相談で対応することになる。相談があった場合は、健康保険組合と相談す

ることになる。 
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⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 「虹色 PRパートナー」のメンバー以外も含めた、「ダイバーシティサークル」というサー

クルがある。サークル活動は会社公認であり、人数などの要件を満たせば資金面での支援

対象となる。 

・ 企業などの LGBT に関する取組の評価指標において、評価指標が始まって以来連続で最高

位の指標を受賞している。また、当事者向けの就活イベントにも参加している。 

・ 「虹色 PRパートナー」が主体となり、年に１～２回、情報発信する取組を行っている。こ

れまで、メディア向けの勉強会や広報向けの勉強会、調査データの発表等を行った。2019

年度は、LGBT当事者の子育てに関する課題を浮き彫りにするため、あらゆる人を対象に子

育てに関する調査を実施し、また、その結果をもとに多様な子育てを伝える「にじいろ子

育て手帳」を作成した。 

 
５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 職場環境の整備のための取組について、社員に興味を失われないように周知し続けること

が難しい。新卒・中途問わず社員の入れ替わりがあるため、常に研修を行わなければなら

ないが、同じような内容だと、すでに受講した人もいるため温度感に差が出てきてしまう。 

・ 社会的な動向を見ながら、制度の更新が必要になる。新しい知識を得て、取り入れていか

なければならない大変さがある。 

・ 「虹色 PR パートナー」の取組を始めるにあたり、他に取り組むべき優先事項があるので

はないかという声も聞かれた。この取り組みをすることは、ダイバーシティの考え方その

ものを広めることに繋がり、全ての社員に通ずるものであることを説明し、取り組む必要

性を訴えた。また、プロジェクトメンバーに子育て当事者がいたことで納得感を持っても

らえた。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 採用の場面において、新卒・中途ともに、応募者にとってこの取組が魅力になることが多々

ある。面接で取組について言及されたり、取組を行っていることが決め手になったと伝え

られたりするケースがあるため、採用広報としての効果もあると考えられる。 

・ 知識として理解はしても、「自分事」と捉えられていない人は一定数いる。そうした人たち

に対しては、人権課題としてではなく、ビジネスとしての文脈で伝えていくことが重要で

あると考えている。商品・サービスという面の他、社員定着率や生産性の向上などをきっ

かけにすることも考えられる。 

 

③ 実施にあたってのポイント 

・ ダイバーシティという観点のもと、あらゆる人々の働きやすさを大事にしていくという大

きな方針の中で、性的指向・性自認に関する取組も行っていくという姿勢を「ダイバーシ

ティ宣言」として明確化した。「虹色 PRパートナー」発足時には、他にも優先事項はある

のではないかという疑問の声はあったものの、取組に対して否定的な意見は出なかった。 
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・ 取組が進んでいる企業は、大手企業で当事者の社員数が多かったり、BtoC向けのビジネス

形態であることが多いと感じる。しかし、中堅規模で、LGBT当事者がいるかいないかも分

からない企業であっても、必要だと思った人が取り組める環境こそが重要である。また、

中堅規模だからこそ、そのような進め方もしやすいのではないか。 

・ 中堅規模の企業では、柔軟な対応ができることに加え、慶弔金や特別休暇などの範囲を広

げても、急激に取得が増え大きな負担増にはなることはなく取り組むハードルは高くはな

い。取り組み始めたからといって、劇的な変化があるわけではない。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 企業としては、制度適用にあたって同居を要件としなければならないことに不都合を感じ

る。例えば異性愛者の夫婦であれば、転勤等で別居していても制度を適用できるが、同性

での婚姻ができない現状では、同性パートナーに対してはそれができず不平等が生じてし

まう。 

・ 性的指向・性自認に関して検索した際、厚生労働省のホームページがヒットしないことも

課題と考えている。各団体が様々な情報を発信しているものの、それは各団体の立場を反

映したものであり、情報の精度が問われる。やはり、行政からの発信があると良い。 

・ また、とりわけ子どもが読んでも分かりやすいような情報提供をすることが必要である。

性的指向・性自認に関して知識がない子どもは、「ホモ」「レズ」などのワードで検索して

しまいがちであるが、そうすると不適切なサイトへのアクセスにつながりかねない。 

以上 
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4-12. 日本航空株式会社 

 

所在地 東京都 

業種 運輸業，郵便業 

従業員数 12,750 名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 2010年の経営破綻以降、社員がいきいきと活躍できる環境を作るため、就労に関する課題

を解決しようという動きがあった。そこで、ダイバーシティに関するトップメッセージを

出していくこととなり、2011 年にはグループ会社の中で出身会社を超えて活躍できる「グ

ループマネジメント制度」を導入、その後も年々発信を続けた。 

・ 2014 年には女性活躍推進の取組について、2016 年からは、性的指向・性自認に関する取

組や障がい者雇用等、多様な人材の活躍に取り組むようになった。 

・ 2015 年～2017 年にかけては「ワークスタイル改革」として ICT 環境の整備や労働時間管

理の強化等、労働環境に関する取組も実施している。ダイバーシティに関する取組だけを

実施していても効果が薄く、働き方や職場環境の整備等も含めた全ての取組が成立した上

でダイバーシティ＆インクルージョンの推進となり、社員一人一人が活躍できるようにな

っていくものだと考えている。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 当事者の社員がおり、ニーズの聞き取りや制度利用の際には人事関連部門がコンタクトを

行うことがある。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 2016年から本格的に性的指向・性自認について取り組み始めたきっかけは、役員間で、性

的指向・性自認に関する他社の取組状況が共有され、自社でも取り組むべき必要があると

いう意見が出たことである。ベースには「人権」の観点があり、1 人ひとりを尊重し、多

様な社員が生き生きと活躍できるよう取り組んでいるものであり、社会の動向や社会的責

任に企業として対応したものである。 

・ 社内に向けて最初に実施した取組は、役員向けの講演と人権啓発に関する方針表明である。

その少し後に、全社員を対象にした eラーニングによる研修（社外の教材を使用）を実施

し始めたり、新入社員研修で性的指向・性自認に関する内容を扱うようになった。そして

2017年に、同性パートナーシップ制度を導入した。 

・ 自社サービスにおいては、2016 年度にマイレージプログラムにおいて、同性パートナーの

マイル（ポイント）を合算する取組を実施しているが、社内の理解促進・啓発とは異なる

経緯で検討・導入された。 
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４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 2014年からトップコミットメントとして「ダイバーシティ宣言」を発表し、性的指向・性

自認を含めた属性に関わらない多様な人財の活躍推進を掲げている。また、CSR の取組と

して人権の尊重を掲げ、その中に性的指向・性自認による差別の撤廃について明文化され

ている。 

・ 推進体制としては、人事担当部局の中で性的指向・性自認に関する担当者、女性活躍推進

に関する担当者、障がい者雇用に関する担当者、シニア社員の活用等の担当者という形で

個々のテーマに対応している。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 最初に教育や制度整備について取り組み始めたところから、双方向のコミュニケーション

や理解促進を進める必要があると考え、風土づくりにより力を入れた。 

・ 理解増進に関する最初の取組として、外部講師を招いて、LGBTに関する基本的な知識に関

する、役員向けの研修を行った。その後、全社員に向けた eラーニングによる研修を実施

し、現在では新任管理職研修や階層別研修等を継続して行っている。部署によっては全管

理職に研修を行っている場合もある。 

・ 2017年からは、客室乗務員や空港スタッフ等、顧客と直接接する職種に向けて研修を実施

し始めた。他にも商品サービスの企画部門等、間接的に顧客に関わる社員への研修も実施

している。商品・サービスの企画において、必ずしも男女別のサービスを提供することが

悪いわけではないものの、当事者を含めた顧客全体に不快感を与えていないかを考えた上

で判断する必要があると考えている。 

・ 2019年度には、東京エリアだけでなく地方エリアの社員に向けても啓発を行っている。 

・ 研修全般については人事担当部局で企画している。当事者を講師として呼ぶ研修について

は社外に依頼し、知識理解の面で自社の事例を紹介した方がよい場合は社内担当者が研修

を行う場合もあり、研修の目的によって社内外の人材を使い分けている。 

・ 研修実施にあたっては、現場から実施の要望が出る場合もあれば、性的マイノリティ当事

者から現場の風土について相談を受けたことがきっかけとなり、当該部署における研修を

早めに行ったケースもある。 

 

③ 相談体制の整備 

・ ハラスメント対応に関する相談窓口、同性パートナー等の福利厚生制度に関する相談窓口

を設けており、加えてイントラネットに掲載している担当者宛に当事者から直接の相談が

来ることもある。前者２つの相談窓口については匿名での問い合わせも受け付けている。

いずれも社内の窓口である。 

・ 相談窓口への問い合わせ件数は、年に数件程度である。同性パートナーシップ制度の手続

き面や、職場での困りごとに関する相談が多い。現時点では非当事者から相談を受けたこ

とはない。 
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④ 採用・雇用管理における取組 

・ 採用サイトにおける応募者の情報登録画面の性別欄には、男女の他に「その他」を設けて

おり、実際に「その他」を選択している人も多数いる。女性活躍推進の観点での把握のた

め、エントリー時に性別欄を完全になくすことは難しいが、「その他」が一定数出たとして

も実際の選考時に提出が必要となるエントリーシートには性別欄の記載がないため受験

者本人が性別選択を意識する必要はない。また、面接官を担当する社員に対しては、性的

指向・性自認に対する知識のリマインドの教育も実施しており、問題は出ていない。 

・ ハラスメントの禁止について社内規定に明文化して、イントラネットから見られるように

している。社員教育でもカミングアウトを受けた後に注意すべきこととしてアウティング

について触れている。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 会社の定める同性パートナー登録を行った社員（そのパートナーと家族）について、婚姻

関係を有する配偶者と同等の福利厚生制度を整えている。パートナーの条件は、「生計を

一にし、原則同居し共同生活を営んでいること」、「パートナーが 20 歳以上であること」、

「社員・パートナーともに配偶者がいないこと」である。提出する証明書としては、パー

トナーシップ証明書や公正証書の他に、比較的取得が容易な住民票も認めている。パート

ナーであることを証明するエビデンスをどこまで求めるべきか時間をかけて検討したが、

申請すること自体のハードルがあるため悪用されることは少ないだろうという前提に立

って運用している。また、婚姻関係のある配偶者に対する手続きと同等になるよう制度設

計時は意識している。 

・ 適用されうる制度は、各種休暇、休職制度（特別休暇（結婚・忌引）、介護休業等）、寮・

社宅、社員赴任への同行、結婚祝い金等の支給等である。ただし、保険については社内規

程のみで完結することができないため、対象外となっている。 

・ パートナーの登録自体は人事担当部局の特定の担当者にしか申請内容が届かないシステ

ムとなっている。パートナーの登録後、証明書の提出を以て諸制度を利用することができ

るようになるが、諸制度の利用にあたっては、他の社員と同様の申請が必要で、上長の承

認が必要になることもある。 

・ 制度を周知する段階ではその詳細がわからないものもあることから、パートナーを登録す

る際、制度毎の利用時における承認者や必要な手続き等を説明している。併せて、可能な

場合には制度や職場に関する現状の課題や風土に関するヒアリング・相談を行っている。

また、制度の利用には、職場の上司や同僚へのカミングアウトを伴う制度もある（忌引き

や介護休業等）ため、申請者本人と、どの範囲であればカミングアウトをしてもよいか、

カミングアウトをするタイミングはどの時期がよいか等を相談し、本人が制度を利用しや

すいようサポートを行っている。 

・ こうした福利厚生制度については、社内の当事者の声を受けて導入を決めたものではなく、

他社へのヒアリング等を通してこうした制度の必要性を認識し導入を決定した。 

・ 現時点でパートナーを登録している社員は一定数おり、実際に休暇制度の利用実績もある。

休暇制度の利用については所属上長の承認が伴うが、その事例では、人事担当部局はカミ
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ングアウトのタイミングについて相談したのみで、申請者本人が自分でカミングアウトを

したという。社内の風土改革を通して、理解促進が進んでいると実感している。こうした

パートナー登録の申請者からは、「長年、同性パートナー登録の制度を望んでいた」「パー

トナー本人やその家族のために申請した」等の声を聞いている。 

・ 一方で、同性カップルが寮・社宅を利用した事例は現時点ではない。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 当事者間、または段階によって求められる対応は全く変わってくるため、トランスジェン

ダーへの対応として「こうすべき」という定めを設けていない。基本的には本人に歩み寄

って個別に対応することを前提としている。 

・ 更衣室については、以前、カーテンを設置してほしいという要望があり、対応したことが

ある。更衣室やトイレ等の設備については、賃貸ビルである場合も多いため、すぐに改修

工事をすることは難しいが、ユニバーサルデザインの観点からオフィスの環境整備におい

て何が必要になるかを調査もしており、併せて対応できることから検討したいと考えてい

る。 

・ 顧客対応が発生する職種については男女別の服装規定があるものの、現在当事者から対応

してほしいという要望は出ていない。今後要望が出た場合は、今後どうしていきたいかと

いう点を聞き、歩み寄り対応していく方針である。 

・ トランスジェンダーの社員が利用できる休暇制度としては、希望があれば療養目的に使え

る休暇制度を適用する前提であったが、至近の制度改定により規程への明文化も実施して

いる。 

 
⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 「制度を作っても使ってもらわないと意味がない」との考えから、社内の風土づくりに取

り組んでいる。具体的には自分がアライであることを表明できるシールを、研修の受講等、

性的指向・性自認に関する取組に何らかの形でかかわった社員に渡しており、これまでに

グループ会社社員も含めて数万枚配布した実績がある。なお、「アライ」という言葉の定義

については基準を設けていない。アライを広げるためにはハードルが低い方がよいと考え

ていることから、少しでも性的指向・性自認に関する取組に触れたことがある社員には配

った方がよいのではないかと考えている。 

・ 当事者の声としては、「何かあったときに相談できる方が多くいることを感じ、安心する」

「理解のある社員がどのくらいいるのか不安もあったが、意外な人がシールをつけていて

よかった」等の声が聞かれている。 

・ 会社が主導するアライコミュニティはないが、社員が自発的につくったコミュニティが複

数あると聞いている。 

・ その他の取組として、2019年６月に「ダイバーシティ・デイ」を初めて開催した。これは

属性ごとに捉えられ他人事になりがちなダイバーシティの問題を誰にでも該当しうるテ

ーマとして大枠で捉え、長期的に見て働きやすい環境を考えることを目的としたイベント

であり、トランスジェンダーの当事者の講演会やＶＲ体験等のイベントを実施した。こう
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したイベントは、一方向的に知識を与える教育ではなく、社員参加型の双方向的な教育と

して位置づけている。 

・ 社外イベントへの協賛やキャンペーン協力などを行っているが、間接的に社内外の理解の

広がりに繋がることも多く企業が参加して得られるメリットが大きく、企業が社外のイベ

ントに参加する意義はあると考えている。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 取組を始めた１年目には、当事者のニーズが把握できないことによる不安感もあったが、

現在は風土づくりに力を入れていることもあり、当事者の声がだんだんと聞かれるように

なった。 

・ 性的指向・性自認に関する取組を行うという方向性について否定的な人はいないが、特に

サービスに関わる取組などについては、BtoC のビジネスをしている以上、全ての顧客から

理解が得られるとは限らない。万が一、こうした取組を理由に顧客離れが起きる懸念の声

が聞こえたとしても、取組を続ける決断ができる社員を多くすることが必要と感じている。 

・ 取組を進める上で社内で実際に衝突が起きたこともあるが、一度話し合いを経ると、二回

目以降はスムーズにいくこともある。このようなことが起きる要因としては、「周りには

当事者がいない」という認識があるなど、風土が醸成されていないことや、「リスク」と捉

えてしまい自分たちの会社が取組を行うべきというビジョンが見えていないことが挙げ

られる。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 近年の特徴としては、社員個人からの問い合わせではなく、組織単位で「このようなサー

ビスは性的マイノリティに関する配慮が足りないのではないか」等、サービスに関する相

談が増えたことである。そうした相談に対しては、「本当に性別を聞くことが必要か、不要

であれば聞かない方がよい」というアドバイスをしている。 

・ 社内から否定的な意見を聞いたり反発を受けたりしたことも過去にはあるが、数年続けて

いるうちにその声は少なくなっており、そうした声に対しては、風土づくりや社員教育を

続けていく予定である。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ 取組を進める人事担当部局とそれ以外の社員、または人事担当者と性的マイノリティ当事

者等の間で、双方向のコミュニケーションを取れる環境をつくっていくことが重要である。

制度や教育を一方的に進めることは好ましくない。合わせて、社内にアライを増やすこと

がポイントだと考えている。 

・ 企業によって取り組みやすいものや取り組むきっかけも異なるため、まずは自社でできる

ことから取組を進めていく必要があるだろう。自社の場合、海外との接点も多く、「自分た

ちは理解できている」と考えてしまっている社員が多い。研修・教育においては、そうし

た誤解を解くという点を重視していた。 
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６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 社会には、未だに異性愛ではないこと、シスジェンダーではないことが「病的なものであ

る」という誤解が残っている。そうした誤解を解くような情報を行政が発信すれば一気に

理解が進むのではないか。 

・ 性的指向・性自認に関する取組が進むことは、他の属性も含めたダイバーシティ全体が進

んでいくことにもつながる。自分と異なるバックグラウンドを持つ他者に対する寛容な態

度にもつながるのではないか。 

以上 
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4-13. 社会福祉法人白岡白寿会 

 

所在地 埼玉県 

業種 医療，福祉 

従業員数 80名 

 

１. 多様な人材の活躍の状況や多様な人材の活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ 「ダイバーシティ＆インクルージョン宣言」を掲げ、「ダイバーシティ」という用語を使う

ようになったのはごく最近だが、多様な属性の社員の雇用について、子育て中やシニアの

スタッフの雇用について、以前から取り組んできた。 

・ もともと、子育て中のスタッフが働きづらい朝夕の人材を確保しようと募集をかけたとこ

ろ、高齢者（シニア）の募集が多くあった。今では、「地域の介護予防」という形でアピー

ルしているが、高齢者の方が役割を持つことは非常に重要と考える。現在、職員の最高齢

は 81 歳である。働き出した当初は週１～２回の勤務を希望する人が多いが、慣れてくる

と徐々に増える傾向にあり、１日２時間×週６日働いている人もいる。高齢者は、タブレ

ットやスマホが必要ない業務を担当してもらうことが多く、配膳・下膳等の補助的な作業

が多い。 

・ 子育て中のスタッフの雇用についても力を入れている。働く側のニーズとして、10～14時

の希望が多いので、その時間帯にあわせた業務を用意するようにしている。 

・ 県内の介護施設の人材不足は非常に深刻な状況である。採用、定着、育成の３段階で、法

人がどういう魅力を提供できるかを考えている。「働き方改革」や「ダイバーシティ＆イン

クルージョン」の最先端の取組を行っていれば、必ず全国から人材が集まってくるという

思いで取り組んでいる。「最後は人」という思いがあり、人材の「数」「質」の双方を確保

できるよう取り組むことが重要と考えている。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ トランスジェンダーの社員が過去にいたことがある。 

・ 当事者かどうかに関わる情報は理事長および総務担当１名のみが把握している。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 法人として、明確にいつから取組を実施しているということはない。ただし、LGBT の方は

転職回数が多く、働きにくい状況にあるということを見聞きする機会は以前からあり、も

ったいない、何かしたいという思いがあった。 

・ 職場の生産性を上げようと思うと、人材が定着して長く働けることが不可欠である。LGBT

の方は、職場に一番定着しづらいと感じている人であるといえるが、そうした人材が職場

に定着できるようになると生産性向上につながると考える。 

・ また、介護系の求人サイトで、「LGBT」というキーワードを試しに入れたところ、60 万件

中全国で 36 件（0.006%）しかヒットしなかった。LGBT の方は働きやすい職場を探してい
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るので、そうした取組を行うことは、人材の獲得にも効果があると考えている。 

・ 取組始めは、まず、理事長自身が書籍や勉強会に参加し、その後、法人としての取組とし

て、「ダイバーシティ＆インクルージョン宣言」を作成した。ダイバーシティに関する取組

は、主に理事長のトップダウンで決めている。研修など、費用がかかる取組もあるが、基

本は「人に投資することが最も大切」という考えで取組を進めている。 

 

４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ 2019年６月 28日付で、「ダイバーシティ＆インクルージョン宣言」を作成した。作成日の

「６月 28日」は、LGBTの歴史的な日付に合わせた。 

・ 「ダイバーシティ＆インクルージョン宣言」は、法人のウェブサイトに掲載しているほか、

職員閲覧用各種規定集（理念・方針・ルール、人事労務に関する規定、コンプライアンス

関連規定、業務にかかわる指針等をまとめたもの）に綴じて、職員がいつでも見られるよ

うにしている。 

・ 「ダイバーシティ＆インクルージョン宣言」では、「見える違い（外見など）」、「見えない

違い（年齢、性別、人種、国籍、経験、育った環境、文化、宗教、学歴、所属する組織、

障がいの有無など）」、「心理的違い（価値観、キャリア志向、組織感、職業観、ライフスタ

イル、性的指向・性自認など）」をお互い尊重する、としている。 

・ その他、就業規則等には、性的な役割を連想させるような記載は一切記載していない。ま

た、セクハラの防止規定には、性的指向・性自認の内容も含めている。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 社内で理解を深めるための取組として、昔から、「人はそれぞれ違う、様々な制約がある人

も一緒に働けるように」ということを職員に伝え続けてきた。 

・ 外部機関から講師を招聘し、性的指向・性自認に関する研修を実施してもらった。正規職

員か非正規職員かに関わらず、参加する形で研修を開催した。 

・ 外部講師に研修を依頼するとスケジュール調整は大変だが、そうすることで、職員にこの

取組に対する法人の本気度を感じ取ってほしかった。 

・ 研修は、A日程・B日程の２日間用意し、いずれか都合の良い方に参加してもらった。 

・ 研修の案内には、工夫をした。研修の実施前に、職員全体に対し、「この研修は誰かのため

に実施するわけではない、当事者がいるから実施するわけではない」ということを予め伝

えた。当事者がいることを前提として考え、その方が自分のことを言われているのかと気

にしてしまう可能性も考え、研修を実施する際には、当事者の方がいるから実施するわけ

ではないことを全体に周知することが大切だと考えた。 

・ 当事者の方にもゲストスピーカーとして複数名来てもらい、当事者の話を直接聞ける機会

とした。研修後、講師を派遣した会社より教材を買い取ったため、新人が入ってきたら研

修の概要説明と動画（10分程度）は用意できている。その教材を選んだ理由として、当事

者の方が社会に当たり前にいることや、周囲が変われば問題ないということ、多くの人が

知っている身近な企業で取組が行われていることが紹介されていた点を評価した。 
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・ 次年度以降も研修は継続するが、具体的な計画については、現在検討中である。毎年、外

部の方を招いた研修を実施するのは費用及び日程調整の面で負担が大きいため、隔年で外

部講師を活用した研修を実施することも考えている。外部講師を呼ばない年は、動画を視

聴するなども考えられる。職員には、毎年振り返りの研修を実施するなど、繰り返し意識

付けしていくことが大事である。 

・ また、研修の以外の啓発の方法として、職員向けに業務に関連する書籍を貸し出している

書籍コーナーを活用している。同じ場所に社会的・時事的な書籍等も置いており、その中

に LGBT に関連する書籍も置いている。少しずつ関心を持ってもらうような工夫を行って

いる。 

・ 今後、このテーマで地域住民向けのイベントを開催し、職員も参加して話を聞くなど、地

域への対外的発信を兼ねた形で理解を深める機会を設けることも考えられる。 

 

③ 相談体制の整備 

・ 広く、ハラスメント等も含めた相談窓口を設置している。施設長のほか、担当職員２名を

おいている 

 
④ 採用・雇用管理における取組 

・ 採用時の書類は本人が持参するため、性別欄の有無は本人が持参する書類による。自社で

対応できる範囲については、性別の記載は求めていない。 

・ ハラスメントに関する規定の中に、アウティング対策も明確に規定している。当事者の方

が話したいと思えば、他の職員に話していると思うが、その職員が他に言いふらすという

ことはない。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 2019 年６月に「パートナー制度」を創設し、その運用のため、「パートナー制度ガイドラ

イン」を策定した。同性パートナーの定義として、12ヶ月以上一緒に住んでいて生計を一

にしていることなどを定めており、該当する場合は法律婚と同様に、各種手当を受けたり、

特別休暇を取得することができる。同居しているかどうかは、住民票の提出で確認する。 

 
⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ 以前働いていたトランスジェンダーの方に対して、採用面接の場面で、職場で配慮してほ

しいことはあるか、ロッカーやトイレの使用方法、他の職員に伝えるかどうか等について

相談した。相談の結果、ロッカーやトイレは、本人の希望に基づき、自身が自認する性の

方を使うことになった。 

・ 他の職員に伝えるかどうかについては、「言いたくなったら、自分で話します」ということ

だったため、法人から話をするということはなかった。周囲とのトラブルを聞くことはな

かった。 

・ 当事者の方は、トイレも更衣室も、自認する性に基づいて利用してよいこととしている。

事業所の１階・２階には、男女別トイレのほか、スタッフ用トイレ（男女兼用）がある。
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３階は誰でもトイレになっている。 

・ 更衣室は男女別のため課題があるが、建物の構造上改修が難しい。新築する事業所は、試

着室スタイルの着替えのスペース、パウダールーム（身なりを整える場所・全身鏡）、誰で

もトイレ（オストメイトにも対応）など、男女の関係なく使える設計とした。古い事業所

では就労が難しい場合、新しい事業所で働いてもらうことで対応したい。 

・ 通称使用について、以前、戸籍上の名前ではなく通称を使いたいという職員がいたため、

「職員通称使用取扱要綱」を定めた。申請書に記載すれば、通称を使用することができる。 

・ 職員の服装は男女同じで、性別の区別はない。今後も変更する予定はない。 

・ 健康診断は、事業所の前に検診車が来て、手が空いている職員から順番に受診する方法の

ため、特に課題はないと認識している。 

・ 従業員満足度調査の性別欄は、「男性」「女性」「その他」「無回答」としている。 

 
⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 特にない。 

 

５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ LGBT の当事者には様々な人がいること、多様なグラデーションがあるということを職員

が理解するのは、なかなか難しいことだと感じる。しかしながら、パターン化すること自

体が無意味だと感じている。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 研修後の職員のレポートをみると、非常に反応が良かった。外部講師を活用したこと、ゲ

ストスピーカーとして招いた当事者の方のうち２名が介護士の方だったこと、外見では全

くわからないゲイの方と話す機会があったことなどから、「他の人と一緒である」という

感想が多くみられた。そのほか、初めて LGBT という用語を知った、といった感想もあっ

たが、全般的に後ろ向きな反応はみられなかった。予想以上に職員がスムーズに理解でき

たと感じる。 

・ 「ダイバーシティ＆インクルージョン宣言」について、周知しても、職員からは反発を含

め、特に反応はない。外部の当事者の方からは、こういう形で取り組んでくれたり、取り

決めをしてくれる法人で働けるのは誇らしいことであると当事者は感じるとの声があっ

た。 

・ 利用者や利用者の家族から、何か言われるということも特段ない。仮に、こうした取組に

対して難色を示されても、「他人の尊厳を守れない方に対して、サービスを提供するつも

りはない」と毅然とした対応を行う。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ 法人の本気度を職員に伝えるために、外部講師を活用したり、当事者の話を聞く機会を設

けることが重要である。 
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・ 研修の実施前に、職員全体に対して、「この研修は誰かのために実施するわけではない、当

事者がいるから実施するわけではない」ということを予め伝えた。当事者がいることを前

提として考え、その方が自分のことを言われているのかと気にしてしまう可能性も考え、

研修を実施する際には、当事者の方がいるから実施するわけではないことを全体に周知す

ることが大切だと考える。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 小中高の教育課程の中で、LGBT について学ぶ機会を設ける必要があると思う。学校の先生

も、理解が十分ではないと感じることがあった。学校教育に特化した取組を行っていくこ

とも必要である。 

以上 
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4-14. イオン株式会社 

 
所在地 千葉県 

業種 卸売業，小売業 

従業員数 58万人（グループ従業員数） 

 

１. 多様な人材の活躍状況や多様な人材が活躍できる職場環境に資する取組の状況 

・ イオンには国籍・年齢・性別・社員区分を排し、能力と成果に貫かれた人事、継続成長する人材

が長期にわたり働き続ける企業環境の創造という人事の基本的な考え方がある。 

・ 2013 年にダイバーシティ推進室を発足。女性活躍、LGBT 活躍、障がい者活躍、外国籍活躍と

多様な人材が活躍し革新を生み出すダイバーシティ経営の推進に取り組んでいる。 

・ ダイバーシティがうみだす「従業員・家族」「お客さま」「会社」の満足、最初と最後の文字をとり“ダ

イ満足”と名をつけダイバーシティ経営を推進している。 

・ 1 年に 4 回、グループ各社のダイバーシティ推進責任者が参加し、情報共有、新しい知識をイン

プットする会議「“ダイ満足”サミット」を開催している。 

・ グループ内のダイバーシティ推進企業を表彰する「“ダイ満足”アワード」を年に 1 回実施。各社

の取り組みを発表、表彰していくことで、良い取り組みの共有や競争を推進している。 

 

２. 性的マイノリティ当事者の社員の状況 

・ 各社個々で当事者であることを公にしている、あるいは、当事者であることを人事部が把握してい

る社員がいる。 

・ グループ企業の中では、カミングアウトして就労している事例や LGBT の社員が商品開発に関わ

った事例がある。 

 

３. 性的指向・性自認に関する取組を行う背景・きっかけ 

・ 「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、 地域社会に貢献する」という基本理念のもと、

人権を尊重し、国籍・人種・性別 ・学歴・宗教・心身に障がいのあることなどを理由とした差別を一

切行わず、多様な人材が活躍できる企業を目指してきた。 

・ 2015 年には人権基本方針に「性的指向と性自認などを理由とした差別を一切行わない」とする

内容を盛り込み人権基本方針において「性的指向・性自認」の文言が明文化された。 

・ 2017年より LGBTに関する相談が増加しダイバーシティ推進室はグループ企業に LGBTに関す

るヒアリングを実施した。ヒアリング対象の中には当事者の方もいたので個社での対応を実施した。 

 

４. 性的指向・性自認に関する取組状況 

① 方針の策定・周知や推進体制づくり 

・ グループ全社に対してアセスメントを実施している。アセスメント項目において、「採用・応募時に

性別区分に対して配慮を行っているか？」「LGBTの従業員がキャリアや悩みなどを相談できる体

制があるか？」といった LGBT 当事者が働きやすい職場環境であるかをチェックする内容を盛り
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込んでいる。 

 

② 研修・周知啓発などによる理解の増進 

・ 2017 年からグループ企業共通の管理職向け LGBT マナー研修を実施しており、カミングアウト時

の対応、アウティングについて学ぶようにしている。2020 年までに全管理職が受講を終えることを

目標としている。パートやアルバイトを含む一般社員向けに法務省の人権啓発動画を案内してい

る。 

 

③ 相談体制の整備 

・ 各企業からダイバーシティ推進室に対して、当事者対応に関する相談がある。本社から画一的な

対応をするのではなく慎重に個別対応するようにしている。 

 

④ 採用・雇用管理における取組 

・ 採用に関する書類において、性別欄に「その他」を設ける。 

性別欄に「その他」を設けることを本社としても推奨しており、グループ各社のダイバーシティ推進

に関する取組の評価項目の１つとしている。 

・ ハラスメント規定において、性的指向・性自認に関する内容を明記のうえ、周知している。 

 

⑤ 福利厚生における取組 

・ 共済会の結婚祝い金について、同性カップルへの適用を認めている。自治体のパートナーシッ

プ証明書が必要になる。 

・ 基本人権方針に性自認、性的思考を盛り込み同性カップルへの福利厚生制度の適用に取り組

む判断をした。 

・ 人事と共済会との調整には１年くらいかかった。当人らの関係性の確認をどのように行うかが検討

された。 

・ 結婚祝い金の申請書類は、会社ではなく、共済会の事務局に提出することになっており、今まで

に利用実績がある。 

 

⑥ トランスジェンダーの社員が働きやすい職場環境 

・ トランスジェンダーの就労について本人の要望やグループ企業の状況に応じて、グループ企業

がそれぞれ個別に対応している。 

・ 店舗によっては、お客さま用のトイレとしてだけでなく、従業員向けの多目的トイレをバックヤード

に設置している。 

 

⑦ 職場における支援ネットワークづくり（社外のネットワークや社外への協賛など） 

・ 2020 年に社外の LGBT イベントへの参加を予定しており、社内外に取り組みを周知していく。 
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５. 取組に関する課題、評価、実施のポイントなど 

① 取組の課題・困難だったこと 

・ 性的指向・性自認に関する取り組みは、足並みをそろえて標準的な取り組みを実施していくこと

が困難。事例や情報を受けた上で個別対応が求められている。 

 

② 取組の評価・取組に対する反応 

・ 研修を受けたことでカミングアウトがあったときに対応できる管理職が増えたことがアンケートで分

かっている。 

・ 会社の姿勢に対しては、研修受講者・当事者からありがたいという声があった。 

 

③ 実施にあたってポイント 

・ 個々の悩みに寄り添いながら対応を考えること。 

 

６. その他（当事者を取り巻く状況や関連する施策について） 

・ 特にない。 

以上 
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